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第 1章 介護組織における新しい社会サービスの定着とユーザーコミュニティ 

 

1. 研究の背景 

1.1 介護組織が採用して実施している新しい社会サービス 

介護組織は，従来，介護を必要とする高齢者に対して，特別養護老人ホームやデイサービ

ス，機能訓練，食事・入浴介助など，介護保険制度にもとづく公的保険サービス（以下，保

険サービス）を提供することが，介護ビジネスの本流であると考えられてきた。しかし，介

護組織は，認知症高齢者の介護など，保険サービスのみに依存していては対応することがで

きない社会課題に直面し，高齢者本人やその家族が抱える多様な介護ニーズに対して，試行

錯誤しながら向き合う必要性が生じてきた。従来から保険サービスの提供をコア事業とし

てきた介護組織にとって，このような環境変化を受け入れ，柔軟に対応することができる組

織は少ないであろう。また，マクロな観点では，高齢化率が上昇し，介護サービスの利用者

が増加したことで，介護保険制度を支える財政基盤は弱体化している。このままの状態が続

けば，保険サービスを基盤とする日本の介護システムは崩壊しかねない。そこで，介護組織

は，保険サービスのみに依存することなく，企業が高齢者やその家族の QOL（Quality of Life）

を改善するために開発した新しい社会サービスを採用し，保険サービスと組み合わせなが

ら日常的に実施する中で，サービス利用者にポジティブな変化が見られるなどのサービス

の実施効果を生み出していくことが重要視されるようになった。本研究における新しい社

会サービスとは，第 2 章以降で詳述するが，社会課題を解決するために開発された公的保険

外の医療・介護，福祉サービスを指すものとする。 

厚生労働省や経済産業省などの行政機関は，介護保険制度を維持するための財政負担の

軽減や多様化する介護ニーズへ対応するために，保険サービスの品質や効率性の向上およ

び公的保険外サービス（以下，保険外サービス），すなわち新しい社会サービスの開発が促

進されることに努めている。新しい社会サービスは，多くの介護組織に採用されればそれで

よいということでもなければ，サービスを開発した企業が収益を高めることができればよ

いということでもない。新しい社会サービスの開発が活発化し，サービスが充実すれば，介

護を必要とする高齢者やその家族は，利用できるサービスの選択肢が増えるため，それぞれ

のニーズに合わせて，サービスを利用することができるようになる。このような取り組みは，

まさに社会イノベーションであるともいえる（Shier, Handy, & Jennings, 2019）。しかし，新

しい社会サービスを採用した介護組織が，そのサービスを継続的に実施していく中で直面



2 

 

する課題を解決し，サービス品質を改善していくことができなければ，高齢者やその家族の

QOL 改善は望めないであろう。つまり，介護組織は，新しい社会サービスを採用するだけ

で満足することなく，サービス実施を通じて，QOL 改善などの効果を生み出すためのノウ

ハウや情報を習得し，日常的にサービスを実施している状態へと定着させる努力をしてい

くことが必要になるのである。 

経済産業省は，介護組織が保険サービスと新しい社会サービスを組み合わせて介護を必

要とする高齢者やその家族へ介護サービスを提供する，地域に根ざしたヘルスケア産業の

創出を目指している。介護産業に参入してきた企業や NPO（Not for profit organization）が，

従来にはない新しい社会サービスを開発し，そのサービスを介護組織が採用して定着させ

ていくことができれば，各地域に新しい社会サービスのエコシステムが形成されて，高齢者

やその家族は質の高い介護サービスを利用し続けることができるようになるのではないか

と思われる。しかし，新しい社会サービスが介護組織に定着することは容易なことではない。

厚生労働省・農林水産省・経済産業省が共同で作成した「保険外サービス活用ガイドブック

（地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集）1」において

指摘されているように，新しい社会サービスの定着は進んでいない。なぜ，新しい社会サー

ビスは，介護組織に採用されても定着しないのであろうか。 

その理由は，複数考えられる。例えば，介護現場からの声を参考にすると，介護組織同士

の競争が激しく，介護組織はサービスの独自性で競争力を高めようとする傾向にあるため，

独自性が出しやすい新しい社会サービスが好まれ，新しい社会サービスは介護産業内の流

行に左右されやすいこと，介護組織は介護保険制度で決められた人員数や人員配置の基準

にもとづいて組織体制が組まれているため，人材の流動性の激しさや人材不足も重なり，現

場では新しい社会サービスを保険サービスと組み合わせて実施していく余裕がないことな

どが挙げられる。また，介護を含むヘルスケア産業は，制度化された環境にあるため（Leiter, 

2013），新制度派組織論の観点に立てば（DiMaggio & Powell, 1983），保険サービスは制度的

同型化の影響を受けて，どの介護組織でも同じようなサービスを提供することになり，定着

もしやすいであろう。制度改定の時期になると，厚生労働省から情報が発信され，介護産業

 

1 厚生労働省・農林水産省・経済産業省（2016）「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事

例 集 ― 保 険 外 サ ー ビ ス 活 用 ガ イ ド ブ ッ ク ― 」 ＜ https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-

Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）を参照した。 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日2020年3月31
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日2020年3月31
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は，特別養護老人ホームや介護老人保健施設など，同様の保険サービスを提供している介護

組織が事業者団体をつくっているため，そこで保険サービスの実施に必要とされる人材研

修や情報共有が行われている。しかし，新しい社会サービスは，完全な市場メカニズムのも

とでサービスを開発した供給企業と介護組織が採用をめぐって B2B（Business to Business）

の取引をすることになり，新しい社会サービス採用の意思決定や，採用後どのようにサービ

スを実施していくかという判断は，個々の介護組織に委ねられる。介護組織の経営者が，新

しい社会サービスの採用を意思決定したとしても，実際にサービスを実施するのは現場で

あり，介護現場がサービス実施に協力的でなければ，QOL 改善などの効果を生み出すこと

ができず，サービスは定着しないであろう。また，効果が出ていたにもかかわらず，新しい

経営者に代わり，その経営者が実施していた新しい社会サービスに対して理解を示さなか

ったために，サービスを中断せざるを得なくなる場合もある。あるいは，新しい社会サービ

スを採用した当初は，サービスに対する関心が薄かったけれども，試行錯誤しながら日常的

に実施しているうちに，サービス実施のノウハウや情報が蓄積され，利用者に QOL の改善

傾向が見られるようになったことで，経営者や介護従事者がサービスの価値を認識して，定

着に結びつく場合もあるだろう。 

このように，新しい社会サービスの介護組織への定着は，保険サービスとは異なり，容易

なことではなく，定着に至るまでにそれぞれのストーリーがある。介護組織が新しい社会サ

ービスを採用して実施する目的の 1 つは，介護を必要とする高齢者やその家族の QOL の改

善であり，保険サービスとうまく組み合わせて実施することができれば，組織パフォーマン

スが高まる可能性も考えられる。そこで，新しい社会サービスを採用して実施している介護

組織は，サービスの実施プロセスの中で，サービスに関わる問題の解決やサービスの品質改

善に必要となるノウハウを習得し，サービスの効果を生み出すことを通じて，サービス価値

を認識していくことが必要になるのではないだろうか。介護組織にこのような地道な努力

がなければ，たとえ優れたサービスであったとしても，新しい社会サービスが介護組織に定

着することは難しいのではないかと思われる。 

 本研究は，このような背景を踏まえ，新しい社会サービスはどのようにすればサービスを

採用して実施している介護組織に定着するのか，新しい社会サービスの介護組織への定着

メカニズムを明らかにすることを目的とする。 
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1.2 定着メカニズムに着目する意義 

新しい社会サービスは，高齢者やその家族の QOL 改善など，社会課題の解決を目的とし

て，多くの介護組織がコア事業とする保険サービスの価値を高めることが期待されている

ため，ある種のイノベーションであると考えることができる。 

イノベーションの普及ネットワークについて研究してきた Rogers（2003）は，イノベーシ

ョンが高い確率で中断され，定着しにくいことを指摘した。ドボラック配列のキーボードを

例として挙げれば，優れた技術的イノベーションが，必ず普及するわけではないように

（Rogers, 2003），優れた新しい社会サービスだからといって，自然と介護組織に定着すると

は限らないといえる。 

イノベーションは「経済効果をもたらす革新」と定義され（武石・青島・軽部, 2012），イ

ノベーション研究は，主にイノベーションの発生と普及，進化のプロセスを問題としてきた。

具体的な研究の問いとして，イノベーションはどのように発生するのか（小川, 2000; 武石・

青島・武石, 2012），イノベーションはどのように普及するのか（Rogers, 2003），イノベーシ

ョンはどのように進化していくのか（一橋大学イノベーション研究センター, 2001）という

点に焦点が当てられてきた。同様に，高齢者やその家族の QOL 改善など，社会課題の解決

を目的とした新しい社会サービスに関する研究においても，サービスの創出や開発，普及が

問題とされた（Lawrence, Dover, & Gallagher, 2014; Mulgan, 2006; Shier et al., 2019）。たしか

に，イノベーションを生み出すことは，経済発展や社会変革を実現していくために重要なこ

とであり，普及はイノベーションのインパクトを広げ，社会課題を解決するために必要不可

欠な視点であると考えられる。しかし，企業や NPO が採用したイノベーションを日常的に

活用する，すなわち定着させていくことができなければ，経済の活性化や社会課題の解決と

いったイノベーションの効果は得られないのではないかと思われる。このような，企業や

NPO が採用したイノベーションを定着させるというメカニズムについては，従来のイノベ

ーション研究ではほとんど問題とされてこなかった視点であるといえる。 

Murray, Caulier-Grice & Mulgan（2010）は，新しい社会サービスのプロセスについて，定

着段階に着目することが重要であると指摘した。彼らの研究は，Mulgan（2006）が示した新

しい社会サービスの創出と普及に焦点を当てた 4 段階モデルを 6 段階モデルへと発展させ

たものである。Murray et al.（2010）は，新しい社会サービスの供給企業と個人の顧客あるい

はスタッフとの間に形成された信頼や知識などの関係的資本（relational capital）が，定着要

因になることを，いくつかの事例を用いて紹介している。この研究の斬新な点は，従来の研
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究では問題とされてこなかった定着段階に着目した点にあり，この点が評価された。しかし，

採用されたサービスがどのように定着していくのかという定着メカニズムについて解明し

ているわけではない。また，B2B という観点で，企業や NPO に採用された新しい社会サー

ビスが定着していくメカニズムに関する実証研究も進んでいない。それゆえ，新しい社会サ

ービスの定着が政策や実務において問題となっている中，新しい社会サービス・プロセスの

理論化へ向けて定着メカニズムを実証的に解明していくことは，学術的な意義のある試み

であると思われる。 

マーケティング研究を参考にすれば，フェラーリなどの高級ブランドが持つファンクラ

ブ（Atwal & Williams, 2009）のような顧客のコミュニティや消費者の一部が製品・サービス

のイノベーションに関与するユーザーコミュニティ（小川, 2013）が，定着や普及のドライ

バーになるといわれている。フェラーリは，所有者が集うフェラーリ・オーナーズクラブ・

ジャパン2というフェラーリ社公認のユーザーコミュニティを持ち，玩具メーカーのレゴ社

には，レゴブロックのユーザー（愛好家）がレゴ製品の研究開発に取り組むユーザーイノベ

ーションのコミュニティがある。マーケティング研究では，このようなコミュニティを「社

交，支援，情報，集団への帰属意識，社会の中でのアイデンティティを提供する人と人との

つながりのネットワーク」と定義している（小川, 2013，p.90）。新しい社会サービスもまた，

社会課題に直面している当事者のアイデアが反映されて，サービスが開発されるユーザー

イノベーションが重要になるのではないかと考える研究がある（Lawrence et al., 2014）。こ

のような新しい社会サービスの文脈においても，ユーザーコミュニティがサービスの定着

や普及にポジティブな影響を及ぼすことは確かであろう。新しい社会サービスの定着につ

いて考える際には，Murray et al.（2010）が指摘したサービスの供給企業と個人の顧客ある

いはスタッフとの関係性も重要になるであろうが，それ以上に，同様のサービスを採用して

実施している顧客が参加するコミュニティ，すなわち，本研究でいえば，介護組織が他の介

護組織と交流することができるユーザーコミュニティの効果について，介護組織間におけ

る関係性の質と知識移転という組織論的な観点から検討することが必要になると思われる。 

 

 

 

2 フェラーリ・オーナーズクラブ・ジャパンは，2014 年に設立され，会員数は 550 名である。ウェブサイト＜

https://ferrariownersclub.jp/＞を参照した（アクセス日 2020 年 7 月 20 日）。 

https://ferrariownersclub.jp/
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1.3 ユーザーコミュニティにおける知識移転と新しい社会サービス定着への効果 

ある新しい社会サービスのユーザーコミュニティを通じて，同様のサービスを実施して

いる介護組織同士が出会い，交流し，サービスに関する問題解決や品質改善に必要となるノ

ウハウや情報を相互に移転することができれば，介護組織はサービス実施を通じて利用者

の QOL 改善などの効果を生み出し，サービスの価値を認識することができるのではないか

と思われる。介護産業では，従来から介護組織が保険サービスで縦割りに区切られた事業者

団体に参加することで，他の介護組織と保険サービスについて学習する機会はあった。しか

し，ここでの学習は，ノウハウよりも介護に関する情報の習得という意味合いが強いのでは

ないだろうか。つまり，介護産業においては，介護組織が他の介護組織とサービス実施に関

するノウハウなどの知識を共有したり，移転したりした経験をほとんど持ち合わせていな

いのではないかと思われる。介護組織にはこのような文化があると考えられる中，新しい社

会サービスに関しては，同様のサービスを試行錯誤しながら実施している介護組織同士で

学習する機会がなければ，介護組織が単独で得た経験からのノウハウや情報だけで長期的

に効果を生み出し続けなければならないことになり，解決できない問題やサービス実施の

マンネリ化に直面した場合に，サービスを定着させていくことは難しくなるのではないだ

ろうか。 

介護産業は，企業と NPO が共存するため，非営利セクターとは言い難いが，NPO という

観点に焦点を当てると，従来，NPO は政府や他の NPO と戦略的に相互依存することを目的

として，組織間ネットワークに参加すると考えられてきた（Galaskiewicz, 1985; Oliver, 1990）。

この考え方は，資源依存論（Pfeffer & Salancik, 1978）にもとづくもので，保有する経営資源

が乏しい NPO にとって，組織間ネットワークに参加して必要な資源にアクセスすることは，

組織の生存に大きく関わる。この資源依存の見方は，自動車産業におけるアセンブラーとサ

プライヤー関係や製薬企業間の戦略的アライアンスなど，企業間関係を説明する際にも用

いられてきた（Barringer & Harrison, 2000; Hillman, Withers, & Collins, 2009; Selsky & Parker, 

2005）。介護組織の場合，企業であろうと NPO であろうと，経営資源が乏しい場合が多いた

め，いかに他の介護組織とネットワークを構築するかという点は，戦略的なイシューに位置

づける必要があると考えられる。しかし，NPO にせよ，新しい社会サービスにせよ，介護

組織間でネットワークを構築し，そこでの知識移転のメカニズムや知識移転の効果につい

て検討した研究はほとんど見られない。 

知識移転は，組織学習のサブプロセスの 1 つに位置づけられ，知識移転のプロセスと効果
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についての研究が蓄積されてきた（Argote, 2011）。組織学習とは，経験の機能として生じる

組織行動の変化である（Fiol & Lyles, 1985）。この組織学習のサブプロセスが，知識の創造，

維持，移転であり，この中でも知識維持と移転に関する研究が注目されてきた（Argote, 2011）。

知識移転に関する研究は，移転に影響を及ぼす要因についての研究や，知識移転が生じるメ

カニズムに関する研究が多い。前者は，知識移転を阻害する知識の粘着性についての問題と

も関連し（Szulanski, 1996），知識移転に影響を及ぼす認知的な要因だけではなく，感情的な

要因（Levin, Kurtzberg, Phillips, & Lount, 2010）も注目されるようになった。後者は，知識移

転が生じるメカニズムとして社会ネットワーク（Hansen, 1999; Reagans & McEvily, 2003）や

アライアンス（Gulati, 1999）などが検討されてきた。 

新しい社会サービスに関する介護組織間の知識移転は，ユーザーコミュニティがあるか

らこそ実現するものであると考えることができるが，ユーザーコミュニティが形成される

と，知識移転が促進されるかというとそういうことでもないであろう。知識移転には，社会

ネットワークや信頼といったソーシャル・キャピタル（社会関係資本）が影響し，組織間の

紐帯の強さや信頼などの関係性の質によって，移転されるノウハウや情報が異なることが

考えられる。マーケティング研究で用いられるユーザーコミュニティには，このような関係

性の質や知識移転が及ぼす効果という観点は取り入れられていない。そのため，組織論的な

観点からアプローチすることによって，ユーザーコミュニティが及ぼす新しい社会サービ

ス定着への効果を示すことができるものと思われる。すなわち，ユーザーコミュニティには

複数の組織セットがあり，組織セットが持つ組織間ネットワークの構造形態の違いが，ネッ

トワークに埋め込まれた組織間の関係性の質に影響を及ぼし，関係性の質が異なれば，移転

されるノウハウや情報，その効果が異なると思われるため，新しい社会サービスの定着状況

も異なることが考えられる。このように，組織間ネットワークにおける関係性の質が，知識

移転を促進し，ネットワークに参加している組織のパフォーマンスを高めるなどの成果に

影響を及ぼすことに着目する場合には，トランザクティブ・メモリー・システム（TMS: 

Transactive Memory System）の概念を用いることで，そのプロセスが明確になると思われる。 

TMS とは，異なる領域についての知識をコード化し，蓄積し，検索するために関係性を

発展させるための共有システムであり（Hollingshead, 1998），主にチームや集団を対象とし

て用いられる概念である。本研究では，ユーザーコミュニティにおけるそれぞれの組織セッ

トが持つネットワークをそれぞれの介護組織を代表する境界連結者間の集団であると考え

れば，TMS の概念を用いることができるであろう。境界連結者同士のコミュニケーション
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を通じて，誰が新しい社会サービスに関するどのような専門性を持っているのかという記

憶が集団に蓄積されていけば，ある介護組織が抱える問題を解決するためのノウハウや情

報を持つ介護組織の境界連結者とコミュニケーションすることで，そのノウハウや情報は

移転されると考えられる。仮に，介護現場での経験を通じて習得した個々の文脈に密着した

ノウハウであったとしても，境界連結者間の信頼を基盤とした深いコミュニケーションが

実現することで，そのノウハウは移転され，問題解決につながるのではないだろうか。その

結果，介護組織は，サービス実施を通じて利用者の QOL 改善などの効果を認識することが

でき，長期的にそのサービスを日常介護に組み入れて定着していくことが考えられる。つま

り，ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つネットワークに TMS が形成されるこ

とにより，TMS が形成されない場合と比較して，ノウハウや情報が介護組織の境界連結者

間で移転しやすくなるのではないかと思われる。 

 

2. 研究の問い 

本研究は，認知症高齢者の介護に関する社会課題で，介護を必要とする認知症高齢者とそ

の家族の QOL を改善するために企業が開発した新しい社会サービスの定着に焦点を当てる。

OECD の Health Statics 2019 によると3，日本の認知症有病率は，人口 1,000 人につき 25 人と

世界で最も高く，認知症ケアのあり方は多岐にわたっている。例えば，薬を使った医学的ア

プローチは，アリセプト®などの服用が考えられるが，認知症高齢者が薬を服用することに

よって認知症の進行を遅らせることはできても，劇的な改善が見込めるというものではな

い。すなわち，医学的に見ても，認知症の治療は難しく，介護という観点での長期的なケア

が必要になるということである。 

厚生労働省は，内閣府や経済産業省などと共同して，認知症高齢者の意思が尊重される地

域づくりに取り組んでいる。具体的に，オレンジリングなど，認知症への理解を深めるため

の啓発活動の推進や，認知症の症状に合わせた医療・介護サービスの提供，認知症に関連し

た製品・サービスの研究開発およびその成果の普及・推進などが挙げられる。政策に依存し

て，政策に期待するだけでは社会課題の解決は難しいように，これらの取り組みが，社会に

劇的な変化をもたらすことは難しいと思われる。また，認知症高齢者を抱える家族の負担は

 

3 OECD（2019）「図表でみる医療 2019」OECD のウェブサイト＜https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-JA.pdf

＞にもとづく（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）。 

https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-JA.pdf＞にもとづく（アクセス日2020年3月31
https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-JA.pdf＞にもとづく（アクセス日2020年3月31
https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-JA.pdf＞にもとづく（アクセス日2020年3月31
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大きく，それぞれの家庭の事情を反映したニーズに応えていく必要がある。このようなニー

ズにきめ細かく対応して，個別具体的なサービスを提供していくことができるのは介護組

織であり，介護組織を主体として社会課題へアプローチしていくことも重要な視点になる

と考えられる。 

異なる産業から介護産業へ参入し，新しい社会サービスを開発する企業も増えてきたが，

新しい社会サービスを採用して実施し，直接的に認知症高齢者やその家族の QOL を改善し

ていくのは，介護組織である。介護組織は，保険サービスを効果的に実施していくノウハウ

や情報は保有していても，新しい社会サービスの実施に関する経験やノウハウは少ない。ま

た，介護組織は，採用した新しい社会サービスをいつでも中断することができる環境にある。

そのため，ユーザーコミュニティを通じて，これまで交流する機会がなかった介護組織同士

で助け合う関係を構築し，新しい社会サービスに関するノウハウや情報を蓄積しながら，相

互に移転していくことが重要であり，この視点が新しい社会サービスの介護組織への定着

メカニズムの鍵になると思われる。 

本研究は，認知症高齢者やその家族の QOL を改善するために企業が開発した新しい社会

サービスの介護組織への定着メカニズムを解明するために，次の問いを立てた。 

 

ユーザーコミュニティにおいて，介護組織がどのような構造形態のネットワークに参加し

ていると，新しい社会サービスは介護組織に定着する傾向にあるのか。 

 

従来，介護を対象とする経済学や政策研究は，マクロな視点で介護保険制度の設計や改善，

保険サービス提供の効率性など，政策立案を中心として議論してきた。福祉研究は，主にミ

クロな視点でケアの方法論について議論することが多い。介護組織による認知症高齢者へ

のケアのあり方に関しては，どのように対応するのが効果的なのか，ベストプラクティスは

見つかっていない。もちろん，介護を対象とする研究においては，これらの視点も重要であ

る。しかし，介護保険制度など，構築されたシステムをいかに効率的に機能させ，制度では

対応することができないニーズをいかに満たしていくか，企業や NPO などの介護組織が主

体となって，新しい社会サービスに関する問題の解決や品質改善をどのように実現してい

くかという組織能力や組織間関係における関係性の質，知識に関わる問題などは，経営学か

らアプローチしなければ解くことができない問題であると思われる。 

本研究は，新しい社会サービスの介護組織への定着メカニズムについて，妥当な論理につ
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いて説明し，計量的に解明していく。その中で，介護組織が保険サービスと新しい社会サー

ビスを組み合わせて，介護を必要とする高齢者やその家族へ質の高い介護サービスを提供

していくことができるような新しい社会サービス・エコシステムの構築・発展に必要なマネ

ジメントに関しても，経営学的な観点から実務に関わる貢献について提案することを目指

す。 

 

3. 各章の構成 

本研究は，本章の第 2 節で示した研究の問いに対する解を明らかにするために，全 8 章

から構成されている。第 2 章以降の構成は，次のとおりである。 

まず，第 2 章は，新しい社会サービスを採用して実施している介護組織を「顧客」という

概念を用いて捉え直し，サービスを開発して供給している主体である供給企業と顧客との

関係ではなく，顧客間の関係に着目することが，学術的にどのような意義を持つのかについ

て説明する。また，新しい社会サービスが重視されるようになった社会的背景として，アメ

リカの新自由主義政策や 1990 年代に日本で導入されたニュー・パブリック・マネジメント

が挙げられることについて説明する。さらに，新しい社会サービスの定着という問題は，サ

ービス経営学やマーケティング研究において再購買という観点からアプローチすることが

できると思われるが，組織論から定着メカニズムについて検討することで，サービス経営学

やマーケティング研究では紐解くことができない問題に取り組むことができるのではない

かということを示す。 

次に，第 3 章は，新しい社会サービスの定着について説明することが可能であると考えら

れる理論として，資源ベース理論，資源依存論，新制度派組織論，社会ネットワーク論を挙

げ，社会ネットワーク論からアプローチすることの妥当性について説明する。そのうえで，

新しい社会サービスを採用して実施している介護組織（第 2 章以降では，「顧客」とする）

が参加している組織間ネットワークの構造形態によって，新しい社会サービスの定着状況

に違いが生じることを，組織間関係論および社会ネットワーク論の先行研究とRogers（2003）

が示したイノベーションの普及ネットワークをもとに検討する。 

第 4 章は，新しい社会サービスを採用して実施している介護組織，すなわち顧客同士のネ

ットワークが新しい社会サービスの定着にポジティブな影響を及ぼすことについて理論的

に説明する妥当な論理の 1 つとして，組織間の信頼と知識移転が考えられることを検討し，

本研究の分析枠組みと本研究で検証する仮説を導出する。具体的に，顧客ネットワークにお
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いて，顧客間で新しい社会サービスに関するノウハウを蓄積していく TMS が形成されると，

知識移転が促進されるが，TMS の形成には，顧客間で信頼関係が形成される必要があるこ

とを説明する。また，ノウハウのような文脈に密着した知識の移転には，粘着性の問題があ

り，この問題を克服しなければ，介護現場に密着したノウハウの移転は難しく，知識移転を

通じた成果を生み出すことは難しいことについても説明する。 

第 5 章は，本研究におけるリサーチ・コンテクストについて説明する。具体的に，介護産

業の特徴を説明し，保険サービスと新しい社会サービスの違いについて，実際のサービス事

例を用いて詳細に説明する。また，本研究は，新しい社会サービスの対象事例として，認知

症の予防・改善を目的とした保険外サービスの「学習療法」を取り上げるが，介護組織での

学習療法の実施事例を含め，学習療法の特徴について説明する。 

第 6 章は，学習療法のユーザーコミュニティにおける組織セットである，研修会，X 研究

会，Z 研究会の事例について，リサーチ・コンテクストとして説明する。具体的には，顧客

が，研修会だけではなく，X 研究会あるいは Z 研究会にも参加している場合には，勉強会や

懇親会でのコミュニケーションを通じて顧客間で信頼関係をもとに TMS が形成される。顧

客は，TMS を通じて介護現場に密着した学習療法のノウハウを移転し，それをもとに，学

習療法に関する問題の解決や品質改善が可能となるため，X 研究会あるいは Z 研究会に参

加している顧客は，学習療法を実施することで生み出される効果を認識することができ，学

習療法を定着する傾向にあることを説明する。X 研究会と Z 研究会の違いは，次のとおり

である。X 研究会は，ネットワークの規模が大きく，学習療法の問題解決と品質改善を目的

とした勉強会がメインである。一方，Z 研究会は，ネットワークの規模が X 研究会よりも小

さく，学習療法の問題解決と品質改善を目的とした勉強会だけではなく，参加している顧客

間の関係性の質を高める懇親会も開催されている。また，地域住民向けのイベントを 1 年に

一度企画し，イベントの実施へ向けて，顧客同士で自主的に協力関係をつくり出している。

つまり，Z 研究会は，凝集的なネットワーク構造になっている。研修会は，学習療法の供給

企業が主催者となって顧客へ学習療法の実施に必要な情報を提供することを主な目的とし

たネットワークである。このように，顧客ネットワークの構造形態が異なることによって，

顧客間で形成される信頼のタイプや TMS が異なるため，知識移転による新しい社会サービ

ス定着への効果も異なることが説明される。 

第 7 章は，第 6 章のリサーチ・コンテクストにおいて発見された，顧客ネットワークの構

造形態の違いによって学習療法の定着状況が異なることを，学習療法の定着を表す経時的
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データを用いた生存時間解析によって，計量的に明らかにする。具体的に，研修会のみに参

加している顧客と，X 研究会あるいは Z 研究会に参加している顧客の学習療法の定着率を

比較して，後者のほうが，学習療法の定着率が有意に高いことが示される。 

第 8 章は，第 7 章における計量分析の結果について考察し，仮説検証結果が意味するこ

とを説明する。そのうえで，新しい社会サービスの定着メカニズムに関する理論的示唆につ

いて説明する。また，本研究の成果は，介護組織が保険サービスと新しい社会サービスを組

み合わせて，介護を必要とする高齢者やその家族へ介護サービスを提供する新しい社会サ

ービス・エコシステムの構築と発展について実務に関わる貢献を提示することができるも

のと考え，本研究の成果がどのように実務に関わる貢献につながるのかについて説明する。

最後に，本研究の限界について触れ，新しい社会サービスの定着メカニズムに関する今後の

課題について説明する。 
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第 2章 新しい社会サービスの定着と顧客間の知識移転 

 

1. 新しい社会サービスとは何か 

1.1 イノベーションされた社会サービス 

新しく市場に参入してきた企業が開発した，医療や介護，福祉に関する社会課題を解決す

るためのイノベーションされた社会サービスは，企業や NPO の介護組織が採用して日常的

に実施している状態へと定着していくことは難しい。Rogers（2003）も，イノベーションが

高い確率で中断され，定着しにくいことを指摘した。本研究は，企業によって開発された新

しい社会サービスが，それを提供する顧客（介護組織）に採用された場合に，顧客に定着し

にくいという問題を扱う。Murray, Caulier-Grice & Mulgan（2010）は，従来，創出や採用，

普及が問題とされてきたイノベーションされた社会サービスのプロセスを見直して，定着

段階に着目したが，その後，定着のメカニズムを解明する研究は進んでいない。 

社会サービスは，医療・介護，福祉サービスであり，行政だけではなく，民間サービスも

視野に入れた多様なサービスが含まれる（宮島・西村・京極, 2010）1。社会サービスは，企

業や NPO など，組織の形態に関係なく，サービスを利用者へ提供することができる。この

例として，医療や介護保険制度のもとで，病院組織や介護組織が公平・公正に提供している

公的保険サービス（以下，保険サービス）が挙げられる。保険サービスは，認知症高齢者の

増加のように，社会課題から生じた多様化する介護ニーズへの対応や介護保険制度を運営

する財政基盤の弱体化など，解決すべき多くの問題を抱えている。行政機関が，新しい保険

サービスを開発することによってこれらの問題を解決することは，技術的にも，財政的にも

容易なことではなく，実現可能性は低い。そこで，保険サービスを補完して，社会課題を解

決するなどの効果や価値を生み出すサービスとして期待されているのが，公的保険外サー

ビス（以下，保険外サービス）であり，イノベーションされた社会サービスである。本研究

では，このようなサービスを「新しい社会サービス」とする。 

新しい社会サービスは，介護を必要とする高齢者やその家族，患者の QOL を改善するこ

とが目的とされ，新しい社会サービスが増えることによって，サービス利用者は多様な選択

肢の中から必要なサービスを自ら選択することができるようになる（Shier, Handy, & 

 

1 日本学術会議（2000）「社会サービスに関する研究・教育の推進について（社会福祉・社会保障研究連絡委員会報

告）」＜http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/17htm/1751z.html＞を参考にした（アクセス日 2018 年 10 月 23 日）。 

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/17htm/1751z.html＞を参考にした（アクセス日2018年10月23
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Jennings, 2019）。経済産業省の公表資料によると2，新しい社会サービスの産業群とされるヘ

ルスケア産業の市場規模は，2025 年に約 33 兆円になると推計されている。この内訳は，健

康維持・増進に関するサービスが約 12.5 兆円，患者や要介護者に関するサービスが約 20.6

兆円である。 

新しい社会サービスは，企業だけではなく，NPO においても採用して実施することによ

って組織パフォーマンスを高めていく 1 つの手段となりうる。医療や介護，福祉分野におけ

る組織パフォーマンスは，目標や効率性の達成，資源獲得，環境適応，サービス品質などが

尺度とされる（Callen, Klein, & Tinkelman, 2010; Liu & Reingold, 2009; Packard, 2010; 若林・斎

藤・中村, 1989）。本研究は，マーケティングや組織論において，多くの研究が分析対象とし

てきた B2C（Business to Customer）ではなく，B2B（Business to Business）の新しい社会サー

ビスに焦点を当てる。B2C の医療や介護，福祉サービスで考えると，病院組織や介護組織と

その利用者との間には，情報の非対称性やスイッチングコストの高さなどの問題が発生す

る。これらの問題は，B2B においても生じることであると考えられる。しかし，B2B の場合

には，供給企業と顧客との取引において長期的で密度の高い関係性が購買意思決定に影響

することや，産業財においては問題が発生した際に個別の解決策が提示できるなど（Kotler 

& Pfoertsch, 2006），関係性の質が重要になるという B2B 特有の問題があると思われる。す

なわち，B2B の場合には，B2C とは異なる論理で，新しい社会サービスは介護組織に定着

していくことが考えられる。また，B2B のサービスを対象とした研究も少ない現状にある。 

本研究では，新しい社会サービスを開発して供給している企業を，サービスの「供給企業」，

サービスを採用して実施している介護組織を，「顧客」という捉え方をする。新しい社会サ

ービスの供給企業や顧客が増え，多くの顧客がサービスを定着していくことによって，新し

い社会サービスのエコシステム（Slimane & Lamine, 2017）が地域に構築されるようになる

と考えられる。その結果，介護を必要とする高齢者やその家族は，QOL を改善するための

質の高い介護サービスを受けることができるようになり，介護に関する社会課題は少しず

つ解決されていくのではないかと思われる。 

 

 

2  次世代ヘルスケア産業協議会（ 2018 ）「次世代ヘルスケア産業協議会の今後の方向性について」＜

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/007_02_00.pdf＞を参考にした（アクセス

日 2020 年 3 月 31 日）。 

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/007_02_00.pdf
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1.2 サービス経営学から見た新しい社会サービス 

サービス経営学において，サービスは，コア・サービスと付加サービスの 2 つのタイプに

分けることができる（Grönroos, 2007a）。付加サービスは，優先順位が低いものとして位置

づけられることが多いが，向上サービスともいわれ，コア・サービスの品質改善や競合サー

ビスとの区別など，競争手段となりうるサービスである。介護組織で考えると，コア・サー

ビスが保険サービスにあたり，付加サービスは保険外サービス，すなわち新しい社会サービ

スとなる。顧客が，新しい社会サービスの品質を改善していくことによって，保険サービス

の品質も改善され，介護サービス全体の質が高まることで，サービスの利用者である高齢者

やその家族の QOL は改善されることが考えられる。 

サービスは，顧客がサービス・プロセスに参加して，サービスの品質を認識し，サービス

の価値を見出したときに生産されるものと考えられている（Grönroos, 2007a; Grönroos, 

2007b）。また，顧客によるサービスの消費は，サービス・プロセスの中で同時に行われてい

る。サービス経営は，サービスの供給企業や提供者が，そのサービスの顧客あるいは利用者

との相互作用と経験の中でサービスの価値がつくり上げられると考え，供給企業と顧客と

の関係性構築を重視する（伊藤・高室, 2010）。 

経済学の交換概念をもとにした伝統的なマーケティングは，取引マーケティングであり，

製品・サービスと金銭との交換を基盤とした取引による価値創造が，マーケティングの本質

であると考えられてきた（Grönroos, 2007a; 水越・藤田, 2013）。この考え方によると，顧客

にとっての価値は，製品やサービスそのものの中にあるとされ（Grönroos, 2007a），NPO の

マーケティング研究は，主に交換概念にもとづいて展開されてきた（水越・藤田, 2013）。こ

の交換概念にもとづく取引マーケティングは，新規の顧客獲得や購入促進に焦点が当てら

れる傾向にある（Grönroos, 2007a）。 

一方で，サービスの供給企業が，顧客との相互作用を通じた関係性の構築に価値を置くマ

ーケティングの考え方がある。それが，関係性マーケティングである。グルンルースをはじ

めとするマーケティングのノルディック学派は，この立場を強調している。サービス経営学

やサービス・マーケティングもまた，この考え方を重視していると考えられる。関係性マー

ケティングは，サービスの供給企業あるいはサービス提供者と顧客あるいはサービス利用

者との間で価値を共創することが重視される（Grönroos, 2007a; Grönroos, 2007b）。新規顧客

の獲得も重要ではあるが，サービスの供給企業は，既存顧客との関係を長期的に維持するこ

とで便益を得ることがより重要であると認識する。サービスの供給企業と顧客との関係性
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という観点で，供給企業による顧客へのアドバイスや個別対応，情報提供，そのほか顧客の

価値を向上させるサービスは，付加サービスであり，コア・サービスと合わせて，供給企業

の競争力となる（Grönroos, 2007a）。関係性マーケティングの視点に立てば，B2B の新しい

社会サービスは，供給企業と顧客との関係性の中で，保険サービスの改善につながるような

顧客にとってのサービス価値をつくり上げていくことになる。 

 

2. 新しい社会サービスに着目する背景 

2.1 新しい社会サービス・プロセスの 6段階モデル 

新しい社会サービスに関する研究は，主にプロセスに焦点が当てられ，創出と普及が問題

とされてきた。この代表的な研究の 1 つが，Mulgan（2006）の 4 段階モデルであり，図 2-1

のとおりである。第 1 段階は，社会課題に直面している人々が持つ，既存のサービスでは満

たすことができないニーズに対応したアイデアの生成，第 2 段階がそのアイデアをもとに

した新しい社会サービスの開発で，第 1 段階と第 2 段階を合わせると，新しい社会サービ

スの創出プロセスと考えることができる。第 3 段階は，開発された新しい社会サービスの評

価，普及・拡大で，第 4 段階が新しい社会サービスを変革していくための学習と適応であ

る。新しい社会サービスは，常に変革していかなければ社会課題を解決していくことは難し

いとされ，学習や状況への適応が必要になると考えられている。この第 3 段階と第 4 段階

は，新しい社会サービスの普及プロセスであると見なすことができる。 

Murray et al.（2010）は，Mulgan（2006）の 4 段階モデルを，6 段階モデルへと発展させ

た。Murray et al.（2010）と Mulgan（2006）の大きな違いは，図 2-2 のとおり，新しい社会

サービスのプロセスをより詳細に表し，定着段階が重要であることを指摘した点にある。こ

こで，定着，採用，普及の違いを明確にするために，Rogers（2003）を参考にして，採用と

普及の定義を整理し，定着の定義について説明する。採用とは，顧客がイノベーションを全

面的に利用するという意思決定であり，普及は，イノベーションがコミュニケーション・チ

ャネルを通じて，時間の経過とともに社会システムの成員である潜在的な顧客へと伝達さ

れるプロセスと定義されている（Rogers, 2003）。すなわち，採用は，顧客がサービスを実施

し始める前段階の局面であり，普及は，サービスが潜在的な顧客へ認知されていくプロセス

であると考えることができる。定着は，Murray et al.（2010）の定義にもとづき，顧客が新し

い社会サービスを採用し，日常的に実施している状態にあることを本研究では表している。

Murray et al.（2010）の 6 段階モデルは，第 1 段階が特定の社会課題が発生する原因の検討，
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第 2 段階が Mulgan（2010）の第 1 段階にあたるアイデアの生成，第 3 段階はアイデアをも

とにした試行錯誤を繰り返しながらのサービスの開発，第 4 段階は開発されたサービスの

定着，第 5 段階はサービスの普及・拡大，第 6 段階はシステムの変革であり，新しい社会サ

ービスが目指すべきゴールの 1 つと考えられている。Mulgan（2006）のモデルも同様である

が，これらのプロセスは，必ずしも直線的にステップアップしていくとは限らず，相互に作

用し合いながら進んでいくと考えられている。 

Murray et al.（2010）は，定着を促進する要因として，新しい社会サービスの供給企業と顧

客あるいはスタッフとの間に形成された信頼や知識などの関係的資本（relational capital）の

質を挙げた。しかし，彼らの研究は，いくつかの事例を挙げて現象を説明することにとどま

り，定着のメカニズムを実証的に示してはいない。また，彼らの研究のあとに，新しい社会

サービスの定着メカニズムを解明する研究が進んでいるとは言い難い。本研究が対象とす

る新しい社会サービスは，介護組織すなわち顧客に定着しにくいという現状があり，いかに

サービスを顧客に定着させていくかが実務に関わる問題となっている。この点が，理論と実

務に関わる問題との大きなギャップであり，本研究において定着メカニズムを解明してい

く学術的な意義であるといえる。 

 

 

図 2-1 Mulgan（2006）の 4 段階モデル 

出所）Mulgan（2006）を参考に筆者作成。 

 

 

図 2-2 Murray, Caulier-Grice & Mulgan（2010）の 6 段階モデル 

出所）Murray, Caulier-Grice & Mulgan（2010）を参考に筆者作成。 
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2.2 ニュー・パブリック・マネジメントと新しい社会サービス 

米国の非営利組織論では，非営利セクターは，伝統的に寄付モデルによる慈善事業として

表されてきたが，NPO は，競争環境の中で，製品・サービスを提供して利益を獲得しなが

ら組織を運営していくモデルへと変化してきた（Anheier, 2014; Brown, 2018; Maier, Meyer, & 

Steinbereithner, 2016; Packard, 2010; Tucker & Sommerfeld, 2006; Worth, 2017）。このような NPO

の新潮流は，1980 年代の新自由主義政策以降のことである。従来の NPO は，ミッションが

重視され，利他主義をモチベーションとして，経営資源を政府に依存しながら，慈善事業と

して社会サービスを提供してきた（Almog-Bar & Schmid, 2014; Selsky & Parker, 2005; Worth, 

2017）。米国の社会サービス産業は，NPO が圧倒的多数を占めていたが，企業が市場へ参入

し，NPO と同様に社会サービスの担い手となったことで，NPO は企業と社会サービスの提

供において競争するようになった（Tucker & Sommerfeld, 2006）。また，企業が社会課題の解

決に取り組むようにもなった（Selsky & Parker, 2005）。非営利組織論には，NPO を社会的な

機関（social institution）としてみる視点と，社会的な目的を持ちながらもビジネスを重視す

る社会的企業（social enterprise）としてみる視点がある（Worth, 2017）。米国の非営利セクタ

ーでは，後者において，経営学的視点を取り入れた NPO の能力構築や戦略的マネジメント，

パフォーマンス・マネジメントなどが必要になると考えられている。具体的に，高齢者問題

などのように解決が困難な問題が増え，米国の NPO の経営者は，ミッションと戦略を統合

する能力やステークホルダーとの複雑な関係をマネジメントする能力，社会的なミッショ

ンと収益性を測定する方法の開発などが求められるようになった（Worth, 2017）。 

1990 年代後半，日本が導入したニュー・パブリック・マネジメント（NPM）は，このよ

うな新自由主義政策の流れとも関連すると思われる。NPM は，1990 年代半ばに，イギリス

やニュージーランド，オーストラリアで始まり，その後，オランダやドイツなどへと波及し

て，世界的な潮流となった（岡田, 2004; 大住, 1999）。NPM が導入されてからは，社会サー

ビスの担い手が公的組織や NPO だけではなく，企業へと規制緩和が進み，社会サービスが

及ぼす効果についても，注目が集まるようになった（Liu & Reingold, 2009）。NPM とは，公

共部門に企業経営の手法を取り入れることで，サービスの質と効率性の向上を図る革新的

な行政の運営方法を表す（岡田, 2004）。NPM によって，規制緩和が大きく進んだ。NPM の

背景には，経済成長率の鈍化や財政赤字など，政府の失敗が挙げられ，日本が NPM を導入

した目的としては，高齢化に伴う行政サービスに対するニーズの増加や多様化がある（大住, 

1999）。日本が本格的に NPM を導入したのは，1990 年代後半以降であり，従来，公共部門
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が担ってきたサービスを，NPO や企業などの民間組織が担えるように規制緩和を促進した

ため（岡田, 2004），多様なアクター間で競争が生じるようになった。 

NPM の主な特徴は，次の 3 点である（大住, 1999）。1 点目は，経営資源を有効に活用し

た業績管理である。NPO が社会サービスを担う場合であっても，組織パフォーマンスが重

視されるようになった。2 点目は，市場メカニズムによる競争を基盤としたサービス品質や

効率性の追求である。サービスの質的な評価が難しいとされてきた介護サービスにおいて

も（福田・神成, 2017），介護保険制度が施行されたことによって，市場メカニズムが導入さ

れ，企業の市場参入が可能となった。その結果，サービス品質や効率性をいかに追求してい

くかが問題となっている。3 点目は，顧客志向への転換である。この特徴は，社会サービス

が及ぼす効果に対する評価とも関連するが，単にサービスを提供すればよいということで

はなく，顧客満足度など顧客の評価が重視されるようになった。日本の NPM は，イギリス

をモデルにしたものと考えられているが，それぞれの国で，政治風土や行政機関の文化など

が反映された独自性の高いシステムとなっている。 

新しい社会サービスは，このような NPM の潮流の中で生じた，行政では対応することが

できない多様化するニーズを満たすものであると思われる。規制緩和によって，新しい社会

サービスを開発する企業が増え，市場が活性化することは重要である。しかし，新しい社会

サービスは，どのように実施すればサービス利用者にポジティブな変化が見られるように

なるなどの効果が生み出されるのかというノウハウや情報がなければ，新しい社会サービ

スの発展は期待できない。従来，このような新しい社会サービスに関する知識共有や移転の

議論はほとんど取り上げられてこなかった。その結果，新しい社会サービスは定着しないと

いう問題が生じてきたのではないかと思われる。 

 

2.3 新しい社会サービス定着の難しさ 

本研究は，新しい社会サービスの中でも，介護の保険外サービスを研究対象とする。その

理由は，介護ビジネスの特殊性という観点から次の 3 点を挙げることができる。この 3 点

は，新しい社会サービスの定着が難しい要因にもつながっていると思われる。 

1 点目は，企業と NPO の両者にとって，ともに介護産業への参入障壁と撤退障壁が低い

ことである。介護の保険サービスは，市場のメカニズムが重視される一方で，完全な市場メ

カニズムではなく，サービス提供に関する許認可など，行政の権限が関与する特殊な社会サ

ービスと捉えられている（佐藤・久保・田尾・重田, 2013; 田中・栃本, 2011）。介護保険制度
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は，競争環境を通じて，サービスの品質と効率性を追求することが理念の 1 つとされてきた

が（角谷, 2016; 佐藤ほか, 2013），品質と効率性は，保険サービスの解決すべき問題となっ

ている。新しい社会サービスは，保険サービスの品質や効率性を補完する役割を担うものと

考えられ，異業種から多様な企業が市場に参入したことによって，新しい社会サービスの開

発は進んでいる。しかし，超高齢社会が抱える社会課題に対応したサービスは少なく，成功

事例も少ないといわれている3。また，介護組織は，介護産業の流行に合わせて，新しい社

会サービスを採用する傾向にあるともいわれている。例えば，体を動かすことが流行になれ

ば，多くの介護組織は，体操に関するサービスを採用し，脳科学が流行となって画期的な研

究成果が生み出されると，学習に関するサービスを採用する。これらのサービスを組み合わ

せて，高齢者やその家族の QOL を改善しようとする介護組織も見られるが，サービスを実

施する介護現場の負担が大きいことから，介護組織が長期的に実施することができる新し

い社会サービスは少ないと思われる。 

2 点目は，介護組織が新しい社会サービスを採用して実施する場合に，組織体制の再構築

が必要になることである。入所型の高齢者介護施設は，利用者にとって日常生活の場となる

ため，介護組織は，チームをつくり，24 時間 365 日体制で利用者に対応している（田中・

栃本, 2011）。医療は，治療の効果が目に見えやすく，治療期間をある程度予測することが可

能であるが，介護は，治療ではなくケアであり，介護が必要な期間を予測することは難しい。

このような中，介護従事者は，利用者のニーズに合わせて，個別具体的にカスタマイズした

サービスを実施するために，利用者と深く関わっていくことが重視される。多くの介護現場

は，人材の流動性が激しく，慢性的な人材不足に悩まされているが，介護従事者は，保険サ

ービスを中心とした日常業務に追われる中でも，利用者との関わりを大事にしている場合

が多い。介護組織が，新しい社会サービスを効果的に実施して成果を上げていくためには，

保険サービスをもとにつくり上げられた組織体制を，人材配置や利用者へ提供するサービ

ス・プログラムなどの観点から見直す必要が出てくる。このような負担は，新しい社会サー

ビスを採用して実施している顧客にとっては大きく，顧客が新しい社会サービスを定着す

ることは容易なことではないと思われる。 

 

3  次世代ヘルスケア産業協議会（ 2016）「アクションプラン 2016 の概要」経済産業省ウェブサイト＜

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/report_03_01.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年

3 月 31 日）。 

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/report_03_01.pdf＞を参照した（アクセス日2020年3月31
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/report_03_01.pdf＞を参照した（アクセス日2020年3月31
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/report_03_01.pdf＞を参照した（アクセス日2020年3月31


21 

 

3 点目は，保険サービスをコア事業として実施してきた顧客は，新しい社会サービスに関

して持っているノウハウや情報といった知識が乏しく，新しい社会サービスの価値を適切

に評価することが難しいということである。介護組織は，現場での経験を通じて，保険サー

ビスに関しては多くのノウハウや情報を蓄積している。しかし，新しい社会サービスは，保

険サービスと比較すると，経験や情報が少なく，まだ新しい社会サービスを採用していない

介護組織や採用したばかりの顧客は，サービスの内容を理解することができない場合や，誤

って理解することもある。また，顧客は，新しい社会サービスを，組織の独自性を強調する

ためのツールとして考え，サービスの品質や効果を適切に評価することができないことも

多い。新しい社会サービスには，ベストプラクティスがないともいわれ，顧客はどのように

実施すれば効果が出るのか，試行錯誤を繰り返しながら直面する問題を 1 つ 1 つ解決し，

実施していかなければならないという問題がある。このように，顧客は，新しい社会サービ

スを実施することで利用者にポジティブな変化をもたらすなどの効果を生み出すための知

識を自ら探索し，努力して実施し続けなければならないという点が，定着の難しさにつなが

っているとも考えられる。 

 

3. 顧客志向型のマーケティング研究 

3.1 顧客との関係性を重視したマーケティングの視点 

サービスの定着は，マーケティングの観点から考えると，顧客がサービスを再購買するこ

ととして捉えることができる。従来，マーケティングにおいて，顧客の購買プロセスは，顧

客が製品やサービスに対する自らのニーズを認知するところから始まると考えられてきた。

再購買も同様に，顧客は，実施しているサービスが効果的である，あるいは価値があると認

知すれば，そのサービスを使い続けると思われる。すなわち，サービスの顧客志向は，顧客

を継続的に再購買へと導くものであり（Grönroos, 2007a; Grönroos, 2007b），マーケティング

におけるサービスの定着論は，顧客志向の視点に立った認知メカニズムに着目したもので

あると考えることができる。具体的に，サービスの供給企業が顧客との相互作用を通じて長

期的な関係性を構築することやサービス品質の高さ（Grönroos, 2007a; Grönroos, 2007b），顧

客ロイヤルティの高さ（Grönroos, 2007a; 伊藤・高室, 2010），ブランド（Kotler & Pfoertsch, 

2006），顧客にとってのサービス利用のしやすさ（Grönroos, 2007a），低価格という観点が，

再購買を促進する要因として挙げられる。 

マーケティング研究では，いかに顧客ロイヤルティを高めるかという問題に対して，製品
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やサービスの供給企業が，顧客との一時的な取引関係で終わらせるのではなく，長期的な関

係性を構築することが重視されるようになった。製品やサービスの供給企業は，戦略的に顧

客ロイヤルティを高めることで，売上高成長率を伸ばしていくことができると考えられて

いる。このように，顧客ロイヤルティにつながるような供給企業と顧客との関係性を重視し

たマーケティングのあり方は，関係性マーケティングやカスタマー・リレーションシップ・

マネジメント（CRM: Customer Relationship Management）と呼ばれ，顧客志向型のマーケテ

ィングとして注目されている。関係性マーケティングは，関係性のネットワークにおけるイ

ンタラクションを基盤としたマーケティングであり（Gummesson, 2002），1990 年代に新し

いパラダイムとして注目されるようになると（Grönroos, 2007b），2000 年代以降は CRM の

概念へと発展していった。CRM は，Levitt（1983）が 1980 年代にその重要性を指摘してい

たが，関係性マーケティングの概念を基礎としたもので，関係性マーケティングの価値観お

よび戦略を，特に顧客とのリレーションシップを強調して，実務的に適用したものと定義さ

れている（Gummesson, 2002）。 

マーケティング理論は，B2C の消費財マーケティングを基礎として発展してきたといわ

れ，関係性マーケティングや CRM も，個人の顧客に焦点が当てられることが多い。CRM に

関する研究は，特にサービス・マーケティングの分野で展開されている（Gummesson, 2002）。

デジタル技術の進歩と普及によって，サービスの供給企業が顧客と直接つながることがで

きるようになった時代に，どのように顧客ロイヤルティを高めていくかという戦略は，理論

的にも，実務的にも，大きな問題になっている。Siggelkow & Terwiesch（2019）は，デジタ

ル技術を効果的に活用して，顧客と深く長期的な関係性を構築していくコネクテッド戦略

を提唱した。CRM に関するマーケティング研究によると，サービスの供給企業は，デジタ

ル技術を用いた CRM システムを介して顧客と長期的につながることで，組織パフォーマン

スを高めていくことができると考えられている。サービスの供給企業は，デジタル技術を駆

使して抽出した詳細な顧客情報をもとに，これまでの購買履歴などから顧客ニーズを予測

し，特定の顧客にカスタマイズしたサービスを提供することができるのである。例えば，サ

ブスクリプションサービスは，顧客が毎月定額のサービス料金を支払うことで，必要とする

サービスを際限なく利用することができるビジネスモデルである。Amazon プライムや

Netflix などの動画配信サービスは，顧客の視聴履歴から好みなどの傾向を割り出しておす

すめの動画を提案し続ける。顧客は，これらのサービスを都合に合わせて購入し，必要ない

と判断すれば，いつでもサービスを中断することができるという気楽さがある。サブスクリ
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プションサービスは，B2C だけではなく，B2B 向けもあり，CRM 戦略も B2C に限らず，

B2B においても同様の論理で対応している。 

CRM に関する研究の多くは，B2C を対象としたものであるが，介護サービスを文脈とし

た研究においても，介護組織におけるサービス従事者とサービス利用者という B2C の関係

に焦点が当てられてきた（宮垣, 2003）。B2B を対象とした研究は少なく，特に介護サービス

において，組織間の関係は，学術的にも，実務的にも，関心が示されてこなかったと思われ

る。B2C で考えると，介護組織に求められるのは，サービス従事者による利用者の個別ニー

ズにもとづくカスタマイズしたサービスの提供であり（宮垣, 2003; 佐藤ほか, 2013），介護

という対人サービスにおいてデジタルを活用した CRM という観点を取り入れることは難

しいであろう。また，新しい社会サービスの供給企業と顧客という B2B の関係性において

は，顧客がデジタルに柔軟に対応できない可能性が高く，マーケティングという観点での最

先端の CRM には限界があるとも考えられる。さらに，マーケティング研究では，供給企業

と顧客との関係性において，紐帯の強さや信頼のタイプといった関係性の質を考慮に入れ

た議論までは展開されていないと思われるため，関係性の質が新しい社会サービスの定着

にどのような効果を及ぼすのかという組織論の視点に立った定着メカニズムの解明は，新

たな見方を示すことができるものと考えられる。 

 

3.2 顧客が認識するサービスの価値 

新しい社会サービスの定着には，顧客がサービスを実施することでサービス利用者にポ

ジティブな変化が見られるようになるといった効果を生み出すことができるサービスの価

値を認識することが必要になると思われる。このサービス価値は，顧客がサービスを実施し

ているプロセスの中で形成されるため，サービスの供給企業は，顧客がサービスの価値を認

識していくことができるようにサポートすることが重要になると考えられている（Grönroos, 

2007a）。関係性マーケティングや CRM は，顧客にとってのサービス価値がサービスの供給

企業と顧客との相互作用を通じた長期的な関係性の中で創造されると考える（Grönroos, 

2007a）。顧客がサービスの供給企業との相互作用に価値を見出した場合に，関係性は発展す

るといわれ（Grönroos, 2007a），顧客ロイヤルティの形成につながる可能性がある。顧客ロ

イヤルティの観点から，サービス品質が改善されれば，顧客はサービスを再購買し，顧客ロ

イヤルティは高まっていく（Grönroos, 2007a; Hart & Johnson, 1999）。ここでのサービス品質

は，技術的品質のみではなく，機能的品質も含めた総合的なサービス品質（Grönroos, 2007b）
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であると考えられる。 

サービス価値は，サービス品質とも関連し，サービス品質が改善されて高いことは，サー

ビス価値につながると思われる。サービス品質は，組織パフォーマンスの尺度の 1 つであり

（Callen et al., 2010; Liu & Reingold, 2009; Packard, 2010; 若林ほか, 1989），介護組織が保険サ

ービスや新しい社会サービスの品質を改善することは，組織パフォーマンスが改善される

ことを意味する。介護組織は，競争環境の中で介護サービスの品質や効率性が重視されるよ

うになったため，サービス品質への意識は高まっていると思われる。Grönroos（2007a）は，

顧客がサービス品質を認識するということについて，サービスの供給企業の立場から検討

した。顧客は，サービスの供給企業との相互作用を通じて，サービス品質を認識し，そのサ

ービスの価値を評価する。顧客が認識するサービス品質には，2 つの側面がある（Grönroos, 

2007a; Grönroos, 2007b）。1 つは，技術的な側面であり，サービスに関する技術的な観点で競

合他社による模倣困難性が低い技術的品質を指す。もう 1 つは，機能的な競争力につながる

側面であり，サービス提供者と顧客とのサービス・プロセスにおける模倣困難性の高い機能

的品質である。新しい社会サービスは，顧客がサービスを実施することによって，高齢者や

その家族の QOL が改善するという機能的な側面が重視されるため，機能的品質の高さが，

サービス価値につながるといえる。このような機能的品質は，サービスの供給企業と顧客と

の相互作用を通じて認識されるため，顧客が新しい社会サービスを実施することを通じて

もたらされる効果を認識していくためには，供給企業との長期的な関係性が必要不可欠に

なるということである。 

たしかに，Murray et al.（2010）は，B2C の新しい社会サービスの定着に関して，サービ

スの供給企業と顧客との間に形成された信頼や知識などの関係的資本が重要になることを

指摘した。しかし，第 1 章でも述べたように，マーケティング研究では，フェラーリなど高

級ブランドのファンクラブ（Atwal & Williams, 2009）や，製品・サービスのファンがイノベ

ーションに関与するユーザーコミュニティ（小川, 2013）が，サービスの定着や普及のドラ

イバーになるといわれている。このようなコミュニティは，サービスの供給企業がほとんど

関与しないユーザー同士のつながりである。Grönroos（2007a）は，顧客がどのようにサービ

ス品質を認識したかということは，他の顧客の認識に影響を及ぼすと述べている。すなわち，

顧客同士のネットワークは，ある顧客によるサービス品質や価値に対する評価が，他の顧客

による評価に影響を与え，双方向的にサービスの価値を認識するということにつながると

考えられる。ファンクラブやユーザーコミュニティ，Grönroos（2007a）の議論は，個人の顧
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客を対象とした見方であって，B2B におけるユーザーコミュニティの研究は，ほとんど見

られない。B2B のユーザーコミュニティは，小川（2013）によるコミュニティの定義をもと

にすれば，「支援や情報，集団への帰属意識などを提供する顧客同士のネットワーク」と定

義することができる。ユーザーコミュニティにおいて，顧客同士で新しい社会サービスの品

質や価値を評価し，サービスに関する問題解決を図りながら，サービス品質を改善していく

ことができれば，サービスは顧客に定着していくのではないかと思われる。このように，

B2B のユーザーコミュニティに焦点を当て，新しい社会サービス定着への効果について検

討していこうとする視点は，経営学研究においても新しい視点であるといえる。 

 

4. 定着を促進する顧客ネットワークにおける知識移転 

4.1 ユーザーコミュニティの組織セットが持つ多様なネットワーク構造 

ユーザーコミュニティが，サービスの定着を促進するドライバーになりうるというマー

ケティング研究の成果は，企業と NPO が共存し，異業種からの市場参入が相次ぐ介護産業

において，顧客への新しい社会サービスの定着について説明する上で重要な視点となる。し

かし，上述してきたマーケティング研究においては，B2B サービスの定着という観点で 2 つ

の問題があり，この問題は，組織論的にアプローチすることによって解くことができると思

われる。1 点目は，顧客が参加するユーザーコミュニティの中には複数のネットワーク構造

を持つ組織セットがあり，その構造や参加者間の関係性の質によって，サービスの定着に及

ぼす効果は異なることが考えられるのではないかということである。2 点目は，マーケティ

ング研究におけるユーザーコミュニティは，個人の顧客という B2C を対象としたものであ

り，B2B サービスのユーザーコミュニティにおいては，定着を促進する効果自体は同じで

あっても，定着のメカニズムが異なる可能性があるのではないかと考えられることである。

そこで，本研究は，B2B のユーザーコミュニティを対象として，ある組織とそれに関連する

複数の組織との集合体を表す組織セット（Evan, 1966; 山倉, 1993），すなわちユーザーコミ

ュニティの部分集合が持つネットワーク構造に着目し，新しい社会サービスの顧客が他の

顧客とともに自発的に形成した顧客ネットワークが，サービスの定着に及ぼす効果につい

て検討する。 
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図 2-3 組織セットが持つ多様なネットワーク構造 

出所）筆者作成。 

 

 

図 2-3 は，ユーザーコミュニティと組織セット，ネットワーク構造の関係について表して

いる。組織セット A は，ある顧客が中心となって他の顧客へとトップダウン方式で情報を

伝達していく集中型のネットワーク構造を持ち，組織セット B は，顧客同士が相互多面的

に相互作用する凝集型構造，組織セット C は，地理的に距離のある顧客も含めて，顧客同

士で水平的に相互作用する構造を持つ組織セットである。このように，ユーザーコミュニテ

ィは複数の組織セットから構成され，それぞれ異なるネットワーク構造を持つ。閉鎖的で密

度の高い凝集的なネットワーク構造は，共通言語や共通の知識基盤を発達させる傾向にあ

り（Carlile & Rebentisch, 2003），ネットワークの構造的特徴によって，顧客間の関係性の質

は異なると思われる。そのため，顧客がどのようなネットワーク構造を持つ組織セットに参

加しているかによって，新しい社会サービスの定着状況は異なるのではないかと考えられ

る。本研究では，Nooteboom（2004）にもとづき，ネットワークの構造は主に密度（凝集性

の高さ）と紐帯の強さを示すものとする。 
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また，本研究では，顧客間の関係は，それぞれの組織を代表して顧客同士をつなぎ合わせ

る境界連結者（boundary spanners）間の相互作用に焦点を当てた捉え方をする。境界連結者

は，ゲートキーパーと類似した意味で使われ（Nooteboom, 2004），他の組織との連結機能や

境界維持機能を担っている（山倉, 1993）。介護組織は，組織規模にばらつきがあるが，他の

産業と比較すると，規模が小さい組織が多い。また，経営者や現場リーダーなど，職場での

ポジションを問わず，経営者や新しい社会サービスを現場で実施している介護従事者が，境

界連結者となってネットワークに参加している場合が多い。 

 

4.2 Rogersのイノベーション普及ネットワーク 

新しい社会サービスの定着メカニズムについて解明する研究は，従来，十分に行われてこ

なかったため，定着を促進するネットワーク構造について議論するための土台を示す必要

がある。そこで，本研究は，Rogers（2003）が提唱した個人間のコミュニケーションを基盤

とするイノベーション普及のネットワークを，組織間レベルへと援用して発展させること

で，新しい社会サービスの定着にポジティブな影響を及ぼすネットワーク構造について検

討する。 

Rogers（2003）は，個人間で情報共有するためのコミュニケーションの観点から，コミュ

ニケーション・ネットワークが技術的イノベーションの採用と普及に強く影響することを

指摘した。コミュニケーション・ネットワークとは，意思伝達者同士の時間と空間を通じた

メッセージの流れによって生み出される交流パターンである（Monge & Contractor, 2003）。

Rogers（2003）は，ネットワーク参加者が技術的イノベーションに関する情報を仲間に対し

て伝達していくことで，イノベーションは普及すると考えた。このコミュニケーション・パ

ターンが異なれば，ネットワークの効果は異なるといえるであろう。 

ネットワークは，ある中心的な参加者から複数の参加者へと一方向的に情報が流れる垂

直的な構造と，参加者同士が対等な関係で水平的に情報を共有する構造の 2 つのタイプに

分けることができる（Child, Faulkner, & Tallman, 2005）。Rogers（2003）によると，コミュニ

ケーション・ネットワークのタイプの違いは，イノベーションの普及状況に異なる結果をも

たらし，普及を促進することもあれば，阻害することにもなりうるという。Rogers（2003）

にもとづくと，一方向の垂直的なトップダウンを通じてイノベーションが普及していくネ

ットワークは集中型構造であり，古典的な普及モデルとされる。集中型構造は，ネットワー

ク参加者間の交流はほとんどなく，情報が中心的な参加者から他の参加者へと伝達される
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だけのコミュニケーション関係となることから，Rogers（2003）は批判的に捉えている。一

方，仲間内の水平的なネットワークを通じてイノベーションが普及していく分散型構造は，

ネットワーク参加者が，対等な関係で双方向的にイノベーションに関する情報を共有して

いくため，集中型構造と比較して，イノベーションが普及しやすいことを Rogers（2003）は

強調した。このような分散型ネットワークは，参加者同士で協調して問題解決していく場合

にも効果的な構造形態であるといわれている（Monge & Contractor, 2005）。 

Rogers（2003）は，ネットワーク構造と個人間のコミュニケーションという観点からイノ

ベーションの普及について議論しているが，紐帯の強さや信頼関係など（Coleman, 1988; 

1990），関係性の質は考慮されていない。どのようなネットワークの構造形態かによって，

関係性の質は異なり，関係性の質が異なれば，コミュニケーションのあり方が異なるため，

新しい社会サービスの定着状況は異なるのではないかと思われる。介護組織は，利用者へ提

供している保険サービスの機能ごとに事業者団体（trade associations）があり，介護組織間の

交流といえば，縦割りに区切られた交流となり，保険サービスの機能を横断して組織間交流

する機会は少ない。例えば，特別養護老人ホーム（特養）を運営する介護組織は，公益社団

法人全国老人福祉施設協議会に所属し，介護老人保健施設（老健）を運営する介護組織は，

公益社団法人全国老人保健施設協会に所属している。事業者団体は，同じ産業に属する組織

によって形成された NPO であり，団体メンバーに対して情報や技術的なアドバイスを提供

し，共同でロビー活動を行うプラットフォームの役割を担っている（Barringer & Harrison, 

2000）。事業者団体は，年次会合などを開くことによって，団体メンバーへ有益な情報を提

供する。また，事業者団体は，産業の標準化を促進し，品質に関するガイドラインの提供や

（Oliver, 1990），行政からのコントロールを回避していく役割も担うといわれている（Gupta 

& Lad, 1983）。このような事業者団体に所属している介護組織は，特定の介護組織とコミュ

ニケーションし，保険サービスに関する特定の情報を習得することはできる。しかし，新し

い社会サービスに関する情報が発信されることは少なく，顧客が採用した新しい社会サー

ビスを実施するためのノウハウを習得するは難しい。新しい社会サービスは，提供している

保険サービスのタイプに関わらず制限なく実施することができるため，分散型ネットワー

ク構造をより発展的に捉えると，顧客は水平的相互作用型や凝集型のネットワーク構造を

持つ組織セットに参加することで，他の顧客と深いコミュニケーションができるようにな

ると思われる。顧客同士の深いコミュニケーションは，新しい社会サービスに関して誰がど

のようなノウハウを持っているのかを共有することにもつながり，たとえ介護現場に密着
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したノウハウであったとしても，顧客間で移転し，サービスに関する問題について共同で解

決していくことやサービス品質を改善していくことが可能になるのではないかと思われる。

その結果，顧客は，新しい社会サービスの実施を通じて得られるポジティブな効果を認識し，

新しい社会サービスを定着していくことができるのではないかと考えられる。 

Rogers（2003）は個人レベルで分析しているが，本研究では組織レベルへと発展させ，顧

客ネットワークの構造として，新しい社会サービスの定着に及ぼす効果について検討して

いく。 

 

4.3 顧客間の関係性の質によって変化する知識移転の効果 

顧客ネットワークの構造と新しい社会サービス定着の関係について検討する際に，従来

の研究では着目されてこなかったネットワーク構造に参加している顧客間の関係性の質に

焦点を当てることは，新しい社会サービスの定着メカニズムをより詳細に解明していくこ

とにつながると思われる。 

関係性の質という観点から，密度の高いネットワークは，強い紐帯や凝集性の高さといっ

た特徴がある（Mariotti & Delbridge, 2012）。強い紐帯を持つ，閉鎖的で密度の高いネットワ

ークは，高い水準の信頼関係を形成しやすく（Coleman, 1988; Dyer & Nobeoka, 2000; 西口・

辻田, 2016），双方向の深いコミュニケーションを通じて，仲間意識を醸成し，相互にサポー

トしながら（Tortoriello, McEvily, & Krackhardt, 2015），新しい社会サービスに関する問題解

決や品質改善に必要な知識を移転することができるのではないかと思われる。従来の研究

では，企業は，ノウハウなどの暗黙的な知識を獲得するために，組織間ネットワークに参加

することが示されてきた（Gulati, 1995; Hamel, 1991; Kogut, 1988）。例えば，トヨタの競争優

位の源泉は，サプライヤーネットワークを通じた知識移転にあると考えられた（Dyer & 

Nobeoka, 2000; Dyer & Singh, 1998）。また，NPO 研究においても，資源獲得のために組織間

ネットワークに参加することの価値が述べられてきた（Galaskiewicz, 1985; Oliver, 1990）。し

かし，介護組織が，組織間ネットワークにおける知識移転を通じて（Reagans & McEvily, 2003），

サービス品質の改善や問題解決を図ることで，競争優位の構築や組織パフォーマンスを向

上させると考える，知識を重要な経営資源と位置づけた研究は，ほとんど見られない。 

知識は，データと情報から構成された，ノウハウや技術，文化，信念など，多面的な要素

を含む概念であり，組織パフォーマンスの向上にポジティブな影響を及ぼす（Argote & 

Miron-Spektor, 2011; 西脇, 2018）。知識に関する研究は，1990 年代後半に，組織学習の成果
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として知識創造に注目が集まるようになってから，知識創造（creating），維持（retaining），

移転（transferring）を中心テーマとして盛んになった（Argote, 2013）。これらは，組織学習

のサブプロセスであると考えられている（Argote, 2011）。組織間ネットワークにおいて，組

織を横断した知識の移転を促進する役割を担うのが，境界連結者であり（Tortoriello & 

Krackhardt, 2010; Tortoriello, Reagans, & McEvily, 2012），境界連結者間の関係性に焦点を当て，

知識移転を促進する前提条件とその効果を含めた知識移転のメカニズムについて見えやす

くするための概念が，トランザクティブ・メモリー・システム（TMS: Transactive Memory 

System）である。TMS は，親しい間柄にある複数の個人が，「誰が何を知っているか」につ

いて共通に理解し，異なる領域の知識をコード化，蓄積，検索するために生み出された共有

システムと定義される（Hollingshead, 1998; Lewis & Herndon, 2011）。TMS において，コミュ

ニケーションは，知識のコード化や蓄積、検索を促進し，知識移転のパイプラインとなる

（Eisenberg, Trethewey, LeGreco, & Goodall, 2017; Palazzolo, Serb, She, Su, & Contractor, 2006）。

それゆえ，どのような TMS が形成されたかによって，知識移転の効果は異なることが考え

られる。また，TMS の成果としては，ネットワーク参加者の目標や効率性の達成（Ren & 

Argote, 2011），サービス品質の向上（Peltokorpi, 2004）などが挙げられる。Wang, Huang, Davison 

& Yang（2018）は，TMS を通じて知識移転が促進され，チームや集団のパフォーマンスが

高まることを明らかにした。 

ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つネットワーク構造が，すべて同じ効果

をもたらすということはないのではないだろうか。その理由は，顧客間の関係性の質が異な

れば，ネットワークの効果は異なると考えられるからである。ネットワークの構造特性は，

信頼の質を変化させ（Inkpen & Tsang, 2005），知識移転に影響を及ぼす（Reagans & McEvily, 

2003; Tortoriello et al., 2012）。また，組織間のつながりが強まれば，組織を横断した知識移転

の成功可能性が高まるといわれる（Hansen, 1999）。すなわち，組織間ネットワークの構造が

異なれば，関係性の質が変化することで，コミュニケーションの質が変化し，TMS の状況

も異なるため，関係性の質が高ければ，ある顧客の文脈に密着した知識であったとしても，

スムーズに移転することが可能になるのではないかと思われる。このような顧客の文脈に

密着した知識が顧客間で移転されれば，顧客はサービス実施からポジティブな効果を生み

出すことができるようになり，新しい社会サービスの定着状況は異なってくることが考え

られる。 

以上を踏まえ，本研究では，次の研究の問いを設定することによって，新しい社会サービ
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スの定着メカニズムについて，組織論の観点から検討していく。 

 

研究の問い： 

ユーザーコミュニティの組織セットにおいて，新しい社会サービスを採用して実施してい

る顧客がどのような構造形態のネットワークに参加していると，新しい社会サービスは顧

客に定着する傾向にあるのか。 

 

5. 本研究の調査対象 

本研究は，新しい社会サービスの定着事例として，介護の保険外サービスである認知症予

防・改善サービス「学習療法」を取り上げる。学習療法は，「音読と計算を中心とする教材

を用いた学習を，学習者と支援者がコミュニケーションをとりながら行うことにより，学習

者の認知機能やコミュニケーション機能，身辺自立機能などの前頭前野機能の維持・改善を

図るもの4」と定義されている。この定義において，学習者とは介護組織の利用者すなわち

学習療法の受け手であり，支援者とは介護組織の職員で，介護の現場で学習療法に取り組む

学習療法従事者を指している。また，本研究における介護組織は，特別養護老人ホームや介

護老人保健施設，有料老人ホームなどの施設サービス．あるいはデイサービス（通所介護）

などの在宅サービスを実施している介護事業所を指すものとする。 

学習療法は，2001 年に，科学技術振興機構（JST）の「社会技術研究推進事業」補助金を

活用した，株式会社公文教育研究会（以下，公文），社会福祉法人道海永寿会，東北大学の

三者による研究プロジェクトの成果をもとにして開発された認知症予防・改善のための非

薬物療法である。公文の 1 事業部門として立ち上げられた学習療法センター（以下，センタ

ー）は，読み，書き，計算の学習教材（写真参照）と 1 日 1 回約 30 分の学習者と支援者の

コミュニケーションを通じた学習をパッケージ化し，学習プログラムとして，2004 年から

介護組織へ提供している。本研究は，学習療法を採用して実施している介護組織を「顧客」

とする。センターと顧客との関係は，ライセンス契約であり，センターは，利用者 1 名につ

き，月額 2,000 円（税抜き）で顧客へ学習療法の教材を提供しているが，顧客が利用者へ学

習療法を実施する際の価格は，顧客が決定することになる。顧客がこの費用を全額負担する

 

4 学習療法センターのウェブサイト＜https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日 2018 年 11 月 26 日）。 

 

https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日2018年11月26
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ところもあれば，利用者との折半で実施している場合や全額利用者負担としている場合も

あり，多様である。 

学習療法は，認知症予防・改善のための学習プログラムとして開発されたが，顧客が学習

療法を実施していく中で，「笑顔が増えて，表情が豊かになった」，「しばらく遠ざかってい

た趣味に取り組むようになった」，「排せつ，着衣，食事，掃除など，自分でできることは自

ら行うようになった」など5，認知症を予防・改善するという効果だけではなく，介護人材

の育成や介護職，看護職，事務職における多職種連携など，組織開発にも効果があることが

発見され，顧客にとっての学習療法の価値は高まっている。学習療法は，看護職員や介護職

員，事務職員など，専門職に関係なく，誰でも実施することができる。しかし，これらの職

員が利用者の学習療法をどのように支援するかによって，学習療法を実施することで生み

出される利用者のポジティブな変化は大きく変わってくる。また，顧客は，保険サービスを

コア事業として実施する中で，学習療法の時間を確保し，人材を配置することが必要となる

ため，学習療法の品質をいかに改善し，学習療法の効果を生み出していくかということに問

題を抱え，試行錯誤を繰り返している。センターは，顧客が学習療法を実施することで利用

者に見られるポジティブな変化を生み出していくために必要不可欠な基本的知識を習得す

る機会と，顧客同士でそれぞれが持つ学習療法に関する情報を共有する機会をつくるため

に，1 年に一度，研修会を開催するようになった。研修会は，学習療法を基盤とする組織セ

ットの 1 つであり，センターを中心とする集中型のネットワーク構造となっている。また，

都道府県の地域ごとに，顧客が自発的に他の顧客とネットワークを形成して，学習療法の実

施に関する問題解決と学習療法の品質改善を目的とした研究会活動を行う動きが出ている。 

そこで，本研究は，各地域で顧客同士が自発的に活動しているそれぞれの研究会を組織セ

ットと考え，顧客が参加している異なる 2 つの組織セットが持つネットワークと研修会が

持つ集中型ネットワークの 3 タイプのネットワークを分析対象とする。研修会は，センター

主催で全顧客が参加することになっているが，研究会は顧客の自発的な活動であり，参加は

任意となっている。本研究において分析対象とした研究会の 1 つは，複数の都道府県を横断

して形成された X 研究会であり，凝集性は高くないが，水平的相互作用型のネットワーク

構造を持つ。もう 1 つは，Z 県で形成された Z 研究会であり，水平的相互作用型でありなが

 

5 学習療法センターのウェブサイト＜https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日 2018 年 11 月 26 日）。 

 

https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日2018年11月26
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ら凝集性が高い凝集型構造を持つ。この 3 つの事例を用いて，顧客ネットワークの構造形態

の違いが，顧客間の関係性の質の違いを生み出し，形成される TMS の状況が異なることか

ら移転される知識が異なるため，学習療法の定着率に差が生じることを検討する。顧客ネッ

トワークが学習療法の定着に影響を及ぼすという顧客ネットワークと学習療法定着の関係

は，信頼と知識移転が妥当な論理の 1 つになることをリサーチ・コンテクストとして説明す

る。そのうえで，顧客ネットワークの構造形態の違いが，学習療法の定着率に有意な差を生

み出すことを，学習療法の定着に関する経時的データを用いた生存時間解析によって計量

的に明らかにする。 

 

 

出所）学習療法センターのホームページ＜https://www.kumon-lt.co.jp/＞（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）。 
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第 3章 顧客ネットワークが及ぼす新しい社会サービス定着への効果 

 

1. 新しい社会サービスの定着を促進する組織間関係の理論的検討 

本研究は，新しい社会サービスの定着を促進する要因について組織間関係の視点から説

明する理論枠組みとして，顧客が顧客同士のネットワークに参加していることの効果に関

して分析することができる社会ネットワーク論の立場を取る。この立場を取るうえで，本章

では，新しい社会サービスの定着メカニズムを検討するための対抗理論として，資源ベース

理論，資源依存論，新制度派組織論の 3 つの理論を取り上げる。 

以下では，この 3 つの理論について批判的に捉え，新しい社会サービスの定着を促進する

要因について説明する妥当な理論枠組みとして，社会ネットワーク論が考えられることを

示す。 

 

1.1 資源ベース理論 

組織間関係に関する研究は，企業の資源ベース理論（Barney, 2001）と知識ベース理論

（Kogut & Zander, 1992）を基盤として発展してきた側面がある（Clegg, Josserand, Mehra, & 

Pitsis, 2016）。資源ベース理論は，競争優位の源泉を業界構造とそこでのポジショニングに

求めるポーターが提唱したポジショニング理論と対比されることが多いパースペクティブ

である。資源ベース理論では，組織を経営資源の集合体として捉え，競争優位の源泉を経営

資源の価値と組織能力に求める（Barney, 2001）。組織能力は，組織が経営資源をもとに特定

の競争行動を実行する能力と考えられている（網倉・新宅, 2011）。Barney（1997）は，この

ような競争優位の源泉となる経営資源の価値を 4 つの要因から規定した。この経営資源の

価値を規定する枠組みは，VRIO と呼ばれている。具体的に，経営資源の価値は，経済的価

値（Valuable），希少性（Rarely），模倣困難性（Inimitable），経営資源を活用する組織体制

（Organization）から規定され，この 4 つの要因を満たす組織は，持続的な競争優位を構築

することができると考えられている。企業の資源ベース理論は，組織の内部資源に焦点を当

てているため，組織間関係の構造に埋め込まれた資源を意味するネットワーク資源

（Coleman, 1988）とは異なるものである。 

資源ベース理論は，経営戦略論や組織論の領域において研究され（Barney, 1991; Teece, 

1998），競争関係にある企業間や協調関係にある企業同士の違いが，経営資源にあることを

強調してきた（Argote, 2013）。安田（2010）は，なぜ企業はアライアンスを形成するのかに
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ついて，資源ベース理論の観点からアプローチした。この説明は，企業が，市場では獲得す

ることができない経営資源を有効活用することによって資源の価値を最大化していくこと

を目指す場合に，アライアンスが形成されるというものである。アライアンスの形成理由に

ついては，資源ベース理論からだけではなく，資源依存論や新制度派組織論など多様な観点

からも説明することができる。また，他の競合するパースペクティブもあり，例えば，他の

組織から知識を習得し，学習を通じて新しい知識を生み出すためにアライアンスが形成さ

れるという見方もある（Child, Faulkner, & Tallman, 2005; Gulati, 1995; Kogut, 1988）。 

資源ベース理論が重視するのは，組織はいかに組織固有の経営資源を有効活用し，価値を

最大化することで，持続的な競争優位を確保するかということであり，組織間の学習を通じ

た問題解決や製品・サービスの品質改善に必要となる知識の重要性という観点については

議論していない。すなわち，経営資源に焦点を当てた資源ベース理論と知識に焦点を当てた

知識ベースの考え方は，異なる概念として議論する必要があると思われる。また，何をもっ

て価値ある経営資源であると見なすのかという経営資源の評価が不明確な点が，資源ベー

ス理論の問題点であるともいわれている（沼上, 2009）。 

これらを踏まえると，新しい社会サービスの定着メカニズについて説明する理論枠組み

として，資源ベース理論からアプローチすることは難しいと思われる。このように考えられ

る理由は，次の 2 点である。1 点目は，介護組織が組織固有の価値が高い経営資源を保有し

ていたとしても，その経営資源は保険サービスを実施するために必要となる経営資源であ

って，新しい社会サービスの定着を促進するとは限らないことである。介護組織のコア・サ

ービスは，保険サービスであるため，組織が保有する多くの経営資源は，コア・サービスの

実施にあてられる。そのため，介護組織が価値の高い経営資源を保有していたとしても，新

しい社会サービスの実施には生かされない可能性が考えられる。また，そもそも介護組織は

中小企業のように組織規模が小さいことから，保有している経営資源は乏しいことを前提

にする必要もあるだろう。2 点目は，競争優位の構築と新しい社会サービスの定着は同等で

はないことである。新しい社会サービスの定着は，業績など組織パフォーマンスの経済的側

面にもつながる可能性があるといえるが，認知症高齢者やその家族の QOL 改善などのよう

に社会課題の解決に結びつくものである。すなわち，新しい社会サービスが顧客に定着した

からといって，それが顧客の競争優位になると捉えることは難しい。以上より，企業の資源

ベース理論から新しい社会サービスの定着メカニズムを説明することは難しいと思われる。 
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1.2 資源依存論 

資源依存論は，組織間ネットワークや戦略的アライアンス，バイヤー・サプライヤー関係

など，組織間関係の形成と発展，組織間関係のマネジメントのあり方について説明する組織

間関係論の代表的な理論的パースペクティブの 1 つである（Hillman, Withers, & Collins, 2009; 

Pfeffer & Salancik, 1978; 山倉, 1993）。この理論によると，組織間ネットワークが必要となる

理由は，次のように説明される。組織は，環境の不確実性を削減するために，個々の組織が

存続するために必要とする資源をネットワークから獲得し，状況に応じて，他の組織へ依存

する（Pfeffer & Salancik, 1978; 山倉, 1993）。特に，NPO 研究では，従来から資源依存論の分

析枠組みが使われてきた（Oliver, 1990; Selsky & Parker, 2005）。例えば，企業と NPO が形成

したセクター横断型の組織間ネットワークは，不確実性が高く，複雑な社会課題に取り組む

ために必要とされ（Barringer & Harrison, 2000; Goes & Park, 1997; Trist, 1983），NPO はミッシ

ョンを遂行するために必要となる資源を組織間ネットワークに依存すると考えられてきた

（Worth, 2017）。また，企業間のアライアンス研究では資源依存論と交換パースペクティブ

の違いについて言及され，製品開発に必要な資源交換を目的とした戦略的アライアンスが

分析対象になることがあるが（Gulati, 1995），資源依存論は資源獲得をめぐる組織間のパワ

ー関係が重視されるのに対して，交換パースペクティブは資源の交換関係に着目した自発

的な関係性のみを扱う点にある（山倉, 1993）。 

資源依存論は，組織間関係に関わる多くの問題を説明することができる理論であるとさ

れている。しかし，この理論は，個別組織の観点から組織間関係を分析するため，複数の組

織から構成される組織間の協力関係や構造，戦略について分析するための枠組みとはなっ

ていない（山倉, 1993）。つまり，資源依存論は，新しい社会サービスの顧客が抱える問題を

他の複数の顧客と共同で解決していくことや，サービスの品質改善のために他の複数の顧

客と協力して活動するという組織間関係のあり方については説明することが難しいといえ

る。他にも，資源依存論の問題点はある。例えば，資源依存論は，ある組織と依存関係にあ

る組織との関係のみに着目した組織間関係を捉えているため，ネットワークの構造特性を

もとにした境界連結者間の信頼関係の形成や紐帯の強さなど，関係性の質に焦点を当てた

組織間ネットワークの効果を分析することは難しいであろう。また，資源依存論は，組織の

生存のために必要な資源獲得や他の組織への依存という静的な側面を対象としている。そ

のため，組織間関係の形成および発展プロセス，知識移転・共有といった組織間関係の経時

的で動態的な側面は説明することができない（Barringer & Harrison, 2000; 山倉, 1993）。以上
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より，新しい社会サービスの定着メカニズムを資源依存論の観点から説明することは難し

いと考えられる。 

 

1.3 新制度派組織論 

組織間関係の形成や発展について説明するパースペクティブとして，資源依存論に代替

される理論の 1 つと考えられているのが，新制度派組織論である。ここでは，新制度派組織

論において重視される正統性の獲得（Meyer & Rowan, 1977）と同型化（DiMaggio & Powell, 

1983）の 2 つの観点から，新制度派組織論の枠組みが，新しい社会サービスの定着メカニズ

ムを説明する妥当な理論とすることが難しいことを指摘する。 

新制度派組織論は，組織の社会学的アプローチとされ，組織を取り巻く社会的環境を制度

と見なす，1980 年代前後から組織論者の間で関心が高まってきた考え方である（桑田・松

嶋・高橋, 2015）。組織は，制度的環境から優勢とされる社会的規範に順応するように圧力を

かけられる（DiMaggio & Powell, 1983; Oliver, 1990）。例えば，成功しているα社やβ社が組

織間ネットワークに参加しているからという理由で，γ社も同じ組織間ネットワークに参

加するようになる場合がこれにあたる。このような新制度派組織論に位置づけられる代表

的な研究が，Meyer & Rowan（1977）と DiMaggio & Powell（1983）である。前者は，合理性

に根ざした組織の正統性概念に焦点を当て，後者は，組織の同型化概念に焦点を当てている。

組織間関係の形成や発展を説明する制度論的な見方は，正統性概念の視点に立つと，他の組

織や組織間ネットワーク，組織間フィールドなどの制度的環境が組織に制約を課し，正統性

を付与するため，このような環境に組織が埋め込まれることで，組織は自らの正統性や活動

の妥当性が保障されて，生存あるいは成長していくことができると考える（Barringer & 

Harrison, 2000; 山倉, 1993）。また，同型化概念の視点に立つと，ある組織が，組織間ネット

ワークに参加するのは，ネットワークが持つルールや価値観を受け入れ，他の組織を模倣す

ることが，組織の生存や成長に効果的であると考えた結果であると説明することができる

（Barringer & Harrison, 2000; 山倉, 1993）。 

制度的同型化は，強制的（coercive），模倣的（mimetic），規範的（normative）といった 3

つの同型化メカニズムを通じてもたらされる（DiMaggio & Powell, 1983）。1 点目の強制的同

型化は，法律などの強制力が働くことによって，組織はそれに従うため，同型化すると考え

られたものである。2 点目の模倣的同型化は，組織は，不確実性の高い環境に対応するため

に，成功した組織など，モデルとなる組織を模倣することによって合理的に行動しようとし
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たものである。3 点目の規範的同型化は，医師や弁護士などの専門家集団や正当化された物

事の見方を重視すると考えられたものである。介護ビジネスで考えると，例えば，認知症高

齢者へ対応する方法論には流行があるといわれている。介護産業で著名な専門家集団が，認

知症には体操が効果的であると指摘すれば，多くの介護組織は日常介護に体操を取り入れ

るであろう。別の専門家集団が脳科学の観点から，学習が脳を刺激して認知症に効果的であ

るとするエビデンスを出せば，多くの介護組織が学習を日常介護に取り入れるようになる。

これらは，規範的同型化の結果であると考えられ，たしかに介護産業は，医師や看護師など，

国家資格の保有者が重視されるため，規範的同型化が生じやすい環境にあるといえる。また，

介護産業の特徴として，介護組織は，コア・サービスである保険サービスのタイプごとに活

動している事業者団体に加入することが挙げられる。特別養護老人ホームを運営している

介護組織は，全国老人福祉施設協議会と呼ばれる事業者団体に加入し，介護人材の研修や介

護に関する情報提供を受けることができる。それぞれの事業者団体には，全国大会・研究会

議といった介護組織同士が交流する機会があり，このようなイベントに参加している介護

組織は，他の組織から正統性を獲得することができると考えられる。このように，介護産業

は，制度的同型化が機能しやすい環境にあるといえる。 

しかし，制度的環境に埋め込まれることで正統性を獲得しなくても，社会的に望ましいと

考えられる目標を掲げ，それを達成するために活動している組織は，社会からの評判を高め

るとする考え方がある（Crawford & Cram, 1978）。あらゆる介護組織が事業者団体に加入し

て，他の組織と同型化しているとは限らない。事業者団体に加入していなくても，質の高い

サービスを提供している介護組織は，生存し発展しているはずである。新しい社会サービス

は，保険外サービスであり，介護組織にとってはコアではなく，付加サービスの位置づけで

あるため，制度的な影響を受けにくいと考えられる。コア・サービスである保険サービスは，

制度化された方法論で利用者へ提供すれば，サービスの質に関係なく，介護組織は保険点数

にもとづいて，収益をあげることができる。そのため，保険サービスは，介護組織に定着し

やすい。しかし，新しい社会サービスは，顧客がサービスの実施プロセスの中で地道にサー

ビスに関する問題を解決し，サービス品質を改善して，その効果や価値を認識できなければ，

組織に定着しないと思われる。また，新制度派組織論は，資源依存論と同様に，静的な側面

を分析することに優れた枠組みであるため，組織間ネットワークなどの経時的で動態的な

変化を説明することは難しいとされている（山倉, 1993）。以上より，制度的な影響を受けに

くい新しい社会サービスの定着メカニズムを新制度派組織論の観点から説明することは難
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しいと考えられる。 

 

1.4 社会ネットワーク論 

社会ネットワーク論は，人と人とのつながりの構造や進化について考え，関係性の深さや

信頼関係，関係の多様性などを組織論や戦略論に取り入れながら議論されている（中野, 

2011）。このような人と人とのつながりや関係のパターンをネットワークとして捉えること

で，その構造について記述したり，分析したりする方法が社会ネットワーク分析であり，ネ

ットワークが参加者に及ぼす影響などについて詳細に分析できる点が特徴といえる（中野, 

2017; 安田, 1997）。ネットワークは，点と線で表され，点は参加者を表し，ノードと呼ばれ

る。線が表しているのは参加者間の関係で紐帯ともいわれる。また，ネットワークの構造は，

ネットワーク参加者の誰と誰がつながっているのか，どのような関係性があるのかについ

て示したもので，安田（1997）は，ネットワークを理解するための基本的な考え方がネット

ワーク構造にあると指摘している。ネットワーク構造は，密度や連結度，中心性などによっ

て測定される（金光, 2003）。 

社会ネットワーク論は，1980 年代以降に点と線の結びつきの構造について研究するグラ

フ理論の発展とともに組織理論に導入されたといわれ（金光, 2003; 安田, 1997; 若林, 2009），

ソーシャル・キャピタル論の基盤にもなった。ソーシャル・キャピタル論は，組織活動に影

響を及ぼすネットワークの機能について研究する学問分野である（若林, 2009）。社会ネット

ワーク論は，個人間の関係だけではなく，組織間の関係にも援用され，ネットワークの構造

特性が組織に及ぼす影響や，ネットワーク構造のあり方が企業経営の重要な経営資源にな

るといった独自性の高い分析視点を組織理論に与えてきた（若林, 2009）。この社会ネットワ

ーク論において関係性を重視するうえで基本となる視点が，「埋め込み」である。埋め込み

は，例えば，ネットワーク参加者間の関係性の強さや深さで評価される関係性の質がサービ

ス品質などに影響を及ぼすために，効率的な取引を可能にすることや（中野, 2017; 中野, 

2011），参加者の行為や組織の活動がネットワークから強い影響を受けている状態にあるこ

とを表している（若林, 2009）。この埋め込み概念は，主に Granovetter（1985）や Uzzi（1996）

らによって用いられ，Uzzi（1996）は組織間関係の文脈において埋め込み概念を用いた。社

会ネットワーク論では，参加者がネットワークに埋め込まれていることを前提に議論され

ることから（若林, 2009），本研究では，顧客が顧客ネットワークに参加していることを，ネ

ットワークに埋め込まれている状態にあるものとして考える。 
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 参加者は，社会ネットワークに埋め込まれていることによって，いくつかの便益を享受す

ることができる。例えば，参加者が必要とする資源や情報へアクセスすることが容易になり，

それらを必要に応じて動員することも可能になる（Burt, 1992; 若林, 2009）。また，社会ネッ

トワークは情報の非対称性を埋める役割を担い（若林, 2009），信頼関係を基盤として発展す

ることでネットワークのガバナンス・メカニズムにもなりうる（中野, 2011）。一方で，参加

者はネットワークを通じて行動が規定されるという側面があり，ネットワークの硬直化や

権力構造の発生といったネガティブな側面も見られる場合があるとされている（中野, 2011）。 

これらを踏まえ，本研究では，新しい社会サービスの定着について検討するための理論と

して，社会ネットワーク論の視点に立つことが妥当であると判断した。その理由は，次の 2

点である。1 点目は，新しい社会サービスを定着させるうえで，顧客が新しい社会サービス

に関する問題解決や品質改善に必要となる知識を習得したいと考えた場合に，ネットワー

クを通じて，他の顧客が持つ知識へアクセスすることが容易になる。もし，ネットワークが

なければ，市場から知識を調達することになるが，新しい社会サービスに関する知識を市場

から獲得することは難しく，現実的であるとは言い難い。2 点目は，ネットワークは動態的

な側面を捉えることができるため，ネットワークの変化や構造形態の違いが，新しい社会サ

ービスの定着状況にどのような影響を及ぼすのかについて分析することが可能になると考

えられる。以上より，次節以降では，社会ネットワーク論の観点から，新しい社会サービス

の定着に影響を及ぼすネットワークの効果について検討していく。 

 

2. 組織間ネットワーク研究における新たな関係論的視点 

2.1 交換ロジックの埋め込み概念を用いた組織間関係 

組織間ネットワークや組織間協働をはじめとする組織間関係は，組織論や戦略論におけ

る鍵概念の 1 つになっているが，いかに組織間関係をマネジメントして，組織間ネットワー

クの効果を高めていくかということが問題とされてきた（Mariotti & Delbridge, 2012）。組織

間ネットワークとは，複数の組織が協力や連携するようなネットワークであり，組織間の相

互作用が構造的に機能する仕組みに着目した見方となっている（若林, 2009）。組織間関係

は，2 つ以上の組織同士の紐帯を基盤とする不確実性の削減や資源交換，情報共有などに焦

点を当て，組織間関係論は，主に組織間関係の形成と発展を分析対象とするマクロレベルの

組織論に位置づけられる（Goes & Park, 1997; 山倉, 1993）。 

組織間関係論が発展し始めたのは，オープン・システムにもとづく組織論が議論されるよ
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うになった 1960 年代以降のことであり，なぜ組織間関係が必要となるのかについて解明す

るために資源依存論や取引コスト経済学，新制度派組織論など，多様な理論的パースペクテ

ィブが開発され，社会ネットワーク論などと融合されてきた（Barringer & Harrison, 2000; 

Mcintyre & Srinivasan, 2017）。例えば，資源依存論の視点に立つと，組織は，資源交換の機会

を得て，他の組織へ資源を依存するために，戦略的アライアンスのような組織間ネットワー

クを形成すると考えられた（Child et al., 2005）。また，新制度派組織論の視点では，組織は

正統性を獲得するために組織間ネットワークへ参加すると考えられる。しかし，組織間関係

へ参加している組織は，このような便益を享受することができる一方で，他の組織への過度

な依存や組織文化の衝突など，負の側面を経験することが多いため，組織間関係のマネジメ

ントは複雑で，難しいと考えられてきた（Barringer & Harrison, 2000）。 

本研究は，Blau（1964）が示した社会的交換理論の交換関係にもとづく関係性への埋め込

み概念（Uzzi, 1996）に着目して，新しい社会サービスを採用して実施している顧客間の関

係性について検討する。組織間関係では，それぞれの組織を代表する境界連結者の行動が媒

介となって，資源などの交換が促進されるため（山倉, 1993），本研究は，境界連結者同士の

関係性に焦点を当てる。ある組織が組織間関係に埋め込まれていることは，組織間ネットワ

ークへの継続的な参加や，中断に影響を及ぼす（Parkhe, Wasserman, & Ralston, 2006）。ネッ

トワークに埋め込まれた組織は，埋め込まれていない組織と比較して，組織パフォーマンス

やケイパビリティの向上に必要となる知識へアクセスすることができ，生存しやすいとい

われている（Child et al., 2005; Uzzi, 1996）。しかし，埋め込み概念は，組織間の紐帯が，い

かにネットワークの効果に影響を及ぼすのかについて，具体的に説明しているとは言い難

い（Child et al., 2005）。 

本研究は，顧客間の関係の中でも，3 つ以上の組織の紐帯を表す組織間レベルでの顧客ネ

ットワークに焦点を当てる。従来，顧客を対象とした顧客志向型の研究は，主にマーケティ

ング研究者の問題関心であり，顧客間の関係は，組織論の問題であるとは考えられてこなか

った。また，マーケティングでは，B2B において，顧客を対象としても，顧客間の関係性の

質や顧客ネットワークの効果については問題とされてこなかったのではないだろうか。す

なわち，組織論から顧客間の関係へアプローチすることによって，関係性の質という観点を

取り入れた顧客ネットワークの効果について詳細に検討することが可能になると思われる。 
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2.2 組織間ネットワークが及ぼすポジティブな効果 

社会ネットワークは，主に構造形態と紐帯の強さによって規定されるため（Monge & 

Contractor, 2003; Nooteboom, 2004; Provan, Fish, & Sydow, 2007），構造形態の違いは，ネット

ワークへ埋め込まれた参加者同士のコミュニケーションの質を変化させ，紐帯の強さも異

なることが考えられる。ネットワークの構造形態は，ネットワークを構成する紐帯や構造パ

ターンから概念化され（Ahuja, Soda, & Zaheer, 2012），組織間ネットワーク研究は，戦略的

アライアンスやパートナーシップ，協働などと同様の枠組みで，社会ネットワーク論の概念

を援用して発展してきた（Ahuja, 2000; Gulati, 1995; Mcintyre & Srinivasan, 2017; Provan et al., 

2007）。 

ネットワーク研究者が，構造形態や紐帯の強さの効果について研究を積み重ねてきたよ

うに（Argote, 2013），日本の製造業を文脈とする多くの研究が，アセンブラーとサプライヤ

ー間で形成された組織間ネットワークのポジティブな効果を示してきた。例えば，日本の自

動車産業や家電産業が発展してきた背景には，組織間ネットワークを通じて，アセンブラー

が部品の供給企業であるサプライヤーを育成し，ネットワーク全体の能力を高めることに

よって，個々の企業も競争力を高めてきたことが挙げられる（延岡・真鍋, 2000）。また，ア

センブラーがサプライヤーとネットワークを形成したことで，製品開発プロセスで発生す

る問題に共同でアプローチすることができるようになった（延岡, 1996）。このようなアセン

ブラーとサプライヤーとの長期的な取引関係が，日本製品の国際競争力を支えてきたとも

いわれている（酒向, 1998）。特に，トヨタは，協力会という組織間ネットワークの形成を通

じて，主要なサプライヤーとの取引関係を長期的に安定化させてきたことが，競争優位の源

泉になったと考えられている（酒向, 1998）。従来の組織間ネットワーク研究は，製造業を中

心に研究成果が蓄積されてきたが，サービス業のネットワーク効果に関する研究は，航空業

界のアライアンスや飲食および流通業界のフランチャイズ展開など，ごく一部に限られ，顧

客ネットワークの効果についてはほとんど検討されてこなかった点が問題であるといえる。 

ネットワークを通じて生み出される効果は，ネットワークの構造形態によって異なると

考えられている（Ahuja et al., 2012; Burt, 1992; Dyer & Hatch, 2006）。ネットワーク効果の具

体例として，ネットワークに埋め込まれた個々の組織のパフォーマンスが挙げられるが，組

織間の紐帯の強さも，組織パフォーマンスに影響を及ぼす（Dyer & Singh, 1998）。また，同

様のネットワーク構造に埋め込まれた組織は，類似した便益を得ることができるとする考

えがある一方で，Dyer & Hatch（2006）は，それは異なると考えた。ネットワークに埋め込
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まれた組織のパフォーマンスは，ネットワークを通じて共有される知識や情報の質から影

響を受けることを考えると（Gulati & Sytch, 2007），組織間の関係性の質やコミュニケーショ

ンの質を考慮したネットワークの効果について検討する必要があると思われる。さらに，ネ

ットワーク研究は，ネットワークのポジティブな側面にのみ焦点を当てることが多いとい

われているため（Parkhe et al., 2006），ネガティブな側面にも留意して検討する必要があると

考えられる。 

 

3. 顧客ネットワークの構造と関係性の質 

3.1 イノベーションの普及研究から見た定着ネットワークの構造 

ネットワーク構造とイノベーションとの関係を対象とする研究のほとんどは，イノベー

ションの採用あるいは普及に焦点が当てられ（Ahuja, 2000），採用したイノベーションをど

のように定着させていくかという点については，問題とされてこなかった。技術的イノベー

ションの普及ネットワークについて研究してきた Rogers（2003）も，情報共有を促進するコ

ミュニケーションの観点から，ネットワーク構造が異なれば，イノベーションの採用と普及

の状況が異なることを明らかにした。Rogers（2003）は，個人間のコミュニケーションをも

とにした普及ネットワークであるが，本研究は，分析単位を組織間レベルに援用して，組織

間コミュニケーションをもとにした定着ネットワークについて検討する。 

コミュニケーションの情報共有アプローチは，コミュニケーションを，情報が個人から他

者へと流れるパイプラインと見なしてきた（Eisenberg, Trethewey, LeGreco, & Goodall, 2017）。

このようなアプローチは，1950 年代に広がった考え方で，コミュニケーションとは，情報

交換と意味の伝達であるとされた。山倉（1993）もまた，組織間関係におけるコミュニケー

ションを情報共有アプローチから，同様に定義づけたものと考えられる。コミュニケーショ

ンのネットワークは，意思伝達者同士のメッセージの流れをもとにした交流パターンを示

すため（Monge & Contractor, 2003），ネットワークの構造形態が異なれば，参加者間の交流

のあり方や関係性の質は異なることが考えられる（Nooteboom, 2004; 山倉, 1993）。そこで，

本研究は，Rogers（2003）が示したイノベーションの普及モデルを発展させ，顧客間の紐帯

の強さやコミュニケーションの深さ，信頼といった関係性の質を取り入れて，新しい社会サ

ービスの定着に影響を及ぼすネットワークの効果について検討する。 

組織間ネットワークの構造特性は，ネットワークが垂直型か対等型か，一面的か多面的か，

強い紐帯か，弱い紐帯か，によって認識できるとされている（山倉, 1993）。Child et al.（2005）
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は，ネットワークを，ある中心的な参加者から複数の参加者へと一方向的に情報が流れる垂

直的な構造と，参加者同士が対等な関係で水平的に情報を共有する構造の 2 つのタイプに

分けた。Rogers（2003）が示したイノベーションの普及を促進するコミュニケーション・ネ

ットワークも，Child et al.（2005）の分類と共通した点が多い。Rogers（2003）は，集中型ネ

ットワークと分散型ネットワークを比較して，分散型のほうが，イノベーションの普及に効

果的であることを指摘した。この点について具体的に説明すると次のようになる。集中型は，

古典的な普及モデルで，Rogers（2003）は批判的に捉えている。このタイプは，一方向的な

コミュニケーションを前提としたトップダウンによる普及ネットワークであり，ネットワ

ーク参加者間の関係性は，情報が伝達されるだけの関係になるであろう。分散型は，イノベ

ーションの潜在的な採用者を対象とした仲間内のコミュニケーション・ネットワークを通

じて，イノベーションが水平方向に普及していくモデルである。このタイプは，ネットワー

クの参加者同士が，双方向で相互作用しながら情報を共有するため，相互理解が促進される

傾向にある。Monge & Contractor（2003）は，コミュニケーションという観点から，集中型

ネットワークは，定式化されたタスクを遂行する場合に効果的であり，分散型ネットワーク

は，協調して問題解決にあたるタスクや創造性が必要となるタスクを遂行する場合に効果

的であると指摘した。 

このように，従来の研究では，コミュニケーション・ネットワークの構造形態の違いが，

情報共有のあり方を変え，イノベーションの普及状況は異なることが示されてきた（Rogers, 

2003）。しかし，ネットワーク参加者間の関係性の質が異なれば，交換される知識や情報が

異なることについては，十分に検討されていない。ネットワーク構造において，関係性の質

が重要になることは，Adler & Kwon（2002）も指摘している。新しい社会サービスの定着に

は，顧客がサービスの実施を通じて，問題解決や品質改善に取り組み，サービス利用者にポ

ジティブな変化が見られるなどの効果が生み出されることで，顧客がそのサービスの効果

や価値を認識していくことが必要になると思われる。それゆえ，本研究では，Rogers（2003）

がイノベーションの普及に効果的であることを示した分散型ネットワークに，境界連結者

同士の関係性の質を取り入れたネットワーク，すなわち顧客同士が相互多面的にコミュニ

ケーションする水平的相互作用型のネットワーク構造や，強い紐帯とより深いコミュニケ

ーションを図ることができる凝集型のネットワーク構造が，集中型のネットワーク構造と

比較して，新しい社会サービスの定着を促進することについて検討する。 
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3.2 相互多面的な深いコミュニケーションを促進する強い紐帯とその効果 

組織間ネットワークの構造とそこに埋め込まれた境界連結者間の関係性の質は，強い紐

帯あるいは弱い紐帯といった紐帯の強さや，水平的相互作用型・凝集型あるいは集中型のよ

うに対比して示すことができる（Mariotti & Delbridge, 2012; Monge & Contractor, 2003; Uzzi, 

1996）。関係性の質という観点において，組織間関係は，ネットワーク構造と相互に関連し

た信頼など，関係性の質を通じて維持され，時間の経過とともに結びつきは強まると考えら

れている（Coleman, 1990; Krackhardt, 1992）。また，ネットワークを通じた参加者間での知識

や情報の交換について，信頼がなければ正確な知識や情報を共有することが難しい場合が

あり（Currall & Judge, 1995），知識や情報の共有は，他者を信頼する基盤にもなりうる（Gulati, 

1995）。すなわち，顧客ネットワークにおいて，構造や境界連結者間の関係性の質がどのよ

うなものであるのかによって，コミュニケーションの質が異なり，そこで行われる知識や情

報の移転あるいは共有のあり方は変わってくると考えられる。 

ネットワークに埋め込まれた関係は，強い紐帯で結びついていることを意味する（Mariotti 

& Delbridge, 2012）。強い紐帯は，コミュニケーションなど，相互作用の頻度の高さによって

示される（Krackhardt, 1992; Miller, 2015; Nooteboom, 2004; Uzzi, 1997）。紐帯の強さは，親密

さや感情の強さで定義づけることができ（Burt, 1992; Granovetter, 1973; Krackhardt, 1992），組

織間関係における強い紐帯には，複数のポジティブな側面がある（Krackhardt, 1992; Uzzi, 

1997）。例えば，強い紐帯を持つネットワークは，不確実性に対処しやすく，参加者同士が

地理的に分散していても，協力関係を強化して，その効果を高めることができる（Nohria & 

Ghoshal, 1994）。また，境界連結者間で長期的な関係性を形成することができるため（Aldrich, 

1999），重要な情報が共有されやすいとも考えられている（Monge & Contractor, 2003）。さら

に，強い紐帯は，境界連結者同士で感情的な結びつきを強めて，経験や知識，価値観の共有

を促進し（Coleman, 1990; Krackhardt, 1992），認知的な距離を小さくすることができるため

（Coleman, 1988），顧客は，新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に必要となる

知識や情報へアクセスすることが容易になるのではないかと思われる。一方で，強い紐帯に

は，ネガティブな側面もある。強い紐帯は，類似した者同士で結びつく傾向にあるため，ネ

ットワークを通じて得られる知識や情報が境界連結者間で重複したものになりやすく，非

効率で，イノベーションのチャネルとはなりにくいといわれている（Burt, 1992; Granovetter, 

1973）。弱い紐帯は，不規則で，ほとんど発生することのない交換関係によって特徴づけら

れる（Mariotti & Delbridge, 2012）。実際，弱い紐帯には，一時的で，短期間しか関係性が継
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続せず，機会主義的な行動が生じやすい（Aldrich, 1999），というネガティブな側面がある。

しかし，幅広く多様で新しい情報が共有されやすく（Burt, 1992; Granovetter, 1985），その後，

長期的な関係性へと発展する可能性があるとするポジティブな側面も見られる（Dyer & 

Singh, 1998）。 

また，密度の高さという観点から，密度が高い紐帯を持つネットワークは，密度が希薄な

紐帯のネットワークと対比される（Mariotti & Delbridge, 2012; Monge & Contractor, 2003）。密

度が希薄な紐帯のネットワークは，本研究では，Rogers（2003）における集中型構造のネッ

トワークと同義と考えられる。密度が高いということは，凝集的で，強い紐帯を持つと考え

られ，密度の高いネットワーク構造に埋め込まれた組織は，獲得した情報の意味と価値をよ

り高く評価する傾向にあり（Nooteboom, 2004），不確実性の削減やネットワークに参加して

いなければアクセスすることができない資源とスキルの獲得，知識や情報の共有など，より

大きな便益を得ることが可能となる（Bae & Gargiulo, 2004; Child et al., 2005; 若林, 2009）。

一方で，密度が高いネットワークは，閉鎖的であると見なすこともでき，閉鎖的なネットワ

ーク構造は，共通言語の発達を促進する傾向にある（Carlile & Rebentisch, 2003; Tortoriello, 

McEvily, & Krackhardt, 2015）。しかし，密度の高いネットワーには負の側面もある。例えば，

ネットワーク参加者が持つ資源は重複する傾向にあり，組織パフォーマンスの向上が妨げ

られる可能性がある（Burt, 1992）。 

本研究は，参加者間で水平的に相互作用し，密度は高くないが，参加者間でやや強い紐帯

と弱い紐帯を持つネットワークを水平的相互作用型のネットワーク構造，参加者間での水

平的な相互作用の中でも，参加者間で密度が高く，閉鎖的で，強い紐帯を持つネットワーク

構造を凝集型のネットワーク構造とし，これら 2 つのタイプの構造と対比されるネットワ

ークを集中型のネットワーク構造とする。関係性への埋め込みは，凝集性を生み出すといわ

れ（Greve, Baum, Mitsuhashi, & Rowley, 2010），多くのネットワーク参加者が，ネットワーク

の活動に深く関わるようになると，凝集性は高くなると考えられている（Aldrich, 1999）。凝

集型ネットワークは，相互多面的な深いコミュニケーションを通じて，仲間意識が醸成され

やすく（Kreitner & Kinicki, 2010），境界連結者同士で共通の基盤を生み出して，相互理解を

促進することができる（Tortoriello & Krackhardt, 2010）。そのため，新しい社会サービスに関

する問題解決や，サービス品質を改善するための知識を共有することが容易になり，顧客は

サービス実施の効果を生み出しやすくなるのではないかと思われる。その結果，顧客は，サ

ービスの実施効果や価値を認識して，新しい社会サービスが顧客に定着しやすくなると考
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えられる。一方，集中型ネットワークは，顧客が異質な知識や情報にアクセスすることは可

能になるが（Burt, 1992），境界連結者同士の結びつきが弱く，浅いコミュニケーションとな

るため，顧客が習得できる新しい社会サービスに関する知識や情報は限定的になるのでは

ないかと思われる。そのため，新しい社会サービスの定着に及ぼす影響は，水平的相互作用

型や凝集型のネットワークと比較すると小さいことが考えられる。 
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第 4章 顧客ネットワークと新しい社会サービスの定着を媒介する信頼と知識移転 

 

1. 信頼と知識移転に着目する意義 

顧客間の関係性の質が高まるようなネットワーク構造では，ノウハウや形式化された知

識が効果的に移転されやすくなるため，新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善

を通じてサービス利用者の QOL 改善などの効果が生み出されるようになるのではないかと

思われる。その結果，顧客は新しい社会サービスの効果や価値を認識して，そのサービスは

顧客に定着しやすくなるのではないだろうか。従来，新しい社会サービスの知識移転という

問題には関心が示されてこなかった。しかし，顧客間で知識移転を図り，問題解決や品質を

改善していかなければ，新しい社会サービスの実施効果は期待できないと考えれば，いかに

顧客ネットワークを通じて問題解決や品質改善に必要となる知識を顧客が探索し，顧客間

で移転していくかという問題は，経営学的に解くべき重要な問題になると思われる。 

組織間ネットワークを持続させるためのマネジメントにおいて鍵を握るのは，信頼であ

るといわれる（Bryson, Crosby, & Stone, 2006; Child, Faulkner, & Tallman, 2005; Tomlinson, 2005; 

Waddock, 1988）。例えば，企業間のアライアンスでは，企業同士の関係性の質が，アライア

ンスの成果に影響を及ぼすと考えられている（安田, 2015）。また，従来，交流がなかった組

織同士が新しく組織間ネットワークを形成した場合，信頼の基盤ができていないために，組

織間での相互理解が進まず，お互いに協調する価値を見出すことが難しいこともある（Doz 

& Hamel, 1998）。組織の境界を横断して信頼を形成していくことは容易なことではない

（Williams, 2001）。その理由は，組織間ネットワークの参加者が，他の参加者を組織外の信

頼性の低い組織のメンバーであると認識するからだとされる（Sitkin & Roth, 1993; Williams, 

2001）。このような状況の中で，組織間において信頼関係が形成されれば，コミュニケーシ

ョンを通じた交換関係が促進されて，他の組織が持つ知識へのアクセスが容易になり，組織

間での知識移転は促進されると考えられる（Inkpen & Currall, 2004; Kale, Singh, & Perlmutter, 

2000; Lui, 2009; 延岡・真鍋, 2000; Uzzi, 1996）。知識移転が実現すれば，組織間ネットワーク

の参加者は，組織パフォーマンスを高めていくことができるであろう（Argote & Miron-

Spektor, 2011; 西脇, 2018）。 

コミュニケーション・ネットワークという観点でのイノベーションの普及においても，そ

の本質は，知識や情報の移転にあり，それを通じて，新しいアイデアが他者へと伝達されて

いくと考えられた（Rogers, 2003）。組織間ネットワークを通じたイノベーションの普及で考
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えれば，境界連結者同士の知識移転がなければ，イノベーションの普及は期待できないとい

うことになる（Aldrich, 1999）。それゆえ，本研究では，顧客ネットワークが新しい社会サー

ビスの定着を促進することを説明する妥当な論理の 1 つとして，信頼を基盤とする知識移

転の効果を挙げることができるのではないかと思われる。 

日本の自動車産業は，企業グループや系列のあり方が変化したことで，アセンブラー間や

サプライヤー間，あるいはアセンブラーとサプライヤー間のネットワークへの関心が高ま

った。このようなネットワークに参加する企業は，知識移転を通じて，共同で問題解決に取

り組んできた。そのため，個々の企業が競争力を高めるだけではなく，ネットワーク全体の

競争力が高まると考えられた（延岡, 1996; 延岡・真鍋, 2000）。例えば，サプライヤー組合

は，生産技術に関する知識移転を促進するために，アセンブラーとサプライヤーの両社員が

出席する月例ミーティングを組織化した（Sako, 1996）。トヨタのサプライヤー組合である協

豊会は，コスト削減や品質改善，安全性をテーマとして，トレーニングプログラムの開発や

ベストプラクティスを持つ工場への訪問を通じて知識移転を促進したことで，共同でパフ

ォーマンスを改善し，競争優位性を生み出している（Dyer & Hatch, 2006; Dyer & Nobeoka, 

2000; Dyer & Singh, 1998）。これらの取り組みが意味することは，ネットワークを通じた知

識移転は，ネットワーク参加者が抱える問題の解決や品質改善に効果的であり，組織パフォ

ーマンスの向上につながるということである。 

知識移転は，ネットワーク構造と組織パフォーマンスをつなぐメカニズムとして考えら

れてきた（Reagans & McEvily, 2003）。しかし，知識移転に影響を及ぼすネットワーク構造に

関する研究は少ない（Reagans & McEvily, 2003）。また，知識移転に関する研究の多くは，組

織内の移転を対象としてきたが，組織を横断した知識移転への関心が高まるにつれて，組織

間の知識移転に関する研究も増加している（Argote & Ingram, 2000; Borgatti & Cross, 2003; 

Hansen, 1999; Reagans & McEvily, 2003; Zander & Kogut, 1995）。知識移転には，ネットワーク

の参加者が持つ知識について，他の参加者が想起や探索することができるように，トランザ

クティブ・メモリー・システム（TMS: Transactive Memory System）をつくり，そこへ知識を

埋め込むことが重要であるとする見方がある（Argote, 2013; Dalkir, 2017; Ren & Argote, 2011; 

Wang, Huang, Davison, & Yang, 2018; Wegner, 1986）。顧客間で，誰がどのような経験をし，ど

のような知識や専門性を持っているのかということを記憶して，探索することができるよ

うにしておくことで，顧客間での知識移転は促進されるのではないだろうか。このような

TMS を顧客ネットワークにおいて形成することで，顧客は新しい社会サービスに関する問
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題解決や品質改善に必要となるノウハウなどの知識を他の顧客から獲得することが可能に

なるのではないかと思われる。 

 

2. 組織間の知識移転を促進するトランザクティブ・メモリー・システム（TMS） 

2.1 TMSの有効性と関係的要因 

上述したとおり，知識移転は，組織パフォーマンスの向上など，チームや集団，組織の成

果にポジティブな影響を及ぼすことが示されてきた（Argote & Ingram, 2000; Argote & Miron-

Spektor, 2011; 西脇, 2018）。例えば，トヨタの競争優位の源泉は，サプライヤーとの知識移

転ネットワークにあった（Dyer & Nobeoka, 2000）。このように，知識移転の効果や知識移転

に影響を及ぼす要因など，知識移転のメカニズムについて検討する場合には，TMS の概念

を用いることによって，顧客間の関係性がいかに知識の探索や移転にとって重要となるの

か，関係性の質が変化することによって，知識の探索のあり方が変わり，知識移転にどのよ

うな影響を及ぼすのか，その結果，知識移転の効果はどのように異なってくるのかが見えて

くると思われる。 

TMS は，チームや集団，組織における個人間のコミュニケーションを通じて構成された

個人の記憶システムをもとに，他者と協調しながらつくりあげていくところに価値がある

といえる（Ren & Argote, 2011）。すなわち，ネットワークとコミュニケーションが TMS を

支えていることになる（Kanawattanachai & Yoo, 2007; Palazzolo, Serb, She, Su, & Contractor, 

2006; Ren & Argote, 2011）。それぞれの組織を代表する境界連結者間のネットワークで考え

ると，TMS は，ネットワークが持つ記憶のためのシステムとして捉えることができ

（Palazzolo et al., 2006），例えば，親密な関係にある境界連結者同士であれば，相互にお互い

の記憶について多くのことを認識しているため，個人の記憶よりも大きなトランザクティ

ブ・メモリーを持っていることになる（Wegner, Erber, & Raymond, 1991）。これは，親密な関

係が頻繁なコミュニケーションを促進するという前提のもとに成り立つことである。その

意味で，TMS にはネットワークとコミュニケーションが必要となる。TMS は，ネットワー

ク参加者がどのようなタスクの遂行を得意としているのか，どのような専門知識や専門性

を持っているのか，というネットワークに埋め込まれた知識を探索し，理解することに適し

ているため，これらの知識をネットワークの他の参加者がいかに習得することができるか，

すなわち移転することができるかということが重要であるとされている（Argote, 2013）。特

に，ネットワーク参加者間でのつながりが強く，頻繁なコミュニケーションが促進される傾
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向にある水平的相互作用型や凝集型のネットワーク構造では，物事に対する共通の見方や

（Tsai & Ghoshal, 1998），共通言語が発達しやすいことが考えられる。そのため，ネットワ

ーク参加者は他者が持つ専門性や他者が何を知りたいと考えているのかについて相互に理

解を深めやすく（Tortoriello, McEvily, & Krackhardt, 2015），TMS が形成されやすいのではな

いかと思われる。 

 また，ネットワークに TMS が形成されていれば，知識をネットワークに埋め込むことが

可能となるため，ある専門性を持つ知識を持った参加者がネットワークを離脱したとして

も，知識は存続し続け，他の参加者はその知識にアクセスすることが可能になると考えられ

ている（Argote, 2013; Dalkir, 2017）。介護組織の人材は，流動性が激しいので，それぞれの

顧客を代表する境界連結者も入れ替わりが激しいことが推測できる。それゆえ，顧客ネット

ワークに TMS がつくられていれば，仮に境界連結者の流動性が激しかったとしても，新し

い社会サービスに関する知識はネットワークに蓄積され続けるのではないかと思われる。 

 

2.2 TMSの機能 

顧客ネットワークにおいて，それぞれの顧客を代表する境界連結者が相互に協調して新

しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に必要となる知識を探索し，その実施効果

について検討する際に用いることができる概念が TMS である。 

TMS は，当初，ある個人が自らの記憶（memory）を広げるために本や人工物，集団メン

バーのような外部の知識貯蔵庫にいかに依存することができるかということを説明するた

めのメカニズムとして用いられた（Ren & Argote, 2011）。その後，親密な二者関係において

形成された TMS を対象とした実証研究が始まり，TMS はチームや集団レベルへと理論的に

拡張して研究されるようになった（Lewis, 2003; Lewis & Herndon, 2011; Ren & Argote, 2011）。

記憶は，過去の行動にもとづく知識あるいは情報であり，特定のチームや集団において「誰

が誰を知っている」，「誰が何を知っている」という個人間の記憶が重要となる（Monge & 

Contractor, 2003）。Ren & Argote（2011）は，TMS が組織レベルにも理論的に拡張して適用で

きる概念であることを示唆した。しかし，組織間レベルについては TMS を理論的に拡張し

て用いることができるかどうか，現時点では議論されていない。そこで，TMS は，特定の

チームや集団の個人間の記憶に着目した概念としての研究が多く蓄積されているため，本

研究における顧客ネットワークが，それぞれの顧客を代表する境界連結者同士で形成され

た集団であると考えれば，集団レベルとして TMS の概念を用いることができる。 
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TMS の定義は多様であるが，どの定義にも共通している点を整理すると，次のように定

義することができる。TMS とは，親しい間柄にある複数の個人が，「誰が何を知っているか」

ということについて共通に理解し，異なる領域の知識をコード化，蓄積，探索するために生

み出された共有システムである（Hollingshead, 1998; Lewis & Herndon, 2011）。顧客ネットワ

ークに TMS が形成されることによって，顧客の境界連結者であるネットワーク参加者は，

他者とのコミュニケーションを通じて，お互いの経験を共有し，自らが抱えている問題を解

決するために必要な専門知識や専門性を持っているのは誰なのか，質問やアドバイスが必

要な場合には誰のところへ行けばよいのかということについて，知識の探索を含めて学習

する（Hollingshead, 1998）。その結果，TMS が形成されたネットワークの参加者は，新しい

社会サービスに関する問題解決や品質改善に必要な知識を持つ他者のもとへ適切な時，適

切なタイミングで，アドバイスを求めに行くことができるため，問題解決や品質改善が効率

的に進むと思われる（Argote & Miron-Spektor, 2011）。 

TMS に関する初期の研究は，実験やシミュレーションを方法論とした成果が主であった

が，それ以降は，フィールドリサーチが増加した（Austin, 2003; Lewis, 2004）。TMS 研究は，

実験とフィールドリサーチを通じて，TMS がチームや集団，組織のパフォーマンスにポジ

ティブな影響を及ぼすことを明らかにしてきた（Argote & Miron-Spektor, 2011; Austin, 2003; 

Lewis & Herndon, 2011）。TMS 研究のユニークな点は，このようにパフォーマンスが向上す

る構造上の説明だけではなく，いかに集団やチームの内部に TMS が形成され，それが知識

移転を促進し，パフォーマンスに結びつくのかというプロセスの側面も説明することがで

きるところにある（Lewis & Herndon, 2011）。また，多くの研究が，TMS が形成されたチー

ムや集団，組織は，そうではない場合と比較して，チームや集団，組織のパフォーマンスが

高いことを示してきた（Argote & Miron-Spektor, 2011; Austin, 2003; Hollingshead, 1998）。この

ように，TMS 研究は，主にチームや集団，組織にどのような成果がもたらされるのかとい

うことについて明らかにしてきたわけであるが，同時に，TMS の形成に影響を及ぼす要因

についても研究されてきた。 

 

2.3 TMSと知識移転 

TMS に関する研究は，TMS の形成を促進する先行条件と TMS の成果を明らかにするこ

とを中心として行われてきた（Ren & Argote, 2011）。TMS は，チームや集団，組織のメンバ

ーが，コミュニケーションを通じて，誰がどのような知識を持っているのかについて相互に
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理解し，自ら解決することができない問題に直面した場合や目標達成に必要な知識へアク

セスする場合に，適切な他者からのアドバイスや知識を得ることができるようにしておく

ことによって形成される（Kanawattanachai & Yoo, 2007; Lewis & Herndon, 2011; Monge & 

Contractor, 2003; Palazzolo et al., 2006; Wegner et al., 1991）。コミュニケーションは，ネットワ

ークの参加者が他者の持つ知識や専門性，経験などについて学習する際の手段となるため

（Hollingshead, 1998），TMS の完成度を高めていくうえで重要な要因になると思われる。そ

のほか，TMS の形成にポジティブな影響を及ぼす要因として，個人間の親密さ（Lewis, 2004）

や協働の経験（Argote, 2013）などが挙げられる。特に，ネットワーク参加者間で深いコミ

ュニケーションが行われている場合には，他者が持つ知識や専門性を正確に把握すること

ができるため，TMS が形成されやすいといわれている（Palazzolo et al., 2006）。つまり，ネ

ットワークに TMS が形成されることによって，問題を抱えた参加者は，専門的な知識を持

つ参加者のもとへアドバイスを求めに行くことが容易にできるようになるため，問題解決

が効率的に進むというわけである（Argote & Miron-Spektor, 2011）。 

TMS の成果は，チームや集団，組織のパフォーマンスにポジティブな影響を及ぼすこと

であった（Austin, 2003; Choi, Lee, & Yoo, 2010）。具体的には，目標達成や効率性の実現（Ren 

& Argote, 2011），高いサービス品質（Peltokorpi, 2004）などが挙げられる。また，TMS が形

成されたチームや集団，組織は，そうではない場合と比較して，個人間のコミュニケーショ

ンを効率的に調整することが可能になるといわれている（Austin, 2003）。そのため，TMS が

形成されたネットワークの参加者が，水平的に相互作用し，密度が高く深いコミュニケーシ

ョンを行うようになれば，参加者間で強い紐帯が形成され，知識移転も促進されるのではな

いかと思われる（Borgatti & Cross, 2003; Choi et al., 2010; Lewis, Lange, & Gillis, 2005）。実際，

TMS が知識移転を促進することによって，チームのパフォーマンスにポジティブな影響を

及ぼすことが実証されている（Wang et al., 2018）。図 4-1 は，Ren & Argote（2011）と Wang 

et al.（2018）をもとに TMS の形成に影響を及ぼす先行条件と TMS の成果，TMS とその成

果を媒介する知識移転の効果について示している。 

これらを踏まえると，顧客間において水平的で深いコミュニケーションが行われやすい

水平的相互作用型や凝集型のネットワーク構造では，TMS が形成されやすく，特に凝集型

構造では，強い紐帯を通じてネットワークの参加者間で相互理解が深まるため，知識移転が

促進されやすいことが考えられる。顧客は，移転された知識をもとにして，新しい社会サー

ビスに関する問題解決や品質改善に取り組み，サービスの実施から得られた新たな効果を
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さらにネットワークで他の参加者と共有していけば，TMS にはこのような新しい知識に対

する記憶が蓄積されていく。このようなプロセスの中で，顧客は，新しい社会サービスの効

果や価値を認識していくのではないかと思われる。一方，ネットワーク参加者間の紐帯が弱

く，浅いコミュニケーションとなりがちな集中型のネットワーク構造では，参加者間で相互

理解が進まず，誰がどのような知識や専門性を持っているのかについての知識が得られな

いため，TMS が十分に形成されない可能性がある。このような場合には，顧客同士での知

識移転は促進されにくいため，新しい社会サービスの問題解決や品質改善にはつながりに

くいことが考えられる。 

 

 

 

 

図 4-1 TMS に影響を及ぼす要因と TMS の結果 

出所）Ren & Argote（2011），p.196 および Wang, Huang, Davison & Yang（2018）をもとに筆者作成。 

 

 

3. TMSを通じた手続的知識移転のメカニズム 

3.1 知識の定義 

知識は，TMS を通じて，それぞれの組織を代表する境界連結者同士で効率的に移転され

るようになると考えられるが，データと情報から構成された，ノウハウや技術，文化，信念

など，多面的な要素を持つ概念であり（西脇, 2018），個人の記憶の中に蓄積された経験とし
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て存在する（Aldrich, 1999）。境界連結者は，境界を横断した知識の流れを促進したり，抑制

したりするため，知識移転の鍵を握るとされる（Tortoriello, Reagans, & McEvily, 2012）。その

ため，本研究は，境界連結者間のコミュニケーションに着目して，境界連結者同士が知識を

獲得すると考える交換メカニズム（Blau, 1964）の観点から，顧客間の知識移転の効果につ

いて検討する。Blau（1964）の社会的交換理論は，他者との相互作用を通じて，いかに知識

や支援などの資源を獲得するかということを説明するものである。 

現代は，知識経済の時代ともいわれ，いかに知識をマネジメントするかが重要になってい

る（Dalkir, 2017）。知識のマネジメントは，企業にとって戦略的なイシューに挙げられ（Argote, 

2013），企業間アライアンスやジョイントベンチャーなどの組織間ネットワーク研究におい

ては，知識移転がアライアンス継続の成功要因の 1 つと考えられるなど，知識への関心が高

まってきた（Doz & Hamel, 1998; Inkpen & Currall, 2004）。もともと知識のマネジメントは，

情報技術のマネジメントに取り入れられるところから始まったが，認知科学やコンピュー

タサイエンス，文化人類学，コミュニケーション研究など，学際的な研究分野となり（Dalkir, 

2017），1980 年代後半以降に注目が集まるようになった。知識は，組織学習の結果とされ，

組織に埋め込まれた知識は，組織メンバーの将来の学習に影響を及ぼすといわれることか

ら（Argote, 2013），ネットワークの参加者間で形成された TMS に埋め込まれた知識も，ネ

ットワーク参加者の将来の学習に影響を及ぼすことが考えられる。組織学習に関する研究

は，主に製造企業に焦点が当てられてきたが，2000 年以降は，サービス組織，特に病院組

織に焦点を当てた研究が増加してきた（Argote, 2013）。 

知識は，手続的知識（procedural）と陳述的知識（declarative）の 2 つのタイプに分けるこ

とができる（Aldrich, 1999; Argote, 2013; Cohen & Bacdayan, 1994）。前者は，文脈依存的で，

コード化することが難しいノウハウやスキル，ルーティン，ベストプラクティスなどである。

後者は，抽象的で，形式化することが容易である。知識の性質という観点で，手続的知識は

粘着性が高い複雑な知識と考えられ，このような知識を他の組織へ移転することが難しい

ことは，多くの研究で指摘されてきた（Argote, McEvily, & Reagans, 2003; Zander & Kogut, 

1995）。それゆえ，境界連結者同士のネットワークが TMS を持っているということは，他者

が持つ知識を効率的に探索することにつながるため，陳述的知識の移転よりも手続的知識

を移転する際に効果的になると考えられる。 

次の 3.2 では，容易に移転することができない手続的知識を含め，知識移転のメカニズム

とその効果について，先行研究の成果を整理する。 
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3.2 手続的知識移転のメカニズムと効果 

知識は，多様なメカニズムを通じて移転されると考えられ，知識移転は，複数の視点から

説明されてきた（Argote, 2013; Reagans & McEvily, 2003）。 

 まず，認知という観点では，吸収能力の高さが知識移転を促進すると説明されてきた

（Cohen & Levinthal, 1990; Inkpen & Tsang, 2005）。組織学習における吸収能力は，ある組織

が価値を認識した知識を吸収して適用する組織の能力のことであり（Cohen & Levinthal, 

1990），知識の送り手と受け手が同様のバックグラウンドや教育トレーニングを受け，知識

や言語において共通の基盤を持ち合わせている場合に，知識の受け手の吸収能力は高いと

考えられ，知識移転が容易になる（Reagans & McEvily, 2003）。 

 次に，紐帯の強さという観点からの説明を挙げる。親密で，強い紐帯を持つ関係性は，コ

ミュニケーション頻度が高く，組織の境界連結者間で強い感情的な結びつきが生じやすい

ため，知識移転が容易になる（Hansen, 1999; Krackhardt, 1992; Reagans & McEvily, 2003; 

Schaubroeck, Peng, & Hannah, 2013; Tortoriello & Krackhardt, 2010; Uzzi, 1996; Wang, 2015）。例

えば，Huang（2013）は，メンタルヘルスのネットワークを対象として，サービスの供給主

体同士の強い紐帯が，知識移転にポジティブな影響を及ぼすことを明らかにした。強い紐帯

が及ぼす影響はこのように捉えられているが，移転される知識がどのようなタイプなのか

によって，紐帯の強さがもたらす知識移転への効果は異なるといわれている（Reagans & 

McEvily, 2003）。強い紐帯と関連して，水平的に相互作用するネットワークや，閉鎖的で密

度の高い凝集型ネットワークは，信頼関係の形成と共通の価値観を生み出すことによって，

手続的知識の移転を容易にする（Clegg, Josserand, Mehra, & Pitsis, 2016; Dyer & Nobeoka, 2000; 

Hansen, 1999; Mariotti & Delbridge, 2012; Reagans & McEvily, 2003; Tortoriello et al., 2012; Uzzi, 

1997; Wong, 2004）。このような構造のネットワークでは，他者が何を知りたいと考えている

のか，などについて相互に理解することができるようになり（Tortoriello et al., 2015），TMS

も形成されやすい。また，ネットワークの参加者同士で，物事に対する共通の見方も発達し

やすい（Tsai & Ghoshal, 1998）。そのため，顧客ネットワークに参加している顧客同士で手

続的知識の移転が促進され，共同で新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に取

り組むことができるようになると思われる。一方で，陳述的知識は，移転が容易であるとい

われている（Zander & Kogut, 1995）。陳述的知識は，抽象的で，明示化することができるた

め，弱い紐帯であったとしても，他の組織へ移転することが可能である（Hansen, 1999）。弱

い紐帯には，地理的に離れた者同士を橋渡しするなど，斬新な知識へのアクセスを可能とす
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るなどの強みもある（Burt, 1992; Hansen, 1999; Mariotti & Delbridge, 2012; Uzzi, 1997）。 

このほか，人事異動も境界を横断した知識移転のメカニズムとなる（Argote, 2013; Kane, 

Argote, & Levine, 2005）。手続的知識は，ある個人や集団，組織に埋め込まれたものであると

考えれば，個人が新しい文脈へ異動することに伴って，手続的知識も新しい文脈やタスクへ

と移転することになる。また，知識は，技術やルーティンに埋め込まれることによっても移

転することができると考えられている（Argote, 2013）。 

知識移転の効果も多様である。例えば，知識移転は，チームや集団，組織のパフォーマン

スにポジティブな影響を及ぼす（Argote & Ingram, 2000; Cummings, 2004）。また，ネットワ

ークという観点では，参加者は，知識移転を通じた新たな知識の習得だけではなく，自分た

ちは正しい行動をとっていたのかという行動の正統性を，他者が積極的に評価しているか

どうかということについて確認することで，相互依存関係を強めている（Aldrich, 1999）。こ

れらは，知識移転の効果であるといえる。さらに，交換メカニズムにもとづけば，知識移転

は，コミュニケーションをパイプラインとして実現するため（Eisenberg, Trethewey, LeGreco, 

& Goodall, 2017），TMS の形成状況や移転される知識のタイプによって，知識移転の効果は

異なることが考えられる。TMS 研究では，TMS の成果として，ネットワーク参加者の目標

や効率性の達成（Ren & Argote, 2011），サービス品質の向上（Peltokorpi, 2004）などが挙げ

られてきた。TMS が形成されたからこそ，ネットワークの参加者間で手続的知識が移転さ

れやすくなったと考えれば，これらは知識移転の効果であるとも考えられる。つまり，TMS

があることで，移転してほしい手続的知識や移転すべき手続的知識が顧客同士で探索しや

すくなるといえる。顧客ネットワークにおいて，TMS が形成され，ある顧客から他の顧客

へと手続的知識が移転すれば，顧客は新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に

取り組むことができ，新しい社会サービスの実施を通じた効果を生み出すことができるよ

うになると思われる。 

 

3.3 手続的知識の移転を阻害する粘着性の問題とその克服 

組織内だけではなく，組織間で知識移転を実現することは，実際には容易なことではない。

従来，知識移転の難しさについては，理論的にも，実務的にも，あまり焦点が当てられてこ

なかった（Szulanski, 2003）。ここでは，知識移転を困難にする障壁として，粘着性（stickiness）

の問題があることに触れておきたい。 

 粘着性は，知識の送り手と受け手という関係性において，知識の受け手が活用しやすいか



58 

 

たちで知識を移転する場合にかかる漸進的なコストと定義され（von Hippel, 1994），粘着性

のある知識は，このコストが高く，移転することが難しくなる（Szulanski, 2003）。例えば，

ベストプラクティスやルーティンのような文脈依存的な手続的知識は，粘着性が高い知識

に分類される（Szulanski, 2003）。ベストプラクティスの代表的事例として，トヨタ生産方式

が挙げられるが（Szulanski, 2003），トヨタ生産方式をそのまま他の製造企業へ移転したとし

ても，効果的に使いこなすことができず，成果も期待できないであろう。すなわち，粘着性

が発生する要因には，移転される知識の性質や文脈の状況特性，知識の送り手と受け手の性

質などが複雑に影響し（Cheng, Son, & Bonk, 2011; 西脇, 2018; Szulanski, 2003），組織内部の

知識移転においても，この粘着性の問題が障壁となるため，協調関係や競争関係にある組織

間ではさらに粘着性の問題が大きくなることが考えられる。 

粘着性の問題を，組織間における知識の送り手と受け手の関係性という観点に焦点を当

てて考えると，知識移転を困難にしている要因は，知識の送り手と受け手との間に構築され

る共通言語や意味の共有の欠如を起点とする認知的，感情的な障壁が挙げられる（Child et 

al., 2005; Tortoriello & Krackhardt, 2010）。この両者の間には，交換メカニズムが働くため，関

係性の質が粘着性の問題を克服するのではないかと考えられる。すなわち，上述した円滑な

コミュニケーションや紐帯の強さによる相互理解が，粘着性の問題を解決し，知識移転を効

果的に機能させることにつながると考えられる（Hansen, 1999; Szulanski, 1996; Tortoriello & 

Krackhardt, 2010）。知識の受け手の負担を軽くすることや，知識移転に制限を設ける工夫を

するなど，粘着性の問題を抑制する研究は進んでいるが（西脇, 2018），ネットワークの参加

者間で強い紐帯を形成するなど，関係性の質を高めていくことが，TMS の形成につながる

ため，手続的知識の移転を通じて，チームや集団，組織のパフォーマンスを高めていくため

には効果的なのではないかと考えられる。陳述的知識であれば，容易に移転することができ

るため，弱い紐帯を持つ希薄なネットワークといわれる集中型構造のネットワークや TMS

が形成されていない状況であったとしても知識移転は実現するであろう。 

TMS は，ネットワークの参加者間で相互理解を促進するため，TMS が形成されたネット

ワークでは，粘着性の問題を削減することができる可能性があると思われる。すなわち，形

成された TMS が，それぞれの参加者が持つ手続的知識の探索を可能とし，その移転を促進

すると考えられる。また，第三者が介入することによって，ネットワーク参加者間のコミュ

ニケーションが効果的に機能するようになり，知識移転がスムーズになるともいわれてい

る（Reagans & McEvily, 2003; Reagans, Singh, & Krishnan, 2015; Sosa, Gargiulo, & Rowles, 2015）。
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特に，双方向での深いコミュニケーションは，ベストプラクティスの移転を促進し，問題解

決やアドバイスの提供を可能にする（Kreitner & Kinicki, 2010）。このようなコミュニケーシ

ョンのもとでは，手続的知識であったとしても，問題に対して相互に共通理解を示し，共同

で問題解決していく経験を蓄積していくことができる（Tortoriello & Krackhardt, 2010; Uzzi, 

1997）。そのため，TMS が形成された水平的相互作用型や凝集型ネットワークに参加してい

る顧客は，手続的知識の移転を通じて，新しい社会サービスの問題解決や品質改善を可能と

し，サービスの実施効果を認識することができるため，新しい社会サービスが定着しやすい

のではないかと考えられる。 

 

4. 手続的知識の移転を促進する組織間信頼 

4.1 組織間信頼の定義と効果 

顧客ネットワークにおける手続的知識の移転には，TMS を形成するために境界連結者間

の関係性の質が影響する。すなわち，境界連結者間で深いコミュニケーションや強い紐帯を

生み出す信頼が重要になるということである。実際，チームや集団，組織メンバー間の信頼

と TMS との関係を明らかにしようとする研究が増えている（Ashleigh & Prichard, 2012; Ren 

& Argote, 2011）。例えば，Rau（2005）は，信頼を TMS とその成果を媒介する変数として捉

え，Kanawattanachai & Yoo（2007）は，信頼を TMS の 1 つの側面であると捉えている。 

信頼は，社会学や心理学，経営学など，多様な分野で研究されているため，定義が多様で

ある。本研究では，信頼は交換関係を促進するという観点から（Uzzi, 1996），「ある個人が

機会主義的なリスクがある状況下においても，進んで他者の行動に頼ろうとすること」

（Mayer, Davis, & Schoorman, 1995; Williams, 2001）と定義する。この定義にもとづくと，例

えば，アセンブラーが，サプライヤーに対して企業の機密情報を進んで公開する場合に，そ

の情報が競争相手と共有された際に生じる損害のリスクを進んで取ることを意味する

（Williams, 2007）。信頼研究は，1960 年代後半から活発に行われるようになってきた。1980

年代や 1990年代の信頼研究は，主に信頼の概念的な側面が研究され，1990年代後半以降は，

多様な文脈を分析対象とした実証研究が盛んになった（Lyon, Möllering, & Saunders, 2015）。

特に，信頼関係が形成される源泉や信頼構築プロセス，信頼のタイプとその効果，信頼の再

構築プロセスなどが明らかにされてきた（Gausdal, 2012）。 

信頼関係の形成は，他者とのコミュニケーションを通じて時間の経過とともに他者の信

頼性を学習する個人の経験プロセスとして説明される（Kreitner & Kinicki, 2010; Lewicki & 
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Bunker, 1996; Mayer et al., 1995; Ring & Van de Ven, 1994）。また，信頼は，ネットワーク構造

の影響を受けて形成されると考えられている（Chua, Ingram, & Morris, 2008; Granovetter, 

1985）。具体的に，水平的に相互作用するようなネットワーク構造や強い紐帯を持つ密度の

高い凝集型ネットワーク構造は，信頼関係が形成されやすい（Coleman, 1988）。信頼関係が

形成されたネットワークの参加者は，他の組織が持つ知識へアクセスすることが容易にな

るため，交換関係の質を高め（Schaubroeck et al., 2013），解決することが困難であると考え

られる問題であったとしても，共同で問題解決に取り組むことが可能になる（Uzzi, 1996）。

このようなネットワークにおける信頼関係の形成は，第三者が仲介することで，加速する可

能性があるといわれている（Nooteboom, 2004）。信頼が及ぼす効果に関する研究は，信頼が，

機会主義的行動（Das & Teng, 1996）や取引コスト（Zaheer, McEvily, & Perrone, 1998），複雑

性（Luhmann, 1979），関係性のリスクを削減し（Nooteboom, 2004），知識移転（Uzzi, 1996）

や協調を促進することを示してきた（Coleman, 1990; 1988; Mayer et al., 1995; Ring & Van de 

Ven, 1994）。 

信頼は，組織間関係においても重視され（Gulati, 1995; Inkpen & Currall, 2004），日本の信

頼研究は，主に自動車産業での組織間の取引関係を中心として，組織間信頼の研究成果を蓄

積してきた（真鍋, 2002; 延岡・真鍋, 2000）。日本の自動車産業は，企業グループや系列の

あり方が変化し，グローバルレベルで組織間関係の再編が生じてきたことから，信頼が重要

であると考えられるようになった。組織間信頼は，境界連結者間の相互作用を基盤として，

他の組織は期待されたとおり価値のある行動を取るであろうと信じる時に形成される（冨

田, 2010; 若林, 2006; Zaheer et al., 1998）。そこで，本研究では，境界連結者間の信頼関係を

顧客間の信頼として扱う。 

 

4.2 2つのタイプの信頼：認知的信頼と感情的信頼 

信頼が TMS にポジティブな影響を及ぼすことを考えれば，顧客間で形成される信頼のタ

イプによって，TMS の状況やそこで移転される知識の特性は異なるであろう。従来，ネッ

トワーク構造の違いが，信頼のタイプに影響を及ぼし，その結果生み出される信頼の効果も

異なることが示されてきた（Chua et al., 2008）。信頼は，他者は有益に行動するであろう，

あるいは機会主義的には行動しないであろうという個人の期待にもとづくものである

（Gambetta, 1988）。この期待は，他者の信頼性における個人の認知と他者への感情的な反応

の両方を基盤とする（Lewis & Wiegert, 1985; Williams, 2001）。 
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信頼は，その源泉の違いによって，認知的信頼（cognition-based trust）と感情的信頼（affect-

based trust）に分けることができる（Chua et al., 2008; Gausdal, 2012; Lewicki & Bunker, 1996; 

McAllister, 1995; Sloan & Oliver, 2013; Williams, 2001）。この 2 つのタイプの信頼は，それぞ

れ効果が異なることが実証されてきた（Chua et al., 2008; Lewicki & Bunker, 1996; McAllister, 

1995; Ng & Chua, 2006）。具体的に，リーダーとフォロワー関係やマネジャーと専門職同士，

同僚同士の関係に焦点が当てられ，アメリカ陸軍など，多様な文脈のもとで，認知的信頼と

感情的信頼それぞれの源泉と効果が明らかにされてきた（Chua et al., 2008; Colquitt, LePine, 

Piccolo, Zapata, & Rich, 2012; McAllister, 1995; Schaubroeck et al., 2013）。従来，ネットワーク

という観点では，信頼のタイプやその効果についての研究が進んでいなかったが，Chua et 

al.（2008）は，ネットワークの特性とそこで発達する信頼のタイプが異なることを明らかに

した。 

認知的信頼は，他者の能力や知識，評判，過去の相互作用の経験など，合理的な評価をも

とに形成される（Chua et al., 2008; McAllister, 1995; McEvily, 2011; Sloan & Oliver, 2013; 

Williams, 2001）。境界連結者間の関係性において，信頼の初期段階に形成されるタイプの信

頼が，認知的信頼であると考えることもできる（Lewicki & Bunker, 1996; Weber, 2017）。この

認知的信頼が形成されることによって，販売効率（Johnson & Grayson, 2005）や，タスクに

対するアドバイス（Chua et al., 2008），知識移転（Lui, 2009）が促進される。 

感情的信頼は，仲間意識や共感，組織市民行動や利他的行動など，頻繁で深いコミュニケ

ーションを通じた他者との感情的な結びつきをもとに形成される（Chua et al., 2008; Lewis & 

Wiegert, 1985; McAllister, 1995; Ng & Chua, 2006; Sloan & Oliver, 2013）。組織市民行動は，利

他的行動と類似した概念であり，直接的な報酬には結びつかないが，組織を効果的に機能す

るために必要となる役割外行動を表す（Organ, 1988）。また，感情は，凝集性を高めるとい

われ（Kreitner & Kinicki, 2010），密度の高い凝集型ネットワークでは，境界連結者間で経験

を共有して相互理解が促進されるため，感情的信頼が形成されやすい（Chua et al., 2008; 

Lewicki & Bunker, 1996; McAllister, 1995）。感情的信頼は，他者との交換関係の質を高め

（Colquitt et al., 2012; Schaubroeck et al., 2013），協調的な行動（McAllister, 1995; Ng & Chua, 

2006）を促進する。そのため，ネットワークにおける TMS の形成を促進し，たとえ手続的

知識であったとしても，移転させることが容易になり，ネットワーク参加者の組織パフォー

マンスは高まるのではないかと考えられる。日本の自動車産業を文脈とした研究では，アセ

ンブラーとサプライヤーやサプライヤー同士で協調する源泉として関係的信頼が機能して
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いることが示されてきた（真鍋, 2002; 延岡・真鍋, 2000）。関係的信頼は，組織間において

将来の発展を重視し，運命共同体として，共存共栄を目標とするもので，ネットワーク全体

のパフォーマンスを高めるとされている。この関係的信頼は，本研究における感情的信頼と

類似した概念であると捉えることができる。 

感情的信頼は，認知的信頼が形成の先行条件になるといわれている（Chua et al., 2008; 

McAllister, 1995; Schaubroeck et al., 2013）。境界連結者間で認知的信頼が形成されると，特定

の知識が移転されるようになり（Lui, 2009），認知的信頼のレベルが高まれば，この交換関

係は質の高いものになる（Schaubroeck et al., 2013）。その結果，境界連結者の関係は，相互

理解を通じて共感が生まれ，親密で，感情的な結びつきによる交換関係へと発展するのでは

ないかと考えられる。このプロセスは，感情的信頼の形成プロセスを表し，感情的信頼には，

認知的信頼が先行条件になることを説明しているものといえる。 

 

4.3 顧客ネットワークにおける感情的信頼と手続的知識の移転 

顧客ネットワークの構造によって境界連結者間で形成される信頼のタイプが異なれば，

TMS の状況が異なるため，移転される知識の特性は異なる。そのため，顧客がどのような

タイプのネットワーク構造に参加しているかによって，新しい社会サービスの定着状況は

異なることが考えられる。 

 凝集型構造を含むネットワークの水平的相互作用型の構造と集中型構造の対比で考える

と，水平的相互作用型ネットワークは，頻繁なコミュニケーションを通じて，共通言語を発

達させ，相互理解を促進する（Tortoriello et al., 2015）。境界連結者間で相互理解が進めば，

コミュニケーションの質が高まり，他者が持つ知識は何かという正確な記憶が蓄積されて

いくであろう。すなわち，水平的相互作用型構造では，TMS が形成されやすいと考えられ

る。このようなネットワーク構造に参加している顧客は，新しい社会サービスの実施に関し

て問題に直面した場合に，どの参加者からのアドバイスを得ることができれば，問題を解決

することができるのかについて把握しているため（Argote & Miron-Spektor, 2011），問題解決

を通じて，サービスの品質を改善することが容易になると思われる。新しい社会サービスに

関する問題は，サービス実施に関わっているサービス従事者にしかわからないことも多く，

どのようにすれば，実施の効果を生み出すことができるのかというベストプラクティスは

組織文脈に依存する部分が大きいといえる。すなわち，新しい社会サービスに関する問題解

決や品質改善に必要となる知識は，粘着性が高く，簡単には組織を横断して移転することが
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難しい手続的知識に分類することができる。 

一方，弱い紐帯で浅いコミュニケーションとなりがちな集中型ネットワークでは，境界連

結者が，他者を新しい社会サービスを実施している同類であると合理的に判断して，認知的

信頼は形成されるが，短時間のコミュニケーションになるなど，関係性は一時的になりやす

い。そのため，ネットワーク参加者間で相互理解が進まず，TMS は十分に形成されない可

能性がある。このような場合には，ネットワーク参加者間での陳述的知識の移転は促進され

るであろうが（Lui, 2009），新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に結びつくよ

うな手続的知識の移転にはつながりにくいといえる。以上より，仮説 1 が導出された。 

 

仮説 1 ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つ顧客ネットワークの構造が水平

的相互作用型あるいは凝集型である場合には，集中型と比較して，新しい社会サービスが顧

客に定着する傾向にある。 

 

次に，顧客ネットワークの構造が水平的相互作用型構造である場合と凝集型構造である

場合を対比して，新しい社会サービスの定着について検討する。信頼が TMS にポジティブ

な影響を及ぼすことを考えれば，凝集型ネットワークでは，境界連結者間で感情的信頼を形

成しやすい（Chua et al., 2008; Lewicki & Bunker, 1996; McAllister, 1995）。その理由は，感情

的信頼は，他者の能力や過去の経験をもとに形成された認知的信頼が基盤となって，質の高

い交換関係という観点で（Colquitt et al., 2012; Schaubroeck et al., 2013），境界連結者が相互に

必要なサポートやアドバイスを利他的に行うようになり，感情的な結びつきをさらに強め

ることが考えられる。境界連結者間で感情的信頼が形成されれば，顧客は新しい社会サービ

スに関する問題解決や品質改善など，サービスを評価するための知識を積極的に発信する

ようになり，TMS は形成されていくであろう。また，強い紐帯をもとに，問題に対して共

同で解決していく経験を積み，相互理解が発展する（Tortoriello & Krackhardt, 2010; Uzzi, 

1997）。そのため，境界連結者間で感情的信頼が形成された顧客ネットワークの TMS は，他

の参加者が持っている知識を探索することができるだけではなく，他の参加者から手続的

知識を獲得した顧客が，その知識をもとにサービスを実施し，そこでの成果をさらに他の参

加者へと共有することが考えられ，TMS はさらに発達していくと考えられる。一方，水平

的相互作用型のネットワークでは，強い紐帯と弱い紐帯が共存し，地理的な距離があること

から，凝集型構造ほどの感情的信頼の形成はなく，一部の顧客間で感情的信頼が形成される
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状況であると思われる。それゆえ，顧客間で TMS が形成されたとしても，それが発達して

いくまでに時間がかかり，手続的知識の移転も一部の顧客間に限定されるのではないかと

考えられる。 

また，凝集型ネットワークに参加している顧客は，ネットワークに参加している他の顧客

とともに物事に対する共通の見方も発達させやすいため（Tsai & Ghoshal, 1998），手続的知

識を移転することによって，共同で新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に取

り組むことが可能になると考えられる。その結果，顧客は，新しい社会サービスを実施する

ことで得られる効果が生み出されたことを認識するだけではなく，新しい社会サービスの

価値を認識するため，顧客にサービスが定着しやすくなるのではないかと思われる。以上よ

り，仮説 2 を導出することができる。 

 

仮説 2 ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つ顧客ネットワークの構造が凝集

型である場合には，水平的相互作用型と比較して，新しい社会サービスが顧客に定着する傾

向にある。 

 

5. 本研究の分析枠組み 

以上を踏まえ，本研究の分析枠組みは，図 4-2 のとおりである。本研究は，第 1 章および

第 2 章において，ユーザーコミュニティにおいて，新しい社会サービスを採用して実施して

いる顧客がどのような構造形態のネットワークに参加していると，新しい社会サービスは

顧客に定着する傾向にあるのか，という研究の問いを示した。 

本研究では，この研究の問いに取り組むために，2 つの仮説を導出した。具体的に，第 3

章と本章における理論的背景をもとにすると，集中型構造と比較して，水平的相互作用型構

造のほうが，新しい社会サービスの定着に及ぼす影響は強いと考えられ，水平的相互作用型

構造の中でも，凝集型構造の場合には，新しい社会サービスの定着に及ぼす影響はさらに強

いと思われる。顧客ネットワークの構造形態と新しい社会サービス定着の関係を説明する

妥当な論理の 1 つとして，凝集型構造の場合には，顧客間で感情的信頼をもとに形成された

TMS を通じて手続的知識が移転されやすくなるため，その効果として新しい社会サービス

は顧客に定着する傾向にあるのではないかというものである。この論理については，仮説を

導出して検証するわけではなく，分析せず，第 6 章においてリサーチ・コンテクストとして

説明する。 
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本章で導出した 2 つの仮説は，学習療法のユーザーコミュニティにおける組織セットが

持つ 3 つのネットワーク構造の事例を用いて，計量的に分析する。事例として扱う 3 つの

組織セットとは，次のとおりである。集中型構造のネットワークを持つ組織セットは研修会

であり，水平的相互作用型構造を持つ組織セットは X 研究会，凝集型構造を持つ組織セッ

トは Z 研究会である。 

 

 

 

 

図 4-2 分析枠組み 

出所）筆者作成。 
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第 5章 介護ビジネスにおける公的保険外サービスと学習療法 

 

1. 介護産業の特徴 

1.1 制度からの影響を受ける介護ビジネス 

日本が直面している社会課題の 1 つが，高齢化率の上昇に伴って多様化する介護ニーズ

への対応を通じた高齢者やその家族の QOL 改善である。図 5-1 のとおり，日本の総人口は，

2010 年をピークに減少に転じているが，65 歳以上と 75 歳以上の高齢者割合は，共に右肩

上がりで上昇を続けている。2019 年の高齢者割合は，65 歳以上が 28.4%，75 歳以上が 14.7%

であり，国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（2017 年 4 月推計）1では，この数

字が，2025 年にはそれぞれ 30.0%と 17.8%，2055 年には 38.0%と 25.1%になると推計されて

いる。世界に目を向けてみても，2018 年の日本の高齢化率（28.1%）は，世界で最も高く，

2 位のイタリア（23.3%）を大きく上回っている2。日本人の平均寿命の上昇にも注目すべき

である。2019 年の平均寿命は，男性 81.3 歳，女性 87.3 歳であり3，過去最高となった。 

このように，高齢化率と平均寿命の上昇によって生じる介護ニーズに対応して，高齢者や

その家族の QOL の改善を目的とするのが，介護ビジネスである。介護ビジネスは，介護製

品と介護サービスから構成され，介護サービスは，生活の中で何らかの支援が必要となった

高齢者に対して介護事業所などの介護従事者が提供するサービスであり（福田・神成, 2017），

公的保険サービス（以下，保険サービス）と公的保険外サービス（以下，保険外サービス）

の 2 つの市場に分けることができる。保険サービスは，市場の競争原理を通じて利用者へ提

供されているが，サービスの提供に関して許認可が必要となるなど，行政の権限が反映され

た特殊な社会サービスであると考えられている（田中・栃本, 2011）。また，介護組織は，2000

年 4 月に施行された介護保険制度からの影響を強く受けている。具体的に，介護保険制度は

3 年に一度，介護報酬が改定されるため，そのたびに介護組織の収益はプラスになることも

あれば，マイナスになることもある。実際，2015 年 4 月の改訂は，デイサービス（通所介

 

1 国立社会保障・人口問題研究所（2017）「日本の将来推計人口―2016～2065 年―（2017 年推計）＜http://www.ipss.go.jp/pp-

zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_ReportALL.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年 6 月 5 日）。 

2 総務省統計局ウェブサイト＜https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1135.html＞を参照した（アクセス日 2020年6月1日）。 

3 厚生労働省（2019a）「平成 30 年簡易生命表の概況」＜https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life18/dl/life18-15.pdf＞

を参照した（アクセス日 2020 年 6 月 6 日）。 

http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_ReportALL.pdf
http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_ReportALL.pdf
https://www.stat.go.jp/data/topics/topi1135.html＞を参照した（アクセス日2020
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life18/dl/life18-15.pdf＞を参照した（アクセス日2020
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life18/dl/life18-15.pdf＞を参照した（アクセス日2020
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life18/dl/life18-15.pdf＞を参照した（アクセス日2020
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life18/dl/life18-15.pdf＞を参照した（アクセス日2020
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護）を実施していた介護組織の収益を大幅に低下させるものになった。図 5-2 は，保険サー

ビスのタイプごとの介護組織数の推移を表している。左図を見ると，多くのサービスで介護

組織数が増加している中，通所介護だけが 2015 年から 2016 年にかけて大幅に減少してい

ることがわかる。介護報酬の改定によって収益を低下させたデイサービスの多くは生存す

ることができなくなったのである。介護組織は，制度的な同型化の影響を受ける（DiMaggio  

& Powell, 1983）。介護保険制度は，保険サービスのタイプごとにサービスが点数化されてい

るため，サービス品質はともかく，介護組織は利用者に類似した保険サービスを提供するこ

とになる。また，医療や介護の専門家から介護の「あるべき論」が出されれば，サービスの

タイプにかかわらず，それに従うといった規範的同型化の影響もある。一方で，介護にはベ

ストプラクティがないともいわれ，周囲の介護組織が実施しているケアの方法論やレクリ

エーションを模倣して取り入れるという側面も見られる。 

 

 

 

図 5-1 日本の総人口と高齢化率の推移 

出所）総務省統計局の人口推計結果をもとに筆者作成。 

注）数字は，2000 年以降，5 年ごとの各年 10 月 1 日現在の人口と割合を表している。 
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図 5-2 介護組織数の推移 

出所）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」をもとに筆者作成。 

注）数字は，各年 10 月 1 日現在の事業所数を表している。 

 

 

 介護は，規模の経済が効かない産業であるといわれている（佐藤・久保・田尾・重田, 2013）。

その理由として，介護は，利用者と介護従事者の対人関係が重視されるヒューマン・サービ

スであり，利用者の個別状況やニーズに合わせてカスタマイズしたサービスが求められる

からであると思われる。もちろん，介護従事者が，利用者一人ひとりを深く理解し，利用者

の視点に立ったサービスの実施を通じて，サービス品質を高めていけるように努力するこ

とは必要である。しかし，介護保険制度施行後の高齢化率や平均寿命の上昇に伴って（図 5-

1），介護サービスの利用者は増加し，介護保険制度を安定的に維持していく財政的基盤が揺

らいでいる。また，認知症高齢者の増加のように，これまでにはなかった新たな介護ニーズ

や社会課題が生じると，既存の制度の枠組みであらゆるニーズを満たすことは難しくなっ

た。そこで，介護組織は，介護保険サービスに依存したビジネスモデルから，カスタマイズ

しやすい保険外サービスを組み合わせたビジネスモデルへと転換し，新しく開発された保

険外サービスの品質を高めていくことが求められるのである。すなわち，これまで軽視され

てきた経営学的視点が，介護産業を活性化させ，高齢者やその家族の QOL を改善していく

うえで必要不可欠になると考えられる。 

 

1.2 介護ビジネスで競合する企業と NPO 

介護産業は，介護保険制度の設立以降，市場の競争原理が導入されてから，企業と NPO

の新規参入が相次いだ。介護サービス市場は，提供するサービスのタイプによっては規制が
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なく，設備投資もほとんどかからないため，参入障壁が低く，撤退障壁も低い。保険外サー

ビスに関していえば，保険外サービスを開発し，提供することに対する参入障壁と撤退障壁

はさらに低い。しかし，参入障壁が低い一方で，介護産業に属する企業と NPO は競合関係

となり，制度固有の論理やアイデンティティ，文化，経営戦略，ステークホルダーが異なる

にもかかわらず，サービスを提供する効率性の追求や品質改善において激しい競争を強い

られている。介護組織は，ヒューマン・サービス組織に位置づけられ，米国の NPO 論にお

いても，1980 年代に登場した新自由主義政策によって商業化が進んだことに起因して企業

と NPO の市場参入による競争の激化によって，NPO のマネジメントが重視されるようにな

った（Brown, 2018; Liu & Reingold, 2009; Packard, 2010; Tucker & Sommerfeld, 2006; Worth, 

2017）。この規制緩和の流れは，日本の介護組織にとっても同様である。NPO の介護組織は，

企業と同様に，利益や稼働率などの組織パフォーマンスが重視され，サービスの効率性や品

質改善のために努力していかなければ，生き残っていくことは難しい。表 5-1 は，保険サー

ビスを在宅サービスと施設サービスに分け，サービスのタイプごとにサービス提供に従事

している法人の割合を表している。例えば，主な在宅サービスとして挙げられる訪問介護と

デイサービス（通所介護）は，企業の割合が高く，次いで，NPO の筆頭である社会福祉法人

となっている。医療法人は，デイサービスではなく，デイケアといわれる機能訓練を重視し

た通所リハビリテーションを実施している場合が多い。施設サービスは，制度の影響が大き

く，特別養護老人ホーム（特養）を担うことができるのは社会福祉法人あるいは都道府県・

市区町村であり，介護老人保健施設（老健）は医師の常駐が必要となるため，主に医療法人

が担うことになる。すなわち，介護保険の対象となる施設サービスを担うのは NPO であり，

企業は保険外の有料老人ホームの運営主体ということになる。 

介護のあり方は，時代とともに変化し，この流れを受けて，介護組織も柔軟に変化してい

くことが求められている。高齢者介護に関わるといった理念やミッションは，企業であろう

と，NPO であろうと大きく変わらないが，介護に対する考え方や姿勢，経営戦略は大きく

異なり，提供されるサービスの品質も異なる。介護産業には，解決すべき大きな課題が 3 点

ある。それは，提供するサービスの効率性と品質の改善，人材不足の解消である。サービス

の効率性を追求するとは，生産性の向上と同義であり，介護従事者の介護スキルを高めるこ

とを通じて，利用者の QOL を最大限高めていくことである。効率性と関連して，サービス

品質を高めていくことも重要である。その理由は，品質の低いサービスは，利用者の QOL
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を低下させるからである（角谷, 2016）。OECD の報告書4によると，介護サービスの質は，

日本だけではなく，世界各国で課題になっている。介護サービスを含め，社会サービスには

情報の非対称性があり，利用者やその家族は，サービス品質を正確に理解することが難しい

（角谷, 2016; 田中・栃本, 2011）。B2B の保険外サービスで考えると，サービスを開発した

供給企業とその顧客との間にも，情報の非対称性は存在する。保険外サービスの品質が改善

すれば，保険サービスの品質も改善し，利用者の満足度が高まるだけではなく，利用者やそ

の家族の QOL も改善するであろう。その結果，高齢者の介護に関わる社会課題は解決され

ていくのではないかと思われる。介護組織による介護サービスの品質を改善するための取

り組みは，さまざまである。例えば，AI を活用した介護組織は，カメラ映像のデータを AI

で解析して利用者のニーズを把握し，この技術は，利用者の事故防止にも役立てている5。 

 

 

表 5-1 各保険サービスにおける供給主体の割合 

 

出所）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査（2017 年）」。 

注）単位は%。数字は，2017 年 10 月 1 日現在の割合を表している。 

 

4 OECD（2019）「図表でみる医療 2019」OECD ウェブサイト＜https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-

JA.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年 5 月 27 日）。 

5 日経産業新聞，2019 年 9 月 19 日，9 ページ。 

地方公共
団体

独立行政
法人

社会福祉
法人

医療法人
社団・

財団法人
協同組合 営利法人 NPO法人 その他

 訪問介護 0.3 - 18.2 6.2 1.4 2.3 66.2 5.0 0.4

 通所介護 0.5 - 38.8 8.3 0.6 1.6 48.5 1.6 0.1

 通所リハビリテーション 2.7 1.3 8.3 77.3 2.7 - 0.1 - 7.6

 短期入所生活介護 1.7 - 83.4 3.5 0.1 0.4 10.3 0.4 0.2

都道府県 市区町村
広域連合・

一部
事務組合

独立行政
法人

社会福祉
協議会

社会福祉
法人

医療法人
社団・

財団法人
その他
法人

その他

 特別養護老人ホーム 0.5 3.1 1.3 0.1 0.2 94.8 - - 0.0 -

 介護老人保健施設 0.0 3.6 0.5 1.7 - 15.0 75.3 2.8 1.0 0.1

 介護療養型医療施設 - 4.7 0.3 1.1 - 1.1 83.4 2.3 0.6 6.6

https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-JA.pdf＞を参照した（アクセス日2020
https://www.oecd.org/japan/health-at-a-glance-japan-JA.pdf＞を参照した（アクセス日2020
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2. 介護保険サービスの政策的課題 

2.1 介護保険制度の背景 

日本の介護保険制度は，ドイツの制度に倣い，介護が必要となった高齢者を家族だけでは

なく，社会全体で支え合うための仕組みとして，2000 年 4 月に施行された。この制度は，

1960 年代に始まった高齢者福祉政策の流れを受けている。1963 年に制定された老人福祉法

によって，社会福祉法人と病院が，老人福祉・医療における介護サービスの供給主体となっ

た。老人福祉の介護サービスは，特別養護老人ホーム（特養）やホームヘルプ，デイサービ

スで，老人医療は，老人保健施設，療養型病床，デイケアであった。これらは，措置を中心

としたサービスであり，いくつかの制約があった。例えば，利用者は自らが望む介護サービ

スを選択することができず，市町村がすべてを決定し，社会福祉法人は市町村からの委託だ

った。そのため，競争を通じたサービス品質の改善が図られることはなかった。また，利用

者と扶養義務者の収入に応じたサービスの利用負担額であったため，中高所得者は負担が

重かった。老人医療は，介護を目的とした一般病院への長期入院が問題となっていた。一般

病院は，医療費が増加し，治療ではなく，日常生活が重視される高齢者を長期的にケアする

環境がなかったのである。1980 年代には，寝たきりになった高齢者（寝たきり老人）の増

加が社会課題となった。早い時期から，この問題を問題視していたのが，広島県御調町の公

立みつぎ総合病院の山口昇医師だった6。山口氏は，1974 年後半から，病院を退院した患者

が在宅で寝たきりになってしまうことに気づき，訪問看護や訪問リハビリなど，在宅ケアを

中心とした地域包括ケアを開始していた。寝たきりゼロ作戦である。このモデルは，厚生労

働省や経済産業省が推進している地域包括ケアシステムの原型となった。山口氏は，寝たき

り高齢者予備軍を寝たきりにさせなければ，高齢者の QOL は改善されていくと考えたので

ある。その後，措置制度のもとで行われる介護は，2000 年 3 月まで続き，2000 年 4 月の介

護保険制度導入によって介護のあり方は大きく変わった。 

介護保険制度への転換は，措置から契約によるサービス提供をもたらし，市場の競争原理

を活かして，介護サービスの品質が問われる時代へと突入することとなった。措置制度と介

護保険制度の大きな違いは，次の 3 点であり，介護保険制度は措置によるサービス提供の問

 

6 2020 年 6 月 13 日現在，山口昇氏は公立みつぎ総合病院の名誉院長である。2012 年 3 月 20 日に発行された冊子「地域

包括ケアシステム―地域包括ケアシステムが体系的にわかる―」（山口昇著）および公立みつぎ総合病院のウェブサイト

＜http://www.mitsugibyouin.com/＞を参照した（アクセス日 2020 年 6 月 14 日）。 

http://www.mitsugibyouin.com/＞を参照した（アクセス日2020年6月14
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題点を克服したものとなっている。1 点目は，老人福祉・医療における介護サービスの供給

主体が市町村や社会福祉法人などに限定されていたのに対して，介護保険制度は，企業や

NPO を問わず，多様な介護組織が市場へ参入することができるようになった。2 点目は，サ

ービスの選択権が市町村にあったのに対して，介護保険制度は利用者自らがサービスを選

択できるようになった。3 点目は，所得に応じてサービスの利用負担が発生していたのに対

して，介護保険制度では利用者の一律負担となった。介護組織は，ただサービスを提供すれ

ばよいのではなく，利用者やその家族から選ばれ，評価されるようになったのである。 

介護保険制度は，介護組織同士の競争を生み出すことでサービスの品質や効率性を追求

していくことを理念の 1 つとし（佐藤ほか, 2013），図 5-3 のように，3 年に一度の改定が繰

り返されてきた。2018 年 4 月に改定された介護保険制度は，高齢者の自立支援を重視する

ようになった。厚生労働省が考える自立支援とは，介護を必要とする高齢者の身辺の世話で

はなく，高齢者が自立した生活を送ることができるように支援することを理念としている。

自立支援は，介護保険制度のもとで提供される保険サービスだけで実現することは難しい

であろう。介護組織は，多様化するニーズへの対応も含め，自立支援を重視した介護のあり

方を模索していかなければならない。 

 

 

図 5-3 これまでの介護保険制度改定 

出所）厚生労働省（2019b）「介護保険制度をめぐる状況について」（2019 年 2 月 25 日）をもとに筆者作成。 

 

 

2.2 介護保険サービスの特徴 

介護保険は，保険者である市町村が運営し，40 歳以上が納める保険料，税金，利用者の

自己負担が財源となっている。介護組織は，市場の競争原理にもとづいて保険サービスを提

供しているが，行政の権限が関与するといわれる理由はこの点にある。 
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 介護を必要とする高齢者は，介護組織と契約することによって，保険サービスを享受する

ことができる。保険サービスは，公定価格であること，企業や NPO を問わず，どのような

タイプの組織であったとしても市場へ参入してサービスを提供することができること，ケ

アプランにもとづいたサービスを実施すること，を特徴としている（角谷, 2016; 佐藤ほか, 

2013; 田中・栃本, 2011）。このように，措置制度と比較すれば，自由な競争環境となってい

るが，在宅と施設の 2 つのタイプの保険サービスのうち，施設サービスにはいくつかの規制

がある。在宅サービスは，利用者の自宅を訪問して食事や排せつなどの介助をする訪問介護，

日常生活の支援や機能訓練を行うデイサービス，ショートステイ（短期入所療養介護），特

定福祉用具販売などが挙げられ，企業であってもサービスの供給主体になることができる

（表 5-1）。施設サービスは，特別養護老人ホーム（特養），介護老人保健施設（老健），介護

療養型医療施設，介護医療院で，特養は基本的に要介護 3 以上が入居対象となり，老健は看

護やリハビリを通じた在宅復帰を目的としている。また，施設サービスを提供することがで

きるのは，社会福祉法人や医療法人などの NPO に限定されるが（表 5-1），有料老人ホーム

などの居宅サービスは，企業でも担うことができる。 

介護組織が質の高い保険サービスを継続的かつ効率的に提供していくことができれば，

介護サービス市場は安定すると考えられている（田中・栃本, 2011）。しかし，保険サービス

の品質を改善していくためには，介護従事者が利用者一人ひとりの人生と向き合いながら

個別ニーズを把握し，カスタマイズしたサービスを実施することが必要となる。そもそも介

護は，労働集約的な対人労働なので（宮垣, 2003; 佐藤ほか, 2013），利用者を深く理解する

ことは必要不可欠なプロセスといえるが，人材不足や過重労働が深刻化する介護現場にお

いて，保険サービスの品質を改善していくことは容易なことではない。また，保険サービス

は，政策的に解決が難しい問題が山積みになっている。 

 

2.3 介護保険サービスの課題 

介護は，治療を目的とする医療とは異なり，一度サービスを利用し始めると，利用期間は

長期に及び，終わりを予測することも難しい。そのため，長期的な視点で介護保険制度を支

える財政的基盤を整備していかなければならない。しかし，図 5-1 で表したように，高齢化

率の上昇に伴って，保険サービスの利用者数は増加し（図 5-4），社会保障費が拡大したこと

によって財政を圧迫している。実際，要介護の認定者数は 2017 年度に約 640 万人を超え（図

5-5），介護保険制度が施行された 2000 年と比較して，約 3 倍になっている。また，2025 年
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には，保険サービスの利用者は約 900 万人となり，財政規模は 20 兆円前後になると見込ま

れている7。この状態が続けば，将来的に介護保険制度を維持することは難しくなる。この

ように，保険サービスの問題としては，財政的な側面が最も深刻であり，制度をいかに持続

可能なシステムへと再構築していくかが，介護政策の最大のテーマとなっている8。 

 

 

 

図 5-4 介護保険サービスの総費用と利用者の推移 

出所）厚生労働省「介護給付費等実態統計」をもとに筆者作成。 

注）介護サービス総費用額は，各年度末の総額であり，保険給付額，公費負担額および利用者負担額の合計額である。

また，総費用額には，介護予防サービス費用額は含まれていない。利用者数は，介護サービスの年間実受給者数，つま

り各年 4 月から翌年 3 月までに介護サービスを受給したことのある者の数を表している。 

 

 

次に，介護人材の確保も，財政的課題と並んで，大きな問題である。介護は，労働集約型

サービスであり，人材が確保できなければ，質の高いサービスを提供することはできない。

 

7 日本経済新聞，2019 年 2 月 4 日朝刊，12 ページ。 

8 日本経済新聞，2020 年 1 月 1 日朝刊，19 ページ。 
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人材不足は，特養やデイサービスの定員に空きがあったとしても，新規の受け入れができな

いという問題へと発展する9。たしかに，人材確保が難しく，人材不足が深刻化している介

護現場も多いであろう。しかし，マネジメントを強化して，人材育成やサービス提供の効率

性を高めることで，介護人材を戦略的に活かし，競争力に結びつけている介護組織もある。

これまで，厚生労働省は，処遇改善を通じた人材確保政策に取り組み，一定の成果をあげて

きたといえるが，財政的基盤の弱体化に加え，今もなお人材不足の問題が解決されていない

ことを考えると，介護組織のマネジメント能力を高めていくことが必要であるといえる。 

 

 

 

図 5-5 要介護（要支援）認定者数の推移 

出所）厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」をもとに筆者作成。 

注）数字は，各年度末現在の認定者数を表している。 

 

 

最後の問題として，多様化する介護ニーズに対応する保険サービスの限界点を挙げる。こ

れまで説明してきたように，保険サービスは，制度の基準にもとづいて実施されている。介

 

9 日本経済新聞，2020 年 1 月 1 日朝刊，19 ページ。 
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護組織は，利用者やその家族の個別具体的なニーズを把握して，保険サービスの範囲内でで

きる限りカスタマイズしたサービスの提供に努めているが，すべてのニーズにきめ細かく

対応することは難しい。これまで保険サービスでカバーすることができない介護は，利用者

の家族が自宅で担ってきた。しかし，家族が自宅で行う介護にも限界がある。例えば，週に

3 日デイサービスを利用している高齢者の家族は，週 4 日は自宅で介護することになる。す

なわち，保険サービスでも自宅での家族による介護でも担うことができないアンメットニ

ーズが存在するのである。このような限界点を克服していくのが，保険外サービスである。

保険外サービスは，制度の制約を受けないため，介護組織や高齢者，その家族は柔軟に利用

することができ，QOL の改善にもつながる。もちろん，高齢者やその家族が保険外サービ

スの利用を希望しても，介護組織が保険外サービスに対応していなければ，サービスを享受

することはできない。しかし，制度の限界点が露見してきた今，介護組織は保険サービスの

みに依存した介護のあり方を変え，QOL の改善を目指して保険外サービスを充実させてい

くことが必要であると考えられる。 

 

3. 公的保険外サービスの定着と普及による QOLの改善 

3.1 期待される公的保険外サービスの概要 

保険サービスは，公定価格が保険点数で決められているため，介護組織同士で価格競争に

なることはない。また，日常のサービス実施は，制度で決められた人材の配置基準にもとづ

いて構成された介護サービス従事者で行われる。しかし，保険外サービスは，制度的な影響

を受けない完全な市場経済のもとで提供され，人材の配置基準もないため，サービスを開発

する供給企業にとっても，サービスを採用して実施する介護組織にとっても，保険外サービ

スを効果的に実施するための戦略的な価格設定やマーケティング，組織マネジメントとい

った経営学的視点が必要となる。これまで，経済学や政策，福祉研究では，保険外サービス

を調査対象とすることは少なく，経営学研究においてもほとんど扱われてこなかった。 

 以前の保険外サービスといえば，日常の清掃や買い物の代行，旅行の付き添いなど，在宅

での生活支援が想定されていた10。それが，厚生労働省や経済産業省などの行政機関が，多

 

10 日経産業新聞，2010 年 7 月 13 日，15 ページ。掃除や洗濯などの生活支援は，介護保険で対応できるものもある。し

かし，要介護度によって受けられる保険サービスが異なり，訪問回数や訪問時間などに制限が生じる（日経産業新聞，

2011 年 7 月 29 日，10 ページ）。 
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様化する介護や医療などの健康ニーズに対応するため，保険外サービスに力を入れるよう

になってからは，認知症対応など，社会課題の解決を目的とした保険外サービスもいくつか

見られるようになった。保険外サービスは，介護組織が保険サービスと組み合わせて提供す

ることで，利用者の QOL 改善につながると考えられている11。その理由として，保険外サ

ービスは，保険サービスでは満たすことが難しい利用者の個別ニーズに応じてカスタマイ

ズしやすく，介護全体の品質を改善するのに効果的であることが考えられる。また，保険外

サービスは，介護保険制度が追求している高齢者の自立支援にも効果的であろう。 

 経済産業省は，地域に根ざしたヘルスケア産業の創出を進めているが，その基盤となるの

が保険外サービスである。経済産業省は，財政的な側面で，保険外サービスが成長すれば介

護保険で必要となる介護費を適正水準にまで抑えることができ，介護保険制度を持続させ

ることにもつながると考えている。実際，介護に関わる保険外製品・サービスの市場規模は，

2025 年には約 10 兆 8,600 億円になると推計されている12。厚生労働省は，高齢者が自宅で

自立した生活ができるように地域包括ケアシステムの構築を推進しているが，経済産業省

は，保険制度の安定と多様化する介護や医療の健康ニーズへの対応を目的として地域密着

型産業の創出を推進している。この 2 つに共通しているのが，保険外サービスを基盤とする

点である。保険外サービスを開発して提供する企業とそれを採用して実施する介護組織が，

ネットワークを構築して，地域密着型のサービス・エコシステムを構築し，発展させること

ができれば，地域包括ケアシステムは機能し，経済産業省が進めるヘルスケア産業の創出に

もつながるのではないかと思われる。 

しかしながら，保険外サービスには問題もある。厚生労働省，経済産業省，農林水産省の

 

11  厚生労働省（ 2018）「老健局振興課資料（資料 4） 2018 年 4 月 11 日」厚生労働省ウェブサイト＜

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/sinjigyo_wg/pdf/009_04_00.pdf＞（アクセス日 2018 年 10

月 23 日），経済産業省（2018）「第 10 回新事業創出 WG 事務局説明資料（2018 年 12 月 12 日）：次世代ヘルスケア産業

協 議 会 及 び 新 事 業 創 出 WG の 今 後 の 議 論 に つ い て 」 経 済 産 業 省 ウ ェ ブ サ イ ト ＜

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/010_02_00.pdf＞（アクセス日 2019 年 5 月 23

日）を参考にした。 

12 次世代ヘルスケア産業協議会（2018）「次世代ヘルスケア産業協議会の今後の方向性について」（2018 年 4 月 18 日）

経済産業省ウェブサイト＜https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/007_02_00.pdf＞を参考

にした（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）。 

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/sinjigyo_wg/pdf/009_04_00.pdf＞（アクセス日2018年10月23
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/sinjigyo_wg/pdf/009_04_00.pdf＞（アクセス日2018年10月23
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/sinjigyo_wg/pdf/009_04_00.pdf＞（アクセス日2018年10月23
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/010_02_00.pdf＞（アクセス日2019年5月23
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/010_02_00.pdf＞（アクセス日2019年5月23
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/007_02_00.pdf
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三者は，2016 年に保険外サービスの活用を促進するために，「保険外サービス活用ガイドブ

ック」を作成した。このガイドブックの中には，行政として推薦する企業が開発した保険外

サービスが 39 事例紹介されている。行政機関が，このように特定のサービスを取り上げて，

利用を促進することは前例がなく，新たな試みといわれた。しかし，超高齢者社会に対応し

た保険外サービスの開発は少なく，成功事例も少ない13。介護組織が保険外サービスを採用

しても，思うように組織に定着しないのである14。保険外サービスは，保険サービスに依存

してきた介護組織にとって，不確実な要素が多い。具体的に，保険外サービスに関する情報

は乏しく，介護組織はサービス品質を判断することができず，サービス実施に必要な能力を

把握することも難しい状況にある。保険サービスであれば，介護組織向けに事業者団体が行

う研修などがあり，そこで多くの情報を収集することができる。しかし，保険外サービスに

はそのような機会はほとんどない。そのため，介護組織にとって保険外サービスは独自性を

強調するツールになってしまいがちで，サービス品質を適切に評価することができない場

合が多い。また，介護にベストプラクティスがないように，保険外サービスにもベストプラ

クティスがなく，介護組織は，どのように保険外サービスを実施すべきか，どのようにすれ

ば効果を生み出すことができるのか，ノウハウや情報を習得する機会を模索している。行政

機関は，保険外サービスの重要性を指摘し，その推進に力を入れているが，保険外サービス

をどのように実施すれば効果が生み出されるのか，どのようなマネジメントが必要になる

のかについてはアイデアがなく15，介護組織は試行錯誤しながら，採用した保険外サービス

 

13  次世代ヘルスケア産業協議会（ 2016）「アクションプラン 2016 の概要」経済産業省ウェブサイト＜

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/report_03_01.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年

3 月 31 日）。 

14 厚生労働省・農林水産省・経済産業省（2016）「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考

事 例 集 ― 保 険 外 サ ー ビ ス 活 用 ガ イ ド ブ ッ ク ― 」 ＜ https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-

Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）を参照した。また，首相官邸（2016）「日本再興戦

略 2016 ― 第 4 次 産 業 革 命 に 向 け て ― 」 首 相 官 邸 ウ ェ ブ サ イ ト ＜

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf＞（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）では，世界最先端

の健康立国を目指すために，保険外サービスを定着させていくことが重要であると指摘している。 

15 経済産業省（2019a）「第 11 回新事業創出 WG 資料：今後の議論の方向性とアクションプラン 2019 について」経済産

業省ウェブサイト＜https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/011_03_00.pdf＞を参照

https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoujo/jisedai_healthcare/pdf/report_03_01.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日2020年3月31
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日2020年3月31
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/2016_zentaihombun.pdf＞（アクセス日2020年3月31
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/011_03_00.pdf＞を参照した（アクセス日2020年6月20
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/011_03_00.pdf＞を参照した（アクセス日2020年6月20
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を組織で実施していくことになる。 

 

3.2 認知症高齢者へ対応した公的保険外サービス 

高齢者の約 4 人に 1 人が認知症あるいはその予備軍であると推定され，認知症高齢者の

人口は，2025 年には約 700 万人になると見込まれている16。OECD の調査でも，日本は認知

症の有病率が世界で最も高い17。認知症は，薬物を使った治療など，医療で解決することに

も限界があり，介護組織は認知症を抱えた利用者の対応に試行錯誤している。保険サービス

は，従来，介護保険制度の改定を通じて拡充されてきたが，保険サービスでは対応すること

ができない認知症高齢者は多く，認知症に対応した介護のベストプラクティスも見つかっ

ていない。厚生労働省は，内閣府や経済産業省など，関係府省庁と共同で，認知症高齢者の

意思が尊重される地域づくりを目指し，認知症の啓発活動として，認知症サポーターに力を

入れ，認知症カフェなどの地域共生の場を創り出している。また，認知症予防・改善という

観点から，高齢者やその家族の QOL を改善していくための保険外サービスを開発する企業

も出てきた。以下では，認知症に関連した保険外サービス 4 点について説明する。 

 1 点目は，2019 年 3 月に経済産業省が認知症関連のヘルスケアサービスとして紹介した

株式会社ルネサンス（以下，ルネサンス）が展開する「シナプソロジー」である18。シナプ

ソロジーは，ルネサンスが独自開発したプログラムで，2 つのことを同時に行うなどの普段

慣れない動きを通じて脳に適度な刺激を与え，認知機能や運動機能を向上させるメソッド

である。この事業は，自治体向け介護予防教室の提携事業，企業の従業員や保険者向けの出

張指導事業，法人会員向けプログラムの提供およびインストラクター研修事業，シナプソロ

 

した（アクセス日 2020 年 6 月 20 日）。 

16 厚生労働省・農林水産省・経済産業省（2016）「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考

事 例 集 ― 保 険 外 サ ー ビ ス 活 用 ガ イ ド ブ ッ ク ― 」 ＜ https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-

Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日 2020 年 3 月 31 日）を参照した。 

17 OECD Health Statistics 2019（図表でみる医療 2019）によると，日本の認知症有病率は人口 1,000 人につき 25 人と最も

高い数値になっている。 

18  経済産業省（2019b）「ヘルスケアサービス参入事例と事業化へのポイント」経済産業省ウェブサイト＜

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/bisnessmodel.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年

3 月 31 日）。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/011_03_00.pdf＞を参照した（アクセス日2020年6月20
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/jisedai_health/shin_jigyo/pdf/011_03_00.pdf＞を参照した（アクセス日2020年6月20
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日2020年3月31
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/guidebook-zentai.pdf＞（アクセス日2020年3月31
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/bisnessmodel.pdf
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ジー普及員・指導者育成事業の 5 つの事業から構成され，会員企業は，介護施設やスポーツ

クラブ，ドラッグストアなどで，シナプソロジーを採用している施設数は，550 に上るとさ

れている19。シナプソロジーは，注意力が高まるなどの脳機能の改善，疲労感や抑うつ感の

低下など，心理面での改善を図る効果がある。この効果は，高齢者だけではなく，子どもや

アスリート，一般成人においても科学的に検証されている。 

 2 点目は，同じく経済産業省が紹介した資生堂ジャパン株式会社（以下，資生堂）が展開

する「化粧療法」である。このメソッドは，「スキンケアやメイクなど化粧行為を通じて心

身機能や QOL の維持向上など健康寿命の延伸をめざす20」もので，認知機能の低下を抑制

するなどの効果が期待できるとされている。資生堂の「美容を活用した社会性・心のフレイ

ル対策サービス」は，高齢者向けサービスとして，利用者向けと指導者向けの 2 つのサービ

スを展開している21。利用者向けは，「いきいき美容教室」で，科学的エビデンスにもとづく

化粧療法プログラムを資生堂の専門スタッフと楽しみながら実施するものである。指導者

向けは，医療・介護などの従事者を対象とした化粧療法講座で，高齢者と接する従事者のス

キルアップとして化粧療法の基礎から実施までを学ぶことができる。いきいき美容教室は，

約 2,300 件開催され，化粧療法講座は延べ 2,500 人が受講した（2017 年）22。資生堂は，化

粧療法スキルの民間資格「資生堂化粧セラピスト」の認定も行っている。 

3 点目は，学研の介護事業（学研ココファン）による認知症予防を目的とした保険外サー

ビス「学研 大人の教室」である。この教室では，週に 1 回，90 分実施する学び，運動，ア

ートから構成された脳活性化のためのプログラムを，学研が運営している高齢者住宅を会

 

19 シナプソロジー研究所のウェブサイト＜https://synapsology.com/sy/＞を参照した（アクセス日 2020 年 6 月 17 日）。 

20 資生堂ライフクオリティービューティーセミナーのウェブサイト＜https://corp.shiseido.com/seminar/jp/labo/index.html

＞を参照した（アクセス日 2020 年 6 月 17 日）。 

21  経済産業省（2019b）「ヘルスケアサービス参入事例と事業化へのポイント」経済産業省ウェブサイト＜

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/bisnessmodel.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年

3 月 31 日）。 

22  経済産業省（2019b）「ヘルスケアサービス参入事例と事業化へのポイント」経済産業省ウェブサイト＜

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/bisnessmodel.pdf＞を参照した（アクセス日 2020 年

3 月 31 日）。 

https://synapsology.com/sy/＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://corp.shiseido.com/seminar/jp/labo/index.html＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://corp.shiseido.com/seminar/jp/labo/index.html＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://corp.shiseido.com/seminar/jp/labo/index.html＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/bisnessmodel.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/bisnessmodel.pdf
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場として実施している23。大人の教室は，全国 80 か所で展開され，このほかに高齢者向け

の配食サービスも保険外サービスとして実施している24。 

4 点目は，シャープが開発した「頭の健康管理サービス」である。このサービスは，ディ

スプレーを活用した，高齢者の認知機能トレーニングを目的としたもので，レクリエーショ

ンから機能訓練まで幅広く対応している。主な顧客は，介護組織で，利用者の満足度を高め

るだけではなく，介護組織の業務効率化にも役立てることができると言われている25。サー

ビスメニューは，ゲームを含めて 20 種類用意され，全国 2,800 の介護組織での採用を目指

している26。 

 

4. 認知症予防・改善サービス「学習療法」27 

4.1 学習療法の開発と効果 

本研究が対象とする事例「学習療法」は，株式会社公文教育研究会（以下，公文），社会

福祉法人道海永寿会，東北大学の三者による産官学連携プロジェクトの研究成果をもとに

開発された，認知症予防・改善のための学習による非薬物療法である。学習療法は，「音読

と計算を中心とする教材を用いた学習を，学習者と支援者がコミュニケーションをとりな

がら行うことにより，学習者の認知機能やコミュニケーション機能，身辺自立機能などの前

頭前野機能の維持・改善を図るもの」と定義され28，公文の 1 事業部門として立ち上げられ

た学習療法センター（以下，センター）が，2004 年からライセンス契約を結んだ介護組織

（以下，顧客）へ学習教材を含む学習プログラムを提供している。顧客が介護事業所で学習

療法を実施する際は，介護職員である学習療法従事者（支援者）1 名が一度に利用者（学習

者）2 名を担当し，読み，書き，計算の学習教材を使って，会話を主体に約 30 分かけて学

 

23 学研ココファンのウェブサイト＜https://www.cocofump.co.jp/ninchi-yobou/＞を参照した（アクセス日 2020 年 6 月 17

日）。 

24 日本経済新聞，2017 年 3 月 27 日朝刊，5 ページ。 

25 「頭の健康管理サービス」のウェブサイト＜https://jp.sharp/business/solution/atama-kenko/＞を参照した（アクセス日 2020

年 6 月 17 日）。 

26 日経 MJ（流通新聞）, 2019 年 10 月 2 日，5 ページ。 

27 筆者による学習療法関連のインタビュー調査および観察，二次資料をもとに記述した。 

28 学習療法センターのウェブサイト＜https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日 2018 年 11 月 26 日）。 

https://www.cocofump.co.jp/ninchi-yobou/＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://www.cocofump.co.jp/ninchi-yobou/＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://jp.sharp/business/solution/atama-kenko/＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://jp.sharp/business/solution/atama-kenko/＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://jp.sharp/business/solution/atama-kenko/＞を参照した（アクセス日2020年6月17
https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日2018年11月26
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習をサポートする。センターは，このパッケージ化された学習教材を，利用者 1 名につき月

額 2,000 円（税抜き）で提供し，介護組織が学習療法を採用する際にかかる初期コストは，

100,000 円である。学習療法の理論にもとづいて学習療法従事者が利用者へ学習療法を実施

すれば，認知症予防・改善の効果が見られると考えられている。ここで，学習療法の理論と

は，学習療法を実施するうえで必要となる基本的な知識であり，具体的に，週 5 回を基本と

して最低 3 回以上（1 回 30 分以内），学習者への尊敬の念と尊厳を守り，認め褒め，楽しく

コミュニケーションする，学習療法従事者 1 名に対して学習者 2 名など，学習療法実施の

手順を守る（脳画像の活用，フィードバック，採点や学習記録の記入方法を含む），すうじ

盤や学習教材を調整して，学習者に合ったレベルの教材を維持することなどが挙げられる。 

 学習療法が普及し，多くの介護組織で実施されるようになると，学習療法が認知症の予

防・改善以外に副次的効果をもたらすことが明らかになってきた。最も大きな効果は，学習

療法に従事する介護職員の変化である。学習療法を実施し始めて 1～2 か月くらいすると，

認知症改善の効果が見られるといわれている。この変化を目にした介護職員は，学習療法の

効果や価値を認識して，モチベーションを高め，学習療法以外の介護業務に積極的に取り組

むようになる。また，より質の高い介護を実施するためのアイデアをボトムアップで提案し

てくる介護職員も出てきて，職場の雰囲気が良くなり，学習療法の品質だけではなく，介護

全体の質が改善した顧客も見られる。すなわち，本研究においては，学習療法の実施効果を，

学習療法従事者が利用者に対して学習療法を実施している中で得られたポジティブな変化

とする。具体的に，この効果は 2 つの視点から定義することができる。1 点目は，学習療法

を受けている利用者に見られる変化であり，笑顔が見られ，表情が豊かになった（コミュニ

ケーション面），学習療法を楽しみにして，生きがいを感じるようになった（意欲面），家で

も簡単な料理や洗濯物干しができるようになった（身辺自立面），暴言・暴力などが見られ

なくなった（周辺症状の緩和），過去の記憶がよみがえってきた（認知機能面）など29，認知

症の予防・改善としての変化が挙げられる。これらの効果は，センターがウェブサイトなど

を通じて，外部へ発信している情報である。2 点目は，学習療法従事者や組織全体に見られ

る変化であり，介護職員が学習療法以外の介護業務にも意欲的に従事するようになった，積

極的に業務の改善提案をしてくれるようになった，介護業務に対する協調性が高まった，多

職種連携がスムーズに進むようになった，学習療法を日常業務に組み入れることができる

 

29 学習療法センターのウェブサイト＜https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日 2018 年 11 月 26 日）。 

https://www.kumon-lt.co.jp/＞を参照した（アクセス日2018年11月26
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ようになったことで，保険サービスの質が改善されたなど，人材育成や組織変革としての変

化である。 

学習療法は，介護，看護，事務職など，職種によらず，誰もが関わることができる。保険

サービスは，国家資格などの専門性が必要となる場合が多く，それがサービス品質に影響す

ることが考えられるが，保険外サービスの実施においては国家資格が必要となることは少

ない（田中・栃本, 2011）。瓜生原（2011）の定義によると30，介護人材はプロフェッション

とはいえないが，労働集約的な対人サービスは，利用者との関わりを重視することによって，

個別具体的にカスタマイズしたサービスを実施することができ，サービス品質の改善とと

もに利用者の QOL を改善していくことができると考えられる。学習療法は，このサービス

従事者と利用者との関わりのプロセスをサポートするツールであり，学習療法に従事する

介護職員は，他の職員と協力して，試行錯誤を繰り返しながら，利用者のことを深く理解し

ていくのである。その結果，学習療法は，多職種連携や人材育成などの副次的な効果も生み

出している。 

しかし，顧客が常に学習療法の効果を生み出していくことは容易なことではない。学習療

法従事者は，数か月，数年と学習療法を継続しているうちに，利用者に劇的な変化が見られ

ないことを認識する。利用者の脳機能は，数か月あるいは数年，現状維持かやや衰退という

状態をキープすることができていること自体が 1 つの効果であるにもかかわらず，学習療

法従事者はこのマンネリ化した状態に意欲を下げてしまうこともあるという。学習療法は，

理論にもとづいて正しく実施しなければ，効果を生み出すことはできないといわれている。

介護現場は，保険サービスを実施することが主な業務であり，カリスマ性のある一人の介護

職員に依存するのではなく，24 時間 365 日，チームをつくって介護にあたっている（田中・

栃本, 2011）。学習療法に従事しているある介護職員は，「毎日繰り返される業務の中で，何

のための学習療法を実施しているのか，目的意識が薄れてしまう」と話す。すなわち，顧客

は，学習療法を実施する時間を捻出するために，介護職員一人ひとりの業務や役割を見直す

ことが必要となるのである。介護組織には，特定の職員を専属で学習療法従事者にすること

ができるほど，人的資源に余裕はなく，学習療法に従事する職員が少ない場合，学習療法の

 

30 瓜生原（2011）は，プロフェッションを「①長期間の教育訓練による体系的な知識・技術を習得している，②専門職

業集団が存在している，③倫理規定が確立している，④専門性が保証されている」の 4 つの特徴的要件を満たす職業と

している。 
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従事者が退職してしまえば，学習療法を中断しなければならないことになる。そのため，組

織内に学習療法のチームをつくり，チームで学習療法を正しく実施して効果を生み出して

いくためにはどうすればよいのかについて，試行錯誤していくことが望ましいとされてい

る。 

 

4.2 学習療法の普及と課題 

保険サービスが介護組織にとってのコア・サービスとなる介護産業において，保険外サー

ビスを開発した供給企業が収益をあげていくことは難しい。2004 年から提供されている学

習療法は，2017 年 9 月 13 日までに全国で延べ 2,500 の介護組織に採用され，2018 年 3 月時

点で 1,419 組織が実施している。センターは，前頭前野が活性化されることで，認知症の予

防・改善を図ることができるのは驚くべき発見であると信じて，学習療法がもたらす利用者

や介護職員のポジティブな変化などの効果を訴求し続けてきた。図 5-6 のとおり，2004 年

以降，顧客組織の数は 2016 年まで右肩上がりに上昇してきた。最も学習療法の普及が進ん

だのは，2007 年である。これは，学習療法が NHK スペシャルで特集されたことや，脳ト

レ・ブームなど，介護産業で学習がブームになったことが影響している。マスメディアを通

じて，学習療法の認知度は高まったが，学習療法がなぜ認知症の予防・改善に効果があるの

かという本質的なメカニズムの理解が浸透することは少なかった。実際，学習療法と脳トレ

を同じものであると誤解して，学習療法を採用するのではなく，市販の脳トレのドリルを購

入している介護組織も多数見られた。もちろん，学習療法の学習教材も優れたものであるが，

学習療法で重視されているのは，学習者に合った教材を使い，支援者 1 名に対して学習者 2

名による会話を主体とした約 30 分のプログラムを週に 3 回以上続けることである。これが，

学習療法を正しく実施するということの基本であり，その結果として，認知症の予防や改善，

その他の副次的効果が生み出される。市販の脳トレのドリルでは，このプロセスを実現する

ことが難しく，効果を生み出すことができないと考えられてきた。 

介護組織による学習療法の採用パターンには，大きく分けて 2 つのタイプがある。施設長

などの経営者が学習療法の効果や価値を認識してトップダウンで採用するパターンと，現

場の介護職員が学習療法にチャレンジしたいと考え，経営者を説得して採用に至るパター

ンである。前者の場合は，経営者が学習療法に意欲的に関わることが多いが，後者は，経営

者が現場に協力的であるとは限らない。学習療法の採用を最終的に意思決定するのは経営

者であったとしても，学習療法の実施を提案するのは，現場のリーダーや現場の介護サービ
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ス従事者であることが多い。介護組織にとってのコア・サービスは，保険サービスである。

介護組織は，保険サービス以外に複数の保険外サービスを展開しているものである。その 1

つが，学習療法である。学習療法は，保険サービスの付加サービスとして，介護全体の質を

高める可能性を秘めたプログラムであるとはいえ，カラオケなどのレクリエーションと並

列して実施される場合もある。また，介護現場で認知症の問題と向き合っているのは，現場

の介護職員であり，認知症を何とかしたいという問題意識を持っている。このような中で，

メディア等を通じて学習療法の存在を知り，介護従事者が経営者へ学習療法の採用を提案

するケースが多いという。多くの経営者にとって，学習療法は現場の意向を重視して，現場

に任せるというスタンスで採用に至ることが多い。一方で，経営者の強い意思で学習療法を

採用して，学習療法を重視して介護サービスを提供していく方針を示したとしても，経営者

が学習療法を実施するわけではなく，実施するのは現場の介護従事者であるため，現場が学

習療法を実施することに対して理解を示していなければ，採用しても中断するリスクは高

いであろう。介護現場からすると，保険サービスを実施するだけで十分に仕事量が多いため，

利用者 2 名を 1 組にして学習療法を 30 分実施する時間をつくることに抵抗を示す現場のリ

ーダーや介護従事者は多いという。 

センターは，学習療法を提供し始めた当初，採用を希望する介護組織には，どのような目

的で採用したいのかは重視せず，進んで学習療法を提供していた。この時，安易な気持ちで

学習療法を採用した顧客の多くは，学習療法に対する理解が浅かったこともあり，正しく実

施することができずに期待した効果を得られていなかった。また，学習の流行に乗って，学

習療法を脳トレの一種と誤解して採用した顧客の中から，学習療法を途中で中断する顧客

も出てきた。学習療法は，いつでも中断することができるので，採用する障壁が低かったの

である。センターは，このような状況が続けば，学習療法に対する間違った認識が広がって

しまい，学習療法が普及していかないだけではなく，利用者の認知症を改善することができ

ないと考えた。そこで，センターは，次の 2 点を重視するようになった。1 点目は，採用を

希望する介護組織が学習療法を正しく実施して，効果をあげていくことができる組織かど

うかを，センターが見極めるようになった。これを測定する 1 つの尺度が，何のために学習

療法を採用したいのか，という学習療法の目的である。センターは，目的がある程度明確に

なっていれば，学習療法を正しく実施して，効果をあげることができるであろうと考えてい

る。顧客が学習療法を採用した目的として，利用者の QOL を改善するような介護がしたい，

認知症の社会課題を自分たちで少しでも何とかしたい，介護職員の人材育成に活かしたい，
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などが挙げられる。しかし，人材育成のために経営者が高い意欲を持って学習療法の採用を

意思決定したある顧客は，経営が安定せず，採用後 1 年で学習療法を中断して，介護事業所

そのものを他の組織へ譲渡することになったという事例があるように，意欲が高いからと

いって，学習療法を正しく実施して継続していくことができるというわけでもないのであ

る。2 点目は，学習療法の品質を担保するために，研修会を開催するなど，センターが顧客

をサポートする体制を強化したことである。この点については，センターと顧客との関係性

について説明する次の 4.3 で詳述する。 

第 3 節でも説明したが，医療や看護などの専門職資格がなくても取り組むことができる

認知症の非薬物療法はたくさんある。例えば，音楽療法は，利用者に楽しい時間を過ごすこ

とを可能にするであろう。しかし，その効果は一時的なものに過ぎず，利用者の QOL にど

のような影響を及ぼしたのかについて検討することは難しい。学習療法は，正しく実施すれ

ば，利用者の QOL 改善につながることが科学的に明らかになっている点が強みの 1 つにな

っている。 

 

 

図 5-6 学習療法を採用して実施している顧客数の推移 

出所）筆者作成。 
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4.3 学習療法センターと顧客の関係性 

公文は，主力の教育事業として，子ども向け教室をフランチャイズ展開している。この場

合，公文は，子どもの教育および教室運営のプロとしてフランチャイジーの業績が高まるよ

うに指導し，フランチャイズ全体をガバナンスしていくことができる。しかし，学習療法は，

センターと介護組織とのライセンス契約であり，センターは介護のプロでもない。また，学

習療法は利用者の QOL を改善するツールとなるが，顧客にとっては日常介護の一部であり，

複数ある保険外サービスや保険サービスと組み合わせて実施することで，副次的効果が見

られるようになるものである。このように，ライセンス契約にもとづいた組織間関係という

制約がある中で，センターは学習療法の普及を通じて直面してきた問題を克服し，自立支援

を促進する介護のあり方へ貢献するために，顧客との関係性を変化させてきた。具体的に，

センターは，売り手と買い手という通常のライセンス契約の関係から，顧客が学習療法の品

質を改善し，効果を生み出すことを通じて利用者の QOL を改善することができるようにサ

ポートする関係へと発展させてきた。 

採用した当初から順調に学習療法を実施できる顧客は，ほとんどないという。学習療法の

実施に問題や悩みはつきものなのである。学習療法を正確に理解して，正しく実施できなけ

れば効果は出ない。効果が出なければ，学習療法を中断する顧客は増えていく。学習療法を

正しく実施して効果が出ていても，ある日突然，経営者が代わったことで，その経営者が学

習療法の効果や価値を認識していないために学習療法を中断することになる場合もある。

センターは，顧客が抱える問題や悩みすべてにアドバイスすることはできないが，これまで

多くの顧客と関わってきたことで蓄積してきた知識をもとに，顧客をサポートするように

なった。 

 センターが学習療法を提供し始めた当初は，いかに介護組織に採用してもらうかという

ことを重視していたので，採用後のサポート体制は整っていなかった。顧客から相談や質問

があっても，センターが教える立場で，顧客は教わる立場という関係にあり，センターが回

答できないものは，他の顧客のところへ見学に行くことを勧めていたという。しかし，2007

年以降に普及が加速して，顧客によって学習療法の品質に差が出るようになってからは，日

常的に顧客の施設訪問や電話，メールなどを使ったコミュニケーションだけではなく，顧客

が学習療法に関する基本的知識を習得するための研修会や学習療法の認定資格制度の設立

など，センターが学習療法の品質に深く関わる機会をつくり，学習療法のサポート体制を強

化した。このような取り組みの結果，顧客からは「以前は学習療法を広げてほしいとよく言
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われたが，最近は営業的な要素がなくなった」と話す顧客や，「センターは学習療法で困っ

た時にアドバイスしてくれて，協力関係をつくることができている」と，センターの考えや

価値観と一致し，センターを仲間であると認識する顧客が増えている。また，センターは，

顧客同士を繋げていくことを重視するようにもなった。センターは，介護現場の問題や悩み

について解決することができるのは現場であり，同じように介護現場で奮闘している者同

士こそが，お互いに共感し合い，悩みや問題に対してアドバイスすることができると考えて

いる。センターのあるエリア担当マネジャーは，顧客の経営者と日々向き合っていると，そ

の経営者がどのような考え方を持ち，どのようなことに悩んでいるのかについて把握する

ことができるという。しかし，センターとしてアドバイスできることには限界があるため，

同じような立場で，同じような考え方を持ち，同じような悩みを抱えている顧客の経営者同

士で交流することができる機会をつくろうとしてきた。センターは，このように同じような

悩みを持つ顧客同士が交流することで，仲間意識が醸成され，お互いにサポートし合う関係

へと発展し，学習療法の効果や価値を認識し合えるようになるのではないかと考えてきた

のである。 

次節では，顧客において学習療法がどのように実施され，どのような効果があげられてい

るのか，具体的な事例を通じて説明する。 

 

5. 学習療法の実施事例：社会福祉法人芦別慈恵園31 

5.1 芦別慈恵園の概要 

社会福祉法人芦別慈恵園（以下，芦別慈恵園）は，1970 年 2 月に北海道で 6 番目の特別

養護老人ホーム（特養）として開設され，2006 年 12 月に学習療法を採用した。学習療法を

採用したきっかけは，現在の施設長である川邊弘美氏が，お客様32が元気よく生活している

ようには見えず，利用者と関わることを苦手とする介護職員が多かったので，これらを克服

したいと思ったことが挙げられる。ちょうどその時，川邊氏が学習療法の説明会に参加した

ことで，採用することが決まった。 

 

31 芦別慈恵園＜http://www.ashibetsu.or.jp/＞の事例は，2019 年 10 月 24 日・25 日，2020 年 1 月 31 日・2 月 1 日に実施し

たインタビュー調査および観察の記録，ウェブサイトにアップされている 2020 年度職員研修発表会の動画にもとづく。 

32 芦別慈恵園では，入居者（利用者）を「お客様」と呼び，大切にしていることから，本節では，サービス利用者を「お

客様」と記述する。 

http://www.ashibetsu.or.jp/＞の事例は，2019年10月24日・25日，
http://www.ashibetsu.or.jp/＞の事例は，2019年10月24日・25日，
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芦別市は，炭鉱で繁栄した町で，市外から多くの労働者が移住し，最盛期は人口が約 8,000

人から約 80,000 人にまで増加した。しかし，炭鉱が閉鎖されると人口減少が加速し，2020

年 5 月末時点の人口は 12,990 人，高齢化率は 45.0%（2018 年 1 月 1 日現在）となっている。

2020 年 2 月に創立 50 周年を迎えた芦別慈恵園は，すべて自己資金を元手に設立され，当時

の職員数は 18 人，入居定員は 50 人からのスタートだった。現在の職員数は，116 人（2020

年 7 月末現在）である。芦別市には，芦別慈恵園の特養の他，ケアハウス，グループホーム，

サービス付き高齢者住宅，介護老人保健施設がそれぞれ 1 か所ずつあり，芦別慈恵園のお客

様の平均年齢は 88 歳，入居期間の平均は約 2 年となっている。近年の傾向としては，低栄

養，虚弱，持病のあるお客様が増えているという。また，高齢化が進む芦別市では，若手人

材の確保に苦労するため，芦別慈恵園はシニア人材の育成にも力を入れている。特養は，治

療ではなく，お客様の看取りを視野に入れた日常生活の場である。芦別慈恵園では，お客様

が自宅にいる時と同じように健康管理に努めることができるように，日常生活という意識

を重視している。そのため，シニア人材は，これまでの経験や知恵を活かした質の高い介護

ができるとして，期待が大きい。 

芦別慈恵園は，保険サービスに依存することなく，お客様やその家族，芦別市の高齢者の

QOL を改善するために，保険外サービスも含めて，新しい取り組みにチャレンジし続けて

いる。例えば，2018 年には，全国で初めて特養に併設されたサービス付き高齢者向け住宅

を設立し，地方における介護サービスの革新的事例として注目を集めた。また，2019 年 4 月

からは，芦別慈恵園が独自に開発した複合型在宅サービスを開始した。これは，地域密着型

の通所介護，ショートステイ，認知症対応型の通所介護，訪問介護を一体化させて提供する

新しい在宅サービスの形になっている。このようなサービスを新しく開発していくことで，

競合とは異なる強みを持つことにつながっている。 

 

5.2 特別養護老人ホームの日常介護 

芦別慈恵園では，入居時に，お客様がこれまでの日常生活と同じ感覚で過ごすことができ

るように，自宅で使用していた家具などを部屋へ持ち込めるようにし，職員はお客様とその

家族の意向を尊重しながら，看取りを迎えるまでお客様の人生と向き合うことを大事にし

ている。実際，日常生活の場としての特養を最大限活かすために，芦別慈恵園は，毎年，お

客様へ向けて数多くのイベントや行事を実施している。例えば，個別の誕生日会，お客様が

家族と一緒に自宅で過ごす機会の創出，100 歳のお祝い，晩酌の会，肉の会，盆踊り，クリ
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スマス会，などが挙げられる。これらのイベントは，職員がお客様やその家族のことを深く

理解している結果でもあり，QOL の改善につながっているといえる。 

芦別慈恵園が，このような取り組みができるようになるまでには，試行錯誤して介護サー

ビスを提供してきた多くの経験があった。措置時代から続く介護を一斉作業と捉える特養

特有の画一化されたスタイルは，介護保険制度が始まってからもしばらくの間は変わらな

かった。介護職員は，決まった時間になると一斉に作業を開始する。カートを押しておむつ

交換のために各部屋を巡回し，入浴介助はイモ洗い式だった。業務のための指揮命令系統が

明確にあり，職場は命令的な雰囲気が強かったという。認知症ケアも，現在のように自立支

援を重視したものではなく，認知症専門棟の個室は，鍵がついた畳部屋にカメラが設置され，

介護職員はモニターからお客様の様子を確認していた。介護職員は，集団介護という意識が

強く，それぞれの職員がお客様一人ひとりと関わるのではなく，誰かが対応するだろうとい

う気持ちが強かったため，介護事故を起こすこともあったという。2002 年以降，芦別慈恵

園は，このような状況を大きく変え始めた。認知症専門棟には，専門の職員を配置し，職員

は試行錯誤しながらお客様の人生と向き合うようになった。施設の環境も，お客様の生活空

間と近い環境をつくり出すために，共有スペースにキッチンやソファーを設置し，お客様が

自ら動き出したくなるように工夫した。また，お客様の個別ニーズに合ったケアプランを作

成するために，介護職員は毎日担当者会議を開いて，ケアプランの改善に努めた。 

現在，芦別慈恵園では，お客様の個別ニーズをもとにカスタマイズしたサービスを提供し

ているため，朝食（8:00），昼食（12:00），夕食（18:00），消灯（21:00）以外の一日のスケジ

ュールはそれぞれのお客様の生活リズムに合わせている。入浴や学習療法，レクリエーショ

ン，その他，芦別慈恵園のイベントや行事は，9:00～12:00，13:30～16:00 頃の時間帯に，お

客様に合わせて実施している。デイサービスは，入居とは異なり，送迎があるため，ある程

度，1 日のスケジュールが決められている。朝 8:30～9:15 頃に，お客様（1 日あたり 22～23

日）を車で迎えに行き，まずお客様の血圧などのバイタルチェックを行う。その後，入浴や

レクリエーションを行い，お客様全員で昼食の準備をする。昼食前に体操をして，昼食のあ

とは，15:00 頃まで自由時間となる。この時間に，学習療法やふまねっと，レクリエーショ

ンなど，お客様のニーズに合わせたサービスを実施する。15:00 におやつを食べ，16:30 に帰

宅するまでは園内の散歩やカラオケなどのレクリエーションをお客様の希望に合わせて，

個別に実施している。これらはすべて，お客様の自立支援に向けて，保険サービスと保険外

サービスを組み合わせたものになっている。 
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 芦別慈恵園では，学習療法を採用した 2006 年から，自立支援を通じてお客様の QOL を

改善するために，学習療法や介護技術，栄養ケア，口腔ケア，介護力向上などの委員会を設

置して，サービス品質の改善に努めている。例えば，栄養ケアは，食べて健康になること，

思い出に残る食事を考えることを意識して，お客様のニーズを考慮した栄養価の高い食事

を開発している。介護力向上は，お客様が体調を整えて元気に生活していくためにはどのよ

うにすればよいのかについて考え，水分を取る機会や運動する機会をつくり出している。こ

れらの取り組みは，芦別慈恵園独自のものであり，試行錯誤を繰り返しながら介護に取り組

んできた成果であるといえる。 

 

5.3 学習療法をツールとした介護の質の改善 

芦別慈恵園は，お客様の QOL を改善するための 1 つのツールとして，学習療法を実施し

ている（写真参照）。実際に，芦別慈恵園で学習療法に従事している介護職員は，ボランテ

ィアも含まれているため，職員数が確保できていれば，学習療法が業務の負担になることは

ないが，職員が 1 人でも減ってしまうと時間を確保するのが難しくなると話す。お客様の体

調にもよるが，1 人につき，週に 3 回以上学習療法を実施することは，ハードルが高いよう

である。 

芦別慈恵園では，組織内に学習療法委員会というチームをつくり，月に一度，学習の支援

の様子を動画に撮影して，チームメンバーで支援の工夫やあり方，お客様の現状について話

し合っている。また，お客様の変化について丹念に分析した結果を全職員に報告する機会を

つくることで，全職員が 1 人のお客様について深く理解することができ，日常介護の質の向

上につながっている。2020 年 3 月に開催された職員研修会では，次のお客様 A 氏の事例が

全職員に共有された。 

A 氏は，芦別慈恵園に入居後，悲観的な言葉が目立つようになり，昼夜逆転の生活になっ

てリズムが崩れ，気持ちが落ち着かずに苛立つことが多くなった。歩行困難な様子も見られ

た。介護職員も，A 氏は元気がなく，笑顔が減ってきたので，心配になった。そこで，介護

職員は A 氏のことを理解するために，趣味などについて調べたところ，A 氏は人と関わる

ことが好きで，編み物が趣味であることがわかった。そこで，介護職員は，月に 14 回 A 氏

の学習療法を実施する中で，学習療法開始前には A 氏と一緒に施設内を散歩して，学習療

法の前後で編み物を行うことにした。また，介護職員は，学習療法を通じた A 氏との会話

の中で，A 氏が人の役に立ちたい，話ができないことがつらいという気持ちを持っているこ
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とに気づいた。この A 氏の様子や気持ちを，介護職員は，会議を通じて，学習療法に従事

していない他の職員にも共有して，A 氏の対応について相談した。そこで，A 氏には，日常

生活の中で，食後のテーブル拭きや食器洗い，洗濯物干しなどを手伝ってもらうことにした。

手伝いのあとは，職員から A 氏に感謝の言葉をかけてもらうようにした。その後，月に一

度の学習療法の会議で，A 氏について，何がどこまでできていて，何ができていないのか，

ということについて情報を共有したところ，学習療法後に編み物をすることはできている

が，作品づくりができていないことがわかった。この会議の中で，編み物が得意なデイサー

ビスのお客様がいるので，そのお客様と一緒に作品づくりにチャレンジしてはどうかとい

う提案があった。A 氏は，週に 2 回，このお客様と一緒に編み物の作品づくりに取り組んで

いる。これらの取り組みの結果，A 氏は，悲観的な言葉が少なくなり，笑顔が見られるよう

になった。トイレに行く回数が減ったことによって，夜間に熟睡でき，歩行状態も良くなっ

たようである。 

 介護を通じて A 氏と関わる多くの介護職員が，学習療法を 1 つのツールとした会話の中

で A 氏のことを深く理解し，試行錯誤しながらも A 氏のニーズに合ったサービスをカスタ

マイズして実施していることが発見できる事例だった。このように，学習療法を通じてお客

様の変化に気づき，お客様の個別ニーズに合ったサービスを行うことで，質の高い介護とな

り，お客様の QOL は改善されていくと思われる。 

 

  

注）学習療法の様子。芦別慈恵園にて，筆者が撮影した（2018 年 9 月 29 日）。 
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6. ユーザーコミュニティと組織セットが持つネットワーク構造 

6.1 介護産業の事業者団体 

介護産業には，在宅および施設サービスごとに介護組織が加入する縦割りの事業者団体

がある。事業者団体は，産業の中に標準的な基準を確立し，製品やサービスの品質と安全性

に関するガイドラインを示すことを役割としている（Oliver, 1990）。特養は公益社団法人全

国老人福祉施設協議会（老施協），老健は公益社団法人全国老人保健施設協会（全老健）と

いう事業者団体があり，その他にも，デイサービスはデイサービス連絡会，有料老人ホーム

は特定施設事業者協議会など，多様な事業者団体が存在する。これらの団体は，それぞれの

サービスに特化した機関誌の発行や職員研修の実施，事例発表大会の企画・実行，介護保険

制度改定の情報提供を行っている。老施協であれば，特養を運営している介護組織，全老健

であれば老健を運営している介護組織が集まるので，同じ施設サービスを実施している横

のつながりが醸成され，介護組織間の人材交流などに結びつけている介護組織も見られる。

しかし，介護従事者からすれば，デイサービスに所属している場合，グループホームの集ま

りに参加することはない。グループホームの話は業務を遂行するうえで，デイサービスに必

要とされないからである。そのため，介護従事者は自らの業務に関連することにしか関心を

示さなくなり，視野が狭くなってしまう傾向にあるという。 

このように，介護産業は，サービスが異なる供給主体が多様であるにもかかわらず，事業

者団体を通じて，同じサービスを提供している介護組織同士が交流することはあっても，サ

ービスが異なる介護組織同士が，サービスを横断して交流することはほとんどないのであ

る。それゆえ，介護従事者の視野が狭くなるだけではなく，介護産業は介護のあり方や社会

課題を解決して社会を変革するようなイノベーションは起こりにくい環境にあるとも考え

られる。2018 年 6 月，介護産業の厳しい労働環境の改善など，制度・政策への提言や情報

発信を目的とした，一般社団法人全国介護事業者連盟（介事連）が設立された。介事連は，

提供しているサービスに関係なく，サービスの機能横断的に介護組織は活動に参加するこ

とが可能である。参加メンバーは，NPO よりも企業が多いように感じるが，活動の規模が

大きいため，今後の発展に期待できる。その他，地域レベルになるが，特定の介護組織だけ

では解決することができない地域課題へ対応しようと，介護組織の職員だけではなく，行政

機関の職員や地域密着型企業など，地域住民が主体となって自主的なネットワークをつく

り出して活動している地域もある。例えば，千葉県多古町の互助ネットワークが挙げられる
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33。このネットワークは，地域住民主体で，多様な地域課題にチャレンジすることを目的と

したもので，メンバーはサークル感覚の緩いつながりで活動に関わり，歩け歩け大会や居場

所づくりなどの地域イベントを行うこともある。 

 

6.2 学習療法のユーザーコミュニティにおける顧客ネットワーク 

学習療法には，組織間ネットワークの構造が異なる 2 つのタイプの組織セットがあり，顧

客が参加しているネットワーク構造によって，学習療法の定着に差が生じている。1 点目の

組織セットは，センターがすべての顧客を対象として開催する「研修会」である。研修会の

目的は，顧客が学習療法を正しく実施することができるように，センターが蓄積している学

習療法に関する基本的知識を顧客へ移転すること，顧客同士が交流するきっかけをつくる

ことである。2 点目の組織セットは，都道府県など地域ごとに複数の顧客が中心となって自

発的に学習療法に関する問題解決や品質改善を目的として活動する「研究会」である。研究

会は，2009 年に愛媛県で初めて誕生した。その後，顧客が自発的に活動する研究会の価値

が全国に広まり，2018 年 4 月現在，全国に約 40 の研究会が設立され，それぞれの特徴を活

かして活動している。 

公文といえば，フランチャイズ展開している子ども向け教室の指導者が形成する学びの

共同体が，各教室の競争力につながっているといわれるように，強みの 1 つとなっている。

センターは，顧客から，介護産業はサービスが異なる介護組織同士で交流することはほとん

どないので，学習療法のように，サービスを横断した顧客同士がネットワークをつくって交

流することは難しいのではないか，という話を聞いていた。ある時，センターのもとに，徳

島県の顧客へ愛媛県の 2 つの顧客が見学に行くことになったという情報が入ってきた。こ

の 2 つの顧客は，経営者同士が意気投合して見学に行くことを決めたようである。この見学

には，センターの社員も数名が同行した。実際の見学では，顧客同士で，学習療法に関する

情報交換に加えて，施設内を見学していると「この敷居はすごいね」と，介護経験者同士で

なければ共感し合えないような話題で盛り上がった。この様子を目にしたセンター社員は，

顧客間の交流を通じて，学習療法の価値が高まっていくのではないかと確信したという。こ

の見学会がきっかけとなって，愛媛県に全国で初めて学習療法の顧客ネットワークである

研究会が誕生した。 

 

33 『地域介護経営 5』，2018 年 5 月号，日本医療企画，14-18 ページを参照した。 
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センターの社員は介護のプロではないので，顧客に対して学習療法に関する情報提供は

できても，介護現場の状況を踏まえたアドバイスをすることは難しい。一方で，顧客は立場

が違って，学習療法を日常介護の一部として実施しているため，保険サービスとどのように

組み合わせれば効果的なのかなど，現場で試行錯誤を繰り返しながらも多くの失敗と苦労

を重ねている。学習療法は，これらがすべて共通言語となるので，特養や老健，デイサービ

ス，有料老人ホームなど，提供しているサービスは異なっても，同じような経験を蓄積し，

問題や悩みを抱えている者同士として，共通の話題で盛り上がったり，問題に対してアドバ

イスしたりすることができるのである。例えば，研究会では，「職員のモチベーションはど

のようにあげられますか？」という顧客の悩みに対して，「正しく学習療法を実施していけ

れば，職員のモチベーションもあがっていきますよ。正しく学習療法を実施するために

は・・・」と，他の顧客がそれぞれの経験を活かした多様な視点からアドバイスしている。

このようなネットワークがあれば，学習療法の実施から効果を生み出し続けることや学習

療法を正しく実施できる人材を育成することなど，1 つの顧客が単独では実現することが難

しいことであっても，克服していくことができるのである。つまり，学習療法の顧客ネット

ワークは，介護産業の事業者団体とは異なり，参加している顧客同士が自発的にコミュニケ

ーションを図り，学習療法に関する問題解決や品質改善を通じて，高齢者やその家族の QOL

を改善しようとする新しい活動であると考えられる。 
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第 6章 顧客ネットワークと学習療法の定着を媒介する信頼と知識移転に関する事例 

 

1. 顧客ネットワークと学習療法の定着を媒介する信頼と知識移転のメカニズム 

1.1 本章の目的 

本章は，顧客ネットワークが学習療法の定着に及ぼす効果について説明する妥当な論理

の 1 つとして，信頼と知識移転が考えられることを説明する。具体的に，学習療法のユーザ

ーコミュニティにおいて，顧客が参加している組織セットが持つネットワークの構造によ

って，顧客間で形成される信頼のタイプが異なり，トランザクティブ・メモリー・システム

（TMS）の形成状況が異なるため，移転される知識とその効果が異なることについて，組織

セットが持つネットワークの 3 つの事例を通じて記述する。 

本章における事例の説明は，インタビュー調査および観察，二次資料をもとに記述される

が，本研究ではリサーチ・コンテクストとして位置づけ，質的に分析して仮説を検証するも

のではない。本章で扱う事例は，学習療法のユーザーコミュニティにおける組織セットであ

る研修会，X 研究会，Z 研究会が持つネットワークであり，それぞれの事例について説明す

るために用いるデータは，次の 1.2 で詳述する。 

 

1.2 事例の説明に用いるデータ 

学習療法のユーザーコミュニティは，複数の組織セットを持ち，それぞれの組織セットが

持つネットワーク構造は多様である。第 5 章でも説明したとおり，組織セットの 1 つが，学

習療法センター（以下，センター）がすべての顧客を対象として開催している研修会である。

研修会は，1 年に一度，公文の事務所や顧客の介護事業所を会場として，全国約 200 か所で

開催され，顧客は介護事業所がある近隣の会場で研修会に参加する。本研究では，すべての

顧客が研修会に参加しているものと考える。研修会の目的は 2 点あり，1 点目は，顧客が学

習療法を実施するうえで必要となる基本的な知識を習得することで，2 点目は，地域の他の

顧客と交流するきっかけをつくることである。研修会のプログラムは，センターが顧客のニ

ーズを反映して作成しているが，学習療法に関する基本的知識の顧客への提供はセンター

が中心となって行っているため，約 30 分の顧客間の交流以外は，センターによる一方向的

なコミュニケーションになる傾向がある。すなわち，研修会は，センターを中心とする集中

型のネットワーク構造になっていると捉えることができる（図 6-1）。研修会について説明

するために用いるデータは，筆者がセンターの代表 O 氏および副代表 I 氏，広報担当者 A
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氏，その他センター社員へのインタビュー（電話インタビューを含む）を行い，研修会へ直

接的に参加することで収集したものである。インタビュー調査および観察は，2014 年 2 月

から 2020 年 4 月まで，追加の電話インタビューを含めて行った。観察の記録には，フィー

ルドノーツと写真を用いた。インタビュー調査および観察の記録は，表 6-1 のとおりである。 

 

表 6-1 インタビュー調査および観察の記録 

 

出所）筆者作成。 

実施日 方法 実施時間 担当者

1 2014.2.6 インタビュー 1時間 学習療法センター広報担当者

2 2014.5.20 インタビュー 2.5時間 学習療法センター副代表，広報担当者

3 2014.11.10 インタビュー 1時間 学習療法センター副代表，広報担当者

4 2014.11.14 観察 4時間 研修会参加

5 2014.11.16 観察 5時間 Z研究会イベント参加

6 2014.11.17 インタビュー 5時間 Z研究会リーダーS氏

7 2014.12.4 観察 4時間 研修会参加

8 2014.12.8 観察 4時間 研修会参加

9 2014.12.10 観察 4時間 研修会参加

10 2015.3.14 観察 7時間 研修会参加

11 2015.4.24 観察 6.5時間 Z研究会（勉強会，懇親会）

12 2015.7.4 インタビュー 2.5時間 学習療法センター代表，副代表，広報担当者

13 2015.10.31 観察 3時間 学習療法センターイベント参加

14 2015.11.1 観察 7時間 学習療法センターイベント参加

15 2015.11.26 インタビュー 1時間 学習療法センター広報担当者

16 2016.1.20 観察 4時間 研修会参加

17 2016.2.4 観察 5時間 研修会参加

18 2016.2.17 インタビュー 2時間 学習療法センター広報担当者

19 2016.3.25 インタビュー 2時間 学習療法センター代表，広報担当者

20 2016.4.22 観察 2時間 Z研究会（懇親会）

21 2016.4.23 インタビュー 3時間 Z研究会リーダーS氏

22 2016.6.19 観察 4.5時間 研修会参加

23 2016.8.25 インタビュー 1.5時間 学習療法センター広報担当者

24 2016.9.2 インタビュー 1時間 学習療法センター広報担当者

25 2016.9.18 観察 8時間 学習療法センターイベント参加

26 2016.10.12 インタビュー 2時間 学習療法センター代表

27 2016.10.24 インタビュー 2時間 学習療法センター広報担当者

28 2016.10.29 観察 7時間 Z研究会（勉強会，懇親会）

29 2016.10.30 観察 6時間 Z研究会イベント参加

30 2017.2.18 観察 7時間 Z研究会（勉強会，懇親会）

31 2017.2.24 インタビュー 2.5時間 学習療法センター広報担当者

32 2017.4.3 インタビュー 3時間 学習療法センター代表

33 2017.4.23 観察 3.5時間 研修会参加

34 2017.7.3 インタビュー 2.5時間 学習療法センター代表，副代表

35 2017.8.4 インタビュー 2時間 学習療法センター代表，副代表

36 2017.9.4 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

37 2017.9.7 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

38 2017.9.7 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

39 2017.9.7 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

40 2017.9.8 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

41 2017.9.8 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

42 2017.9.8 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

43 2017.9.12 インタビュー 1.5時間 学習療法センター社員

44 2017.9.13 インタビュー 2時間 学習療法センター社員

45 2017.9.15 観察 4時間 X研究会（勉強会）

46 2017.9.15 インタビュー 2時間 X研究会リーダー

47 2017.9.15 観察 2.5時間 X研究会（懇親会）

48 2018.7.14 観察 4時間 Z研究会（勉強会，懇親会）

49 2019.8.15 電話インタビュー 1.5時間 Z研究会リーダーS氏

50 2020.4.14 電話インタビュー 1時間 Z研究会リーダーS氏

51 2020.4.17 電話インタビュー 2時間 学習療法センター代表

52 2020.4.19 電話インタビュー 1.5時間 Z研究会リーダーS氏

53 2020.4.23 電話インタビュー 0.5時間 学習療法センター代表
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研修会以外の組織セットは，顧客が自発的にネットワークを形成し，学習療法の実施プロ

セスで直面した問題解決や学習療法の品質改善を目的として活動する研究会である。この

研究会は，全国に約 40 あるといわれ，それぞれの研究会に対するセンターの関わり方は異

なる。基本的には，どの研究会も顧客が中心となって運営しているが，センターの事務所を

研究会の会場として使用するなど，センターの資源提供やセンター社員の関与が大きい研

究会もあれば，センター社員が研究会開催時の受付を担当する程度で，顧客の自発性が高い

研究会もある。研究会は，顧客同士が水平的にコミュニケーションを図りながら，学習療法

に関する問題解決や品質改善に必要となるノウハウや情報を顧客間で共有や移転している

ことから，水平的相互作用型のネットワーク構造であると考えられる。本研究は，約 40 あ

る水平的相互作用型のネットワーク構造を持つ組織セットの中でも，複数の県（X 地域）を

横断して形成された X 研究会を水平的相互作用型ネットワークの代表的で典型的な事例と

して取り上げる（Siggelkow, 2007）。また，顧客同士が水平的に相互作用しているネットワ

ークの中でも，凝集性が高く，研究会が活発化している Z 県の組織セット「Z 研究会」を特

殊事例として取り上げる。Z 研究会のネットワークは，凝集型構造である。 

 X 研究会は，センターが顧客である 3 つの介護組織を結びつけ，この 3 組織が中心となっ

て 2011 年 1 月に設立された。顧客は，年に 4～6 回，センターの事務所を会場として研究会

を開催している。本研究では，2011 年 1 月時点で学習療法を持続あるいはそれ以降に採用

して 1 年以上利用している X 地域の 441 の顧客を対象とする。この対象のうち，研究会に

参加した経験があるのは 75 組織，参加した経験がないのは 366 組織である。X 研究会に参

加していないということは，研修会のみに参加していることを意味する。X 研究会の説明に

用いるデータは，2014 年 10 月から 2017 年 9 月にかけて筆者が実施した X 研究会のリーダ

ーおよびセンター社員へのインタビュー調査と観察であり，これらのデータは二次資料と

あわせて収集した。具体的に，インタビューは 2014 年 10 月から 2017 年 9 月の間に，筆者

がセンターの代表 O 氏および副代表 I 氏，その他エリア担当のセンター社員 8 名，広報担

当 A 氏，X 研究会のリーダー1 名の合計 12 名に対して，半構造化インタビューと深層イン

タビューを組み合わせたインタビュー調査を行った。観察は，筆者が X 研究会と X 地域で

行われた研修会に複数回，直接的に参加することを通じて，2014 年 11 月から 2017 年 9 月

まで行った。インタビュー調査および観察の記録は，表 6-1 のとおりである。観察を実施し

た目的は，インタビューで情報提供者が語ったことと実際の会話や行動の違いを明確化す

ること（Pettigrew, 1990），事例の現状を深く把握することである。観察の記録には，フィー
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ルドノーツを用いた。X 研究会は，2011 年 1 月から第 7 章において行う生存時間解析の分

析対象期間である 2017 年 9 月 13 日までに 30 回開催された。 

 Z 研究会は，有料老人ホームの施設長 S 氏が中心となり，その他 4 つの顧客が理事となっ

て 2013 年 4 月に設立された。Z 県の地域に介護事業所を持つ顧客は，任意参加で，年に 4

回，地域のイベントホールや顧客の介護事業所を会場として実施される Z 研究会に参加し

ている。本研究では，2013 年 4 月時点で学習療法を持続あるいはそれ以降に採用して 1 年

以上利用している Z 県の 61 の顧客を対象とする。このうち，第 7 章で行う生存時間解析の

分析対象期間である 2017 年 9 月 13 日までに 36 組織が Z 研究会に参加した。Z 研究会の説

明に用いるデータは，筆者による Z 研究会のリーダーS 氏および参加者，センター社員への

半構造化インタビューと深層インタビューおよび観察，二次資料によって収集された。具体

的に，2014 年 11 月から 2017 年 12 月にかけて筆者が実施した Z 研究会のリーダーS 氏と参

加者への半構造化・深層インタビューおよび観察，センターの代表 O 氏・副代表 I 氏・広報

担当 A 氏へのインタビュー，2019 年 8 月と 2020 年 4 月に行った S 氏および O 氏への電話

での追加インタビューである。観察は，筆者が，Z 県の顧客が参加している研修会と Z 研究

会に直接的に参加することで実施した。インタビュー調査および観察の記録は，表 6-1 のと

おりである。観察の記録には，フィールドノーツと写真を用いた。Z 研究会は，生存時間解

析の分析対象期間に 19 回開催された。 

 

2. 集中型のネットワーク構造を持つ研修会 

学習療法のユーザーコミュニティにおける組織セットの 1 つが，研修会である。センター

は，1 年に一度，すべての顧客を対象として，全国約 200 か所で地域ごとに研修会を開催し

ている。特に，センターが学習療法を実施することで顧客が得られるポジティブな効果を生

み出そうと顧客のサポートを重視していくようになってから，センターは顧客のニーズを

反映するなど，研修会のプログラムを強化してきた。研修会に参加しているのは，センター

が独自に認定している学習療法のマスター資格を有する顧客の職員である。マスターは，顧

客の介護事業所内で最大 3 名まで認定を受けることができ，組織内で学習療法に従事する

リーダーとして学習療法の運営責任を担うことになっている。 

研修会の目的は，顧客が学習療法を実施していくうえで必要となる形式化された基本的

知識すなわち陳述的知識をセンターが顧客へ提供することによって，マスターのスキルア

ップを図ることと，これまでほとんど面識のなかった顧客同士が交流する機会を創出する
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ことである。この目的を達成するために，研修会は次の 3 点について，約 3 時間かけて実施

されている。1 点目は，厚生労働省などの行政機関が発信している介護に関する最新情報の

提供である。センターは，今後の制度改定などの流れの中で学習療法をどのように位置づけ

ることができるのか，センターの考えやベクトルを示し，顧客と共有している。2 点目は，

学習療法を実施することで利用者の QOL 改善などの効果を生み出している顧客の事例紹介

である。センターは，これまで顧客とのコミュニケーションを通じて，学習療法の実施に必

要となる知識を蓄積してきた。学習療法の基本的知識が収録されたテキストは，多くの顧客

が学習療法を実施することで得てきた成果をもとに作成されている。学習療法は，顧客や利

用者の個々の状況すなわち組織の文脈に合わせて実施していくため，正解があるわけでは

ないが，センターは学習療法の形式化できる基本的知識やベストプラクティスをマニュア

ル化することで，顧客がそれらをカスタマイズして実施することを期待している。3 点目は，

グループワークを通じて，顧客同士が交流しながら，マスターのスキルアップを図っていく

ことである。グループワークは，5～6 人が 1 つのグループになって，センターが設定した

テーマをもとに進めていく。メンバーは初対面の場合が多いため，最初は自己紹介から始ま

る。テーマは，毎年異なるが，例えば，学習療法を通じて利用者の良いところを探す気づき

のポイントなどについて，それぞれの意見を共有することでマスターのスキルアップを図

っている。 

研修会は，センターと顧客との結びつきは強いが，それぞれの顧客を代表する境界連結者

同士すなわち参加者同士が交流することは初めての場合が多く，介護に関する情報と形式

化された学習療法の知識がセンターから顧客へと一方向的に提供されるコミュニケーショ

ン・パターンになっていると考えられる（図 6-1）。図 6-1 において，顧客間にコミュニケー

ションを意味する矢印がないのは，研修会における顧客同士の交流は一時的なものであり，

その後も継続して顧客同士が頻繁に交流することは少ないと考えるからである。実際，研修

会の参加者は，センターが指定したグループごとに着席するが，開始前や休憩時間に参加者

同士で会話することはほとんどない。しかし，グループワークを通じて，参加者同士が，類

似した問題や悩みを抱えていたり，提供している保険サービスのタイプが同じだったりす

ると，短期間で意気投合し，研修会後に話し込む姿や一緒に食事して帰ることを約束する様

子をいくつか目にすることができた。これは，認知的信頼が形成された結果であると解釈す

ることができるが，30 分程度のグループワークなので，深い関係性が構築できたとは言い

難い。認知的信頼の解釈に関しては，Chua, Ingram & Morris（2008）と McAllister（1995）を
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参考にした。具体的に，認知的信頼を評価する指標としては，「相手は専門的な知識を持っ

て業務に取り組んでいるか」，「相手の業績を見て，業務に対する能力を疑う理由は見当たら

ない」，「相手のバックグラウンドについてより多くのことを知ることができれば，相手によ

り関心を示す」などが挙げられる。また，グループワークの中で，ある参加者から下記のコ

メントが出されたが，他の参加者から問題を克服するための的確なアドバイスが出ること

はなかった。 

 

病院の認知症病棟なので，入院患者はみんな重度の認知症で，認知症の薬も飲んでいる。そ

のため，学習療法の効果なのか薬の効果なのか，わからないし，業務が忙しくてなかなかし

っかりと学習療法を実施できていないため，職員のモチベーションも高くなく，学習療法に

乗り気ではない1。 

 

研修会は，1 年に一度というように開催頻度が少ないため，初対面となる顧客は多く，顧

客同士でコミュニケーションする機会も少ない。そのため，グループワークのメンバーが学

習療法に関するどのような知識を持っているのかということについて他の顧客が把握して

いることはほとんどないであろう。また，顧客ネットワークといっても，研修会の場合はセ

ンターを中心とした集中型のネットワーク構造であると考えられるため，顧客間で TMS が

形成されることは現実的に難しく，上述したある参加者のコメントは，顧客の文脈に密着し

たものであり，問題を解決するための手続的知識が顧客間で移転することは難しいと思わ

れる。なお，顧客間で TMS が形成されているかどうかの判断は，Ren & Argote（2011）を参

考にした。Ren & Argote（2011）は，TMS を測定するにあたり，Lewis（2003）が示した知

識の専門化（knowledge specialization），タスクの信憑性（task credibility），タスク調整（task 

coordination）という 3 つの側面を用いた。これらについて，本研究のコンテクストに置き換

えて解釈すると，知識の専門化は，「研究会の参加者が持っている知識は，学習療法の実施

を通じてポジティブな効果を生み出すために必要であった」や「私は，どの参加者が学習療

法に関するどのような専門的知識を持っているのかについて知っている」などであり，タス

クの信憑性は「私は，他の参加者からの提案を快く受け入れてきた」や「私は，他の参加者

 

1 ある地域で開催された研修会（会場：学習療法センターの事務所）での筆者による観察記録（2016 年 2 月 4 日）にも

とづく。 
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が持っている知識や情報に依存することができた」などである。タスク調整は，「研究会は，

参加者が何をすべきかについてほとんど誤解がなかった」や「研究会は，掲げた目標を順調

かつ能率的に遂行してきた」などが TMS 形成の測定指標として挙げられている。 

 

 

図 6-1 研修会におけるコミュニケーション・パターン 

出所）筆者作成。 

 

3. 水平的相互作用型のネットワーク構造を持つ X研究会 

3.1 X研究会の概要 

X 研究会は，複数の県を横断して形成された顧客ネットワークであり，顧客同士で地理的

な距離が生じている場合もある。しかし，顧客同士がセンター主催の研修会を通じて一度は

交流した経験を持っていることや，センター社員が地道に個々の顧客同士を結びつけてき

たことによって，X 研究会は，図 6-2 のように境界連結者同士が対等で水平的な相互作用型

のネットワーク構造になっていると考えられる。X 研究会の水平的相互作用型のネットワ

ーク構造においては，凝集性が高いとはいえない。その理由は，X 研究会に参加している顧

客は，センターとのつながりは強いが，顧客同士では，つながりが強く，コミュニケーショ

ンの頻度が高いとはいえないからである。もちろん，X 研究会を中心となって運営している

一部の顧客同士は，日常的にコミュニケーションを図り，強い紐帯が醸成されているといえ
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るが，多くの顧客は地理的に距離があるため，希薄な結びつきとなっているものと思われる。

そのため，X 研究会に参加していても，顧客同士でコミュニケーションを取った経験がない

場合もある。これらを踏まえ，図 6-2 では，強い紐帯は実線で示されているが，希薄なつな

がりは点線で，コミュニケーションがない関係性は無印で示されている。 

 本研究が第 7 章において生存時間解析の分析対象とする X 地域の 441 組織のうち，X 研

究会に 2 回以上参加しているのは 75 組織である。X 研究会に参加した経験がある顧客の中

には，一度は見学を目的として参加しても，2 回目以降は参加しない場合もあるため，本研

究では 2 回以上参加している顧客を X 研究会に参加している顧客と考えた。顧客が X 研究

会に参加している理由は，センターの後押しを受けたことや，研修会で知り合った顧客から

の誘いなど多様である。一方で，X 研究会に参加したくても，組織内部の事情や保険サービ

スに関わる業務が忙しくて参加できない顧客や，参加していたけれども組織の経営者が代

わったことで参加することができなくなった顧客など，X 研究会に参加しない理由もさま

ざまである。X 研究会は，顧客同士の自発的な学習の場であるが，センターが，事務所を会

場として貸し出したり，X 研究会当日の受付を担当したりと，運営面で大きくサポートして

いる。X 研究会に参加している 75 組織の平均的な参加頻度は, 分析対象期間に開催された

全 30 回のうち，6.32 回で，参加回数が最も多いのは，27 回参加した X 研究会のリーダー的

な顧客である。 

 

 

図 6-2 X 研究会における顧客間のコミュニケーション・パターン 

出所）筆者作成。 
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X 研究会は，毎回，約 3 時間かけて，学習療法の事例発表およびグループワークを行う勉

強会と，忘年会などのイベントとして時々，懇親会を開催している。表 6-2 は，X 研究会に

おける勉強会の参加人数，参加組織数，参加している法人の内訳を示している。介護組織を

運営している法人は多様であり，主に，社会福祉法人，医療法人，株式会社に分けることが

できる。社会福祉法人は，特別養護老人ホーム（特養）やデイサービス，ショートステイな

どを展開し，医療法人は介護老人保健施設（老健）やデイサービス・デイケアを展開してい

る。特養は，要介護 3 以上で看取りまで行うことを目的とし，老健は在宅復帰を目指す。こ

れらの施設サービスを株式会社が行うことはできない。株式会社は，有料老人ホームやデイ

サービスを展開している。つまり，法人のタイプによって，介護組織の運営方針や経営戦略

は異なることが考えられる。例えば，株式会社は保険外サービスに意欲的であろうし，医療

法人は医師が組織所有者となって運営しているため，保険サービスとの相乗効果が期待で

きれば保険外サービスにも関心を示すであろう。社会福祉法人は，近年，地域貢献が重視さ

れるようになったため，保険サービスに依存することなく，保険外サービスを取り入れてい

こうとするのではないかと思われる。表 6-2 より，参加者の構成において，研究会が設立さ

れた当初は，社会福祉法人の割合が大きかったが，2015 年以降は株式会社の割合が大きく

なり，社会福祉法人・医療法人と株式会社の割合が半々という構成になっている。表 6-3 は，

懇親会の状況を表している。X 研究会の懇親会は，忘年会などイベントとしての要素が強

く，2011 年に 2 回，2013 年に 1 回，2016 年に 1 回開催といったように，開催状況にばらつ

きが見られる。この懇親会においても，社会福祉法人・医療法人の割合と株式会社の割合は

ほぼ同じという傾向が見られる。すなわち，表 6-2 と表 6-3 より，組織の方針や経営戦略と

して学習療法を重視する傾向にある顧客が X 研究会に参加しているとは限らず，X 研究会

は学習療法に対して多様な捉え方をしている顧客が参加しているといえる。 

 

 

表 6-2 X 研究会（勉強会）の参加人数，参加組織数，参加法人の内訳 

 

2011.1.14 2011.2.11 2011.3.22 2011.4.11 2011.7.22 2011.10.17 2011.12.19 2012.2.22 2012.4.24 2012.7.11

41 23 12 16 33 30 42 48 34 44

27 18 10 13 23 16 23 34 24 28

社会福祉法人 66.7% 55.6% 60.0% 61.5% 47.8% 75.0% 65.2% 73.5% 70.8% 67.9%

医療法人 18.5% 16.7% 10.0% 7.7% 13.0% 6.3% 17.4% 8.8% 8.3% 7.1%

株式会社 14.8% 27.8% 30.0% 30.8% 39.1% 18.8% 17.4% 17.6% 20.8% 25.0%

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

参加内訳

5回 6回 7回 8回 9回 10回勉強会 実施回 1回 2回 3回 4回
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出所）筆者作成。 

 

表 6-3 X 研究会（懇親会）の参加人数，参加組織数，参加法人の内訳 

 

出所）筆者作成。 

 

3.2 センターが媒介者となって形成された顧客間の信頼が基盤となった TMS 

X 研究会に参加している顧客は，上述したとおり，特養や老健，デイサービスなどを運営

している介護組織で，介護サービスの供給主体も社会福祉法人や医療法人，株式会社などさ

まざまである。従来，これらの介護組織がコア・サービスや組織の境界を越えて交流するこ

とはほとんどなかった。しかし，顧客は，学習療法を共通基盤として，センターが媒介者と

なり，それぞれの顧客を代表する境界連結者同士でコミュニケーションすることを実現し

ている。このような学習療法を共通基盤とした顧客ネットワークは，介護産業の中でも特殊

な活動であると考えられる。 

 

このネットワークで知り合った仲間というのは，デイサービスや特養，有料老人ホームなど，

さまざまな事業体がある中，みんな学習療法という共通の話題で話すことができるんです

よ。その当時，不思議だねとみんなで言っていました。普通われわれの業界というのは，デ

イサービス連絡会とか，居宅支援の連絡会とか，ケアマネの連絡会とか，地域包括の連絡会

2012.9.21 2013.1.24 2013.6.7 2013.9 2013.12 2014.1 2014.9 2015.1回 2015.6.12 2015.7.27

29 44 42 14 21 28 26 27 26 20

12 20 25 5 12 25 15 15 15 13

社会福祉法人 75.0% 50.0% 72.0% 60.0% 58.3% 36.0% 46.7% 33.3% 40.0% 46.2%

医療法人 8.3% 10.0% 4.0% 0.0% 0.0% 16.0% 20.0% 13.3% 6.7% 7.7%

株式会社 16.7% 40.0% 24.0% 40.0% 41.7% 48.0% 33.3% 53.3% 53.3% 46.2%

勉強会 実施回

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

参加内訳

17回 18回 19回 20回11回 12回 13回 14回 15回 16回

2015.9.3 2015.10.8 2015.11 2016.3 2016.7.6 2016.8.24 2016.10.7 2016.12 2017.3.13 2017.5.23

32 34 28 35 32 36 31 35 43 36

16 20 16 25 13 23 16 24 27 13

社会福祉法人 37.5% 30.0% 43.8% 24.0% 30.8% 30.4% 37.5% 33.3% 25.9% 23.1%

医療法人 6.3% 20.0% 25.0% 28.0% 15.4% 26.1% 12.5% 8.3% 25.9% 38.5%

株式会社 56.3% 50.0% 31.3% 48.0% 53.8% 43.5% 50.0% 58.3% 48.1% 38.5%

参加内訳

勉強会 実施回

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

29回 30回23回 24回 25回 26回 27回 28回21回 22回

2011.7.22 2011.12.19 2013.1.24 2013.12 2016.12

21 24 34 13 11

11 8 14 9 8

社会福祉法人 63.6% 62.5% 50.0% 55.6% 37.5%

医療法人 9.1% 25.0% 7.1% 0.0% 12.5%

株式会社 27.3% 12.5% 42.9% 44.4% 50.0%

参加内訳

12回 15回 28回

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

懇親会実施回 5回 7回
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とか，いわゆる縦割り的な感じで区切られた仲間同士の会というのは結構あるんですけど，

横断的につなぐような勉強会というのはあまりないんですよ。例えば，デイサービスに所属

していたとしても，グループホームの研修会があるよとなっても行きたいとは思わない。だ

って，グループホームの話でしょとなる。デイサービスに関係ないもん。デイサービスに関

係することであれば，行かなければならないかなとなる。なぜか，学習療法を実施している

施設は，このような意識がないんですよね2。 

 

X 研究会は，すでに研究会を立ち上げて活動していた愛媛の研究会を模倣して，センター

社員の提案で設立された。X 研究会が設立された当初，参加者は積極的に発言することはな

く，グループワークも活発化しなかった。グループワークの司会となった参加者は，意見が

出なくて困ったら，この参加者とこの参加者を指名すれば，何かは答えてくれるはず，とい

うアドバイスをセンター社員から受けていたほどである。また，参加者の施設見学会を持ち

回りで実施していこうとなったが，一度は実施されたものの，それ以降は続かなかった。そ

の後，センターからの提案で，X 研究会は，学習療法の開発の中心を担った東北大学の川島

隆太氏の講演会をイベントとして開催することになった。そこで，このイベントの準備から

実施までを，X 研究会の参加者が協力して進めることになった。最初は，ほとんど意見が出

ることはなく，多くの参加者は協力的ではなかったというが，準備を重ねて，4～5 回目の

会合の際に，講演会当日の運営にどのくらいの人手が必要となるのか，車いすは必要か，な

ど積極的な発言が出るようになり，当日の役割分担も明確になった。センター社員は，この

イベントの準備から実施までを通じて，顧客同士が顔の見える関係となり，この仲間ならば

何を言っても許してもらえると思えるようになったのではないかと考えている。つまり，他

者の能力や振る舞いなどを信頼する認知的信頼が，参加者間で形成されたと解釈すること

ができる。また，それと同時に，誰がどのような立場にいて，どのようなことを知っている

のか，どのようなアドバイスをしてくれそうか，ということが参加者間で共有され，少しず

つ TMS が形成されてきたのではないかと考えられる。 

介護のプロフェッショナルとはいえないセンターが，顧客に対してアドバイスできるこ

とには限界がある。センターは，同じような立場で，同じようなことに悩みや問題を抱えて

いる顧客同士を結びつけていくことを重視している。例えば，この顧客の経営者とこの顧客

 

2 学習療法センターのエリア担当者 J 氏へのインタビュー（2017 年 9 月 12 日）より。 
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の経営者は，経営者という立場が同じで，学習療法に対する考え方や抱えている問題が共通

しているので，お互いにアドバイスし合える関係をつくれれば，学習療法の効果や価値を確

信することができるのではないかと考えている。 

 

センターと施設さんは縦の関係だとして，ネットワークというのは横の関係じゃないです

か。センターも介在するけれども，施設同士だから，縦糸と横糸のような関係で強くなって

いきますよね。施設は，私たち以上にいろんな介護だとかいうものが存在しているところな

ので，本質的なところで話し合えるし，その中で学習療法をどのように生かしているのかと

いうことになるので，横で連携していくと強くなっていくというのが，ネットワークですよ

ね3。 

 

このように，センターが媒介者となって，顧客が X 研究会に参加するようになり，顧客

間のコミュニケーションが促進される。その結果，認知的信頼が形成されて TMS が形成さ

れていると考えられる。 

 

3.3 水平的相互作用型構造における TMSを通じた顧客間の知識移転 

顧客間の水平的相互作用型ネットワーク構造のもとで発達した TMS は，X 研究会の事例

発表とグループワークを通じて機能し，顧客間で学習療法に関する問題解決や品質改善に

必要となるノウハウや情報の移転を促進している。 

X 研究会に参加している顧客は，毎回の勉強会において 5～6 名が 1 つのグループとなっ

た席に座る。グループ編成は，参加者の所属先や業務，経歴，学習療法のキャリアなどを考

慮して，できるかぎりグループワークを通じて，学習療法に対する理解が深まるように工夫

されている。X 研究会に複数回参加している者同士は，認知的信頼が形成されているため，

事例発表やグループワークが始まる前から，近況報告や情報交換などを積極的に行ってい

る。 

 事例発表は，毎回 2～3 の顧客が代表して，学習療法を実施してきた成果について発表す

る。発表者は，事前にセンターから依頼する場合もあれば，顧客から立候補する場合もある。

発表するテーマは，学習療法を通じて介護職員がどのように成長してきたのか，利用者の

 

3 学習療法センターのエリア担当者 Y 氏へのインタビュー（2017 年 9 月 13 日）より。 
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QOL がどのように改善してきたのかなど，幅広い。事例発表は，発表者による一方向的な

知識の提供となるが，これまで何度かコミュニケーションしてきた経験がある参加者もい

るため，そのような参加者は，介護現場の文脈を理解しながら，学習療法の効果を生み出す

ための知識を習得していると考えられる。事例発表は，ベストプラクティスの共有が主な目

標とされているが，パワーポイントのスライドや動画を用いて行われるため，陳述的知識が

多く移転されていると思われる。 

グループワークは，参加者の所属や立場，職種などに関係なく，対等な関係で，現在直面

している問題や悩み，成功体験・失敗体験を共有する。例えば，人手不足だから学習療法を

実施できないのではなく，人材不足だけれども何とかならないかという姿勢で，参加者同士

でアドバイスする。また，学習療法には，「笑顔を引き出す」という共通言語がある。セン

ターは，「学習者の笑顔を引き出すためには，どのように学習療法を実施すればよいのか」

ということをテーマに掲げ，顧客に発信している。そのため，グループワークでは，学習者

の笑顔を引き出した事例がトピックとなって，それぞれの体験談を語り合うこともある。介

護職員は，24 時間 365 日，チームをつくって介護にあたっている（田中・栃本, 2011）。学

習療法も同様に，組織内でチームをつくって取り組まなければ，効率的に学習療法を実施す

ることは難しい。楽しそうではない学習者から笑顔を引き出すためにはどうすればよいの

か，なぜ学習療法の効果が出ないのかということについて，チームで考える。 

学習療法を採用した当初から順調に実施して，ポジティブな効果を生み出し続けること

ができている顧客は少ないという。学習療法のチームで試行錯誤しても解決することがで

きない問題は多いのである。そこで，X 研究会に参加し，グループワークを通じて，参加者

が自身の体験を語ることの価値は高い。「私は，このような学習者に対して，このように学

習療法を実施しているけれども，うまくいかない」。「私も，同じような学習者に学習療法を

実施しているけれども，このようにやってみたら，笑顔になった」。このようなコミュニケ

ーションは，現場で学習療法を実施している者同士が直接経験談を共有するからこそ，共感

が起こるのである。 

 

センター社員は，介護のプロではないので，学習療法という切り口の中でしか顧客と話をす

ることができない。しかし，顧客同士は立場がまったく違って，学習療法は介護の一部の手

法ということで取り入れているだけだから，介護の大変さ，苦労の中でどのように学習療法

をやっていくのか悩ましい点をお互いに出し合える。そして，こんなことに困っているんだ
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けど，お宅はどうしているの，みたいなことを自由に話ができる。その刺激をもらって，こ

れが足りなかったということを，グループワークを通じて気づくことができる4。 

 

このように，学習療法や介護の文脈に即した体験の共有やアドバイスは，手続的知識であ

ると考えられ，センターは持っていない。センターが持っている知識は，学習療法の理論と

顧客が学習療法を実施することでセンターへ伝えてきた言語化できる陳述的知識である。

類似した経験を持っている参加者同士だからこそ，文脈に密着した粘着性の高い知識であ

ったとしても他の顧客へと移転することができ，アドバイスを受けた顧客は，そのアドバイ

スを理解して，学習療法を実施する際に活かすことができるのではないかと考えられる。し

かし，このような参加者は X 研究会の中でも，参加頻度が高く，他の多くの参加者とのコ

ミュニケーションが豊富な一部の顧客に限定されるであろう。X 研究会は，広域にわたるネ

ットワークであり，リーダー的存在の顧客であったとしても，他のすべての顧客とコミュニ

ケーションした経験があるわけではない。すなわち，認知的信頼は形成されても，感情的信

頼が形成されている顧客同士は一部であり，グループワークを通じた知識移転も，陳述的知

識にとどまっている顧客が多いのではないかと思われる。 

 

3.4 X研究会への参加を通じた学習療法の定着 

X 研究会に参加している顧客は，学習療法に意欲を持って取り組み，学習療法を実施する

ことによって生み出されるポジティブな効果を認識しているからこそ，学習療法が定着し

ているとも考えられるが，学習療法を実施することに対する意欲がない顧客あるいは意欲

が下がっている顧客が，X 研究会に参加したことをきっかけに学習療法の効果に対する認

識を変え，定着へとつなげている事例もある。次に紹介する顧客の経営者は，あるセンター

社員が施設訪問した際に，学習療法を中断する可能性が高いという相談を持ち出した。 

この顧客には，学習療法に意欲的に取り組んでいた介護職員が 1 名いる。経営者も学習療

法の効果を信じて採用することを決定した。しかし，介護現場は，日常業務が忙しく，学習

療法の時間を捻出することができなくなった。あまりの忙しさに，経営者も介護職員に対し

て学習療法を実施する時間をつくるように強制することができない。どうすればよいのか

と悩み，この顧客は学習療法を中断しようと考え，センター社員に相談したのである。この

 

4 学習療法センターのエリア担当者 Y 氏へのインタビュー（2017 年 9 月 13 日）より。 
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顧客は，翌年，X 研究会に参加した。参加したのは，現場の介護職員である。介護職員は，

X 研究会に参加して，どのように学習療法を支援すれば効果が出るのかについてアドバイ

スを受けたことによって，学習療法について理解を深めることができたようである。また，

アドバイスどおりに学習療法を実施したところ，効果が見えるようになった。その結果，組

織内で学習療法を希望する利用者も増え，学習療法を実施することの大切さを認識するこ

とができ，この顧客はその後も学習療法を継続的に利用している。 

X 研究会に参加している顧客の中には，コミュニケーションを通じて，介護のあり方や介

護人材の育成方法などについて共通した介護感を持っている場合がある。同じ介護感があ

ることで，学習療法や介護について，参加者同士で問題や問題意識の持ち方も類似してくる。

学習療法の効果を生み出そうと介護現場で試行錯誤した経験があれば，参加者同士でこの

ような介護感を共有することが容易なのであろう。このような介護感が，TMS を通じて手

続的知識の移転を可能にし，類似した経験を持った経験者からのアドバイスであるため，す

ぐに実施の中で活かすことができるのではないかと考えられる。また，X 研究会に参加する

と，問題や悩みを解決することができて，元気な姿で業務に打ち込むことができると話す参

加者もおり，X 研究会に参加することは，学習療法の価値を再認識するきっかけにもなって

いると思われる。 

 

 第 4 節では，顧客間で水平的に相互作用する凝集型のネットワーク構造を持つ Z 研究会

について説明する。X 研究会との違いは，研究会参加者の自発性が高く，参加者はセンター

からのサポートを得つつも，自律して活動していることに加え，勉強会のあとには毎回懇親

会を開催し，一年に一度外部向けのイベントを顧客同士で協力して実施するなど，顧客間で

関係性の質を高めるための機会が多く設けられていることが挙げられる。 

 

4. 凝集型のネットワーク構造を持つ Z研究会 

4.1 Z研究会の概要 

Z 研究会は，Z 県の顧客が自発的に集まった凝集型のネットワーク構造を持つ組織セット

で（図 6-3），2013 年 4 月に，センターの協力を得ながら，有料老人ホームの施設長 S 氏を

中心として，その他 4 つの顧客が理事となって設立された。Z 研究会の目標は，地域に学習

療法を正しく実施する顧客を増やして，地域全体の介護の質を向上させていくことである。

このような目標が立てられた理由は，2 点ある。1 点目は，Z 研究会に参加している多くの



111 

 

顧客が，学習療法を実施することで，高齢者やその家族の QOL が改善することを確信して

いるからである。認知症の予防や改善を目的とした非薬物療法は数多く開発されているた

め，介護組織は自らが良いと判断した療法を取り入れる。Z 研究会のリーダーである S 氏

は，「さあどっちが良いのとなった時に，本当に楽しくて，その時だけではなく，日常生活

が今よりも改善される，豊かになる，良くなるほうを選ぶ5」と考え，学習療法も正しく実

施すれば，必ずこのような効果が出るので，そのために必要な知識を習得することを重視し

ている。2 点目は，地域住民のニーズに応えていくためである。Z 研究会は，学習療法の他

の研究会とは異なり，独自に学習療法のイベントを企画して，Z 研究会の参加者で協力しな

がらイベントを実施している。以前，実施した地域住民向けのイベントでアンケートを取っ

たところ，「学習療法はどこへ行けばできるのか」，「親の認知症のことで困っている」とい

うコメントが多かったという。S 氏は，自信を持って，「お住まいの近くのこの施設へ行け

ば学習療法ができます」とアドバイスしたかったが，そう言えるほど，学習療法は普及して

いないし，必ずしも，顧客が質の高い学習療法を実施しているとも限らなかった。 

この目標を達成するために，Z 研究会の参加者は，学習療法や介護に関する基本的な知識

から高度な知識までを共有し，学習療法の問題解決や品質改善を通じて，学習療法の効果を

生み出そうとしている。センターは，Z 研究会の参加者と対等な立場で参加し，受付や介護

に関する最新の情報提供など，運営面でのサポートをしている。Z 研究会の設立に携わった

理事メンバーの 1 人は，「より良い施設でなければ生き残れなくなってきている。だから，

みんな一生懸命がんばりましょう」と参加者を激励している。Z 県の 61 組織のうち，分析

対象期間に Z 研究会へ 2 回以上参加したのは，25 組織である。図 6-3 においても示されて

いるように，Z 研究会に参加している顧客同士は，強い紐帯で結びついているといえる。 

 研究会は，主に次の 2 つの取り組みから構成されている。1 点目は，学習療法の事例発表

とグループワークを行う「勉強会」で，2 点目は，勉強会後に食事をしながら介護や学習療

法の思いについて自由に語り合う「懇親会」である。これらの様子をイメージすることがで

きるように，以下に，筆者が Z 研究会に参加することで撮影した写真を示した。勉強会に複

数回参加している顧客の約 7 割が，懇親会にも参加している。Z 研究会は，第 7 章で行う生

存時間解析の分析対象期間に全 19 回開催され，参加頻度の平均は，勉強会 5.28 回，懇親会

 

5 Z 研究会 S 氏へのインタビュー（2016 年 4 月 23 日）より。 
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5.55 回であり6，Z 研究会のリーダー組織は 100%の参加，そのほか設立に関わった理事メン

バーである顧客の出席率もほぼ 100%に近い出席率となっている。 

 

 

 

 

図 6-3 Z 研究会における顧客間のコミュニケーション・パターン 

出所）筆者作成。 

 

表 6-4 と表 6-5 は，X 研究会と同様に，それぞれ Z 研究会における勉強会と懇親会の参加

人数，参加組織数，参加している法人の内訳を示している。Z 研究会では，X 研究会とは異

なり，顧客の経営者が Z 研究会に出席しているデータも収集することができたので，経営

者の出席状況も反映した。なぜ経営者が重要なのかというと，経営者が境界連結者として研

究会に参加しているということは，それだけ学習療法に熱心に取り組んでいることを示し

ていると考えられるからである。逆に，境界連結者として現場リーダーや現場の介護職員が

研究会に参加していたとしても，経営者が参加していない場合には，組織の方針や経営戦略

として学習療法に熱意があるとは限らないということが考えられる。Z 研究会は，約 40 あ

る研究会の中でも，経営者が出席している顧客が多いとセンターは指摘している。それでも，

 

6 Z 研究会に参加した顧客組織数および参加者数の詳細は，勉強会：平均 10.61 組織／28.28 人，懇親会：平均 6.65 組織

／19.53 人である。1 組織につき複数名で参加する場合が多い（ただし，第 2 回懇親会，第 4 回勉強会・懇親会に関する

データは欠損している）。 
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経営者が出席している顧客の割合は，全体の約半分程度であることがわかる。理事メンバー

は，顧客の経営者であるため，ほぼ毎回出席している。表 6-5 は，懇親会の状況を表してい

るが，懇親会になると出席している経営者の割合は大きくなっているといえる。また，Z 研

究会は，社会福祉法人，医療法人，株式会社がほぼ均等に参加していると考えられる。以上

より，X 研究会と同様に，組織の方針や経営戦略として学習療法を重視する傾向にある顧客

が Z 研究会に参加しているとは限らず，多様な目的を持った顧客が Z 研究会に参加してい

るといえる。 

 

 

表 6-4 Z 研究会（勉強会）の参加人数，参加組織数，参加法人の内訳 

 

 

出所）筆者作成。 

 

表 6-5 Z 研究会（懇親会）の参加人数，参加組織数，参加法人の内訳 

 

2013.4.21 2013.6.27 2013.9.11 2013.12.7 2014.2.12 2014.4.19 2014.7.12 2014.10.18 2015.2.13 2015.4.24

15 17 23 N/S 26 33 28 19 16 27

8 8 10 N/S 11 11 11 9 8 15

社会福祉法人 50.0% 50.0% 60.0% N/S 54.5% 54.5% 36.4% 33.3% 37.5% 33.3%

医療法人 25.0% 25.0% 20.0% N/S 27.3% 27.3% 36.4% 33.3% 37.5% 26.7%

株式会社 25.0% 25.0% 20.0% N/S 18.2% 18.2% 27.3% 33.3% 25.0% 40.0%

5 5 6 N/S 5 6 6 5 3 8

62.5% 62.5% 60.0% N/S 45.5% 54.5% 54.5% 55.6% 37.5% 53.3%

管理者出席組織数

管理者出席割合

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

参加内訳

6回 7回 8回 9回 10回勉強会 実施回 1回 2回 3回 4回 5回

2015.7.25 2015.9.26 2015.12.26 2016.2.6 2016.4.18 2016.7.9 2016.10.30 2017.2.18 2017.4.15

30 27 23 29 27 50 32 33 36

12 12 10 13 12 17 11 17 14

社会福祉法人 50.0% 25.0% 50.0% 30.8% 33.3% 41.2% 54.5% 29.4% 42.9%

医療法人 25.0% 50.0% 20.0% 30.8% 33.3% 41.2% 9.1% 41.2% 21.4%

株式会社 25.0% 25.0% 30.0% 38.5% 33.3% 17.6% 36.4% 29.4% 35.7%

8 6 6 7 7 9 9 6 9

66.7% 50.0% 60.0% 53.8% 58.3% 52.9% 81.8% 35.3% 64.3%

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

参加内訳

管理者出席組織数

管理者出席割合

勉強会 実施回 18回 19回12回 13回 14回 15回 16回 17回11回

2013.4.21 2013.6.27 2013.9.11 2013.12.7 2014.2.12 2014.4.19 2014.7.12 2014.10.18 2015.2.13 2015.4.24

13 N/A 23 N/A 13 23 20 9 7 15

7 N/A 9 N/A 7 8 7 4 4 7

社会福祉法人 42.9% N/A 55.6% N/A 42.9% 50.0% 42.9% 25.0% 25.0% 42.9%

医療法人 28.6% N/A 22.2% N/A 28.6% 25.0% 28.6% 25.0% 50.0% 14.3%

株式会社 28.6% N/A 22.2% N/A 28.6% 25.0% 28.6% 50.0% 25.0% 42.9%

5 N/A 6 N/A 5 6 6 3 2 6

71.4% N/A 66.7% N/A 71.4% 75.0% 85.7% 75.0% 50.0% 85.7%

参加組織数（組織）

参加内訳

管理者出席組織数

管理者出席割合

実施日

参加人数（人）

10回4回 5回 6回 7回 8回 9回懇親会実施回 1回 2回 3回
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出所）筆者作成。 

 

  

事例発表（2017 年 2 月 18 日）。筆者撮影。        グループワーク（2017 年 2 月 18 日）。筆者撮影。 

 

  

グループワーク（2018 年 7 月 14 日）。筆者撮影。     懇親会（2016 年 10 月 29 日）。筆者撮影。 

 

 

4.2 顧客間の感情的信頼が促進する TMS 

Z 研究会は，参加している顧客の交代制で，顧客の介護事業所や Z 県のイベントホールを

2015.7.25 2015.9.26 2015.12.26 2016.2.6 2016.4.18 2016.7.9 2016.10.30 2017.2.18 2017.4.15

23 14 11 17 13 37 18 17 20

8 5 5 7 6 10 9 7 9

社会福祉法人 50.0% 40.0% 60.0% 28.6% 50.0% 60.0% 44.4% 42.9% 55.6%

医療法人 12.5% 20.0% 20.0% 14.3% 16.7% 20.0% 11.1% 14.3% 22.2%

株式会社 37.5% 20.0% 20.0% 42.9% 33.3% 20.0% 44.4% 42.9% 22.2%

6 4 4 5 4 5 9 5 6

75.0% 80.0% 80.0% 71.4% 66.7% 50.0% 100.0% 71.4% 66.7%管理者出席割合

懇親会実施回

実施日

参加人数（人）

参加組織数（組織）

参加内訳

管理者出席組織数

16回 17回 18回 19回11回 12回 13回 14回 15回
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会場として行われている。顧客の介護事業所が会場となる場合には，勉強会前に 30 分～1

時間かけて施設見学が行われることがある（写真参照）。施設見学は，施設の現状をありの

ままに開示することになるため，顧客同士の関係性がオープンとなり，結びつきが強まると

いう。勉強会は，S 氏やセンターが指定した 5～6 人のグループに分かれて着席するが，参

加者は過去に交流した経験があるため，休憩時間や勉強会終了後にも自発的に会話してい

る。これは，参加者間で認知的信頼が形成されている証拠であると考えられる。 

事例発表は，参加者の立候補制で，毎回 3～4 の顧客が学習療法の取り組みやその成果に

ついて発表し，グループワークでは，それぞれの参加者が抱えている学習療法に関する問題

や悩みについて約 1 時間かけて共有する。Z 研究会では，参加者に対して，施設内では解決

することができない問題や悩みについて深く考えた上で参加することを促している。問題

を持って参加すれば，事例発表やグループワークを通じて，問題解決や解決のためのヒント

を得られる可能性が高いからである。S 氏は，学習療法は学べば学ぶほど奥が深いものなの

で，事例発表を通じて「ああいう施設になりたい」と思って学習療法に取り組むこと，相互

に切磋琢磨し合うこと，尊敬し合うことが大事であると考えている。Z 研究会が設立されて

約 3 年が経った頃に S 氏は，次のことに気づいた。 

 

各々が自分のところで学習療法を正しく実践して，やっぱり学習療法は正しかったんだ，効

果がこれだけあるんだ，これはすごいなと自信を持って Z 研究会に臨んでくれて，ちゃん

とやっている。ただ発表してねと言われて何か取って付けたようなものを持ってきたって

誰も感動しないから信頼とかないんだけど，ちゃんとやってちゃんと発表したところは，み

んなからすごい信頼を受けるんですよね。やっぱりそういう研究会なので，徐々に徐々に信

頼関係は強まっているなあって，これは丸 3 年経って非常に感じるところですね7。 

 

 この事例発表を通じた，顧客間のコミュニケーションは，他者の能力を高く評価し，双方

で学習療法を共に努力しながら取り組んでいる意識を共有することにもつながるため，認

知的信頼の水準を高めることになると思われる。また，グループワークでは，学習療法を中

断する危機に直面した参加者が，どのようにそれを乗り越えてきたのか，これまでの経験を

共有する場面も見られた。参加者は，自らのこれまでの経験やそれに基づく知識と重ね合わ

 

7 Z 研究会 S 氏へのインタビュー（2016 年 4 月 23 日）より。 
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せ，コメントやアドバイス，新たなエピソードを積極的に発信している。Z 研究会には，有

料老人ホームや老健，特養など，多様な顧客が参加している。しかし，学習療法従事者のモ

チベーションが上がらないなど，抱えている問題や悩みは共通していることが多い。その問

題に対して，他の参加者は「正しく学習療法を実施していれば，必ずモチベーションは上が

るよ」とアドバイスすることができる。実際に，アドバイスどおりに学習療法を実施してみ

ると，その参加者は，アドバイスどおりのポジティブな効果を生み出すことができるのであ

る。このような深いコミュニケーションを通じて参加者間で醸成された共感や仲間意識を

もとに感情的信頼が形成され，その結果として TMS が形成されていると考えられる。感情

的信頼の解釈に関しては，認知的信頼の解釈と同様に，Chua et al.（2008）と McAllister（1995）

を参考にした。感情的信頼を評価する指標としては，「私たちは自由にアイデアや希望，夢

を共有することができる」，「もし私が直面している問題や困難を共有したならば，その相手

は前向きに反応してくれると思う」などが挙げられる。ある参加者は，下記のように話して

いた。 

 

研究会の大きなメリットは，自分の施設の良いところと悪いところを発見するよい機会に

なること。介護・福祉施設はハコがあって，その中でしか働かないので視野が狭いし，自分

の施設のことしか知らない。だから，研究会に参加することで，自分の施設の強みや課題を

明確にでき，成長のための知識を得ることができる。職員も成長する8。 

 

また，Z 研究会では，施設の経営者からの理解を得ることができず，学習療法を継続する

ことが難しいという問題を抱えた参加者を親身にサポートしている。具体的なエピソード

は，次のとおりである。Z 研究会に参加している顧客 C（以下，C 組織）は，老健で，経営

者が学習療法に理解を示していないため，現場リーダーが休日を利用して自主的に Z 研究

会に参加している。この現場リーダーは，Z 研究会に参加して学んだことを経営者に伝えて

いるが，理解を示してもらえず，学習療法の継続が難しくなっているという。そこで，S 氏

は，一度，C 組織を会場にして Z 研究会を開催することで，経営者に学習療法の価値を認識

してもらおうと，直接その経営者に会場として施設を貸してもらう許可を得た。Z 研究会当

日は，C 組織からも多くの介護職員が勉強会に参加した。その後も，経営者は学習療法に対

 

8 Z 研究会参加者へのインタビュー（2016 年 10 月 30 日）より。 
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して理解を示していないようであるが，現場リーダーは Z 研究会に参加して，利用者の QOL

が改善していくように学習療法の効果を生み出すために必要な知識を習得している。Z 研究

会の参加者同士におけるこのような支援する，支援されるという関係性は，感情的信頼が形

成されているからこそ可能になることであると考えられる。S 氏や理事メンバーは，経営者

の思いつきや交代で学習療法を中断せざるを得なくなる参加者もいるため，そのような状

況になった時に，Z 研究会として，学習療法を継続して実施できるようにサポートしていく

ことも大事にしている。 

 

 

 

施設見学（2018 年 7 月 14 日）。筆者撮影。 

 

 

4.3 凝集型構造における TMSを通じた手続的知識の移転 

Z 研究会は，設立当初からの理事メンバーで，「学習療法はすごいんだ。学習療法は間違

いない」という学習療法の効果と価値を共有したところから始まり，この理事メンバーは現

在も変わることなく，Z 研究会の実施回数を重ねる度に結びつきを強め，他の顧客とも学習

療法の効果に対する認識を共有してきた。また，一年に一度は，Z 研究会に参加している顧

客同士が協力して地域住民向けに認知症や学習療法をテーマとしたイベントを企画し，実

施している。例えば，以前，学習療法をテーマとした海外ドキュメンタリー映画「僕がジョ

ンと呼ばれるまで9」が日本で公開されたあと，学習療法の顧客が各地域で自主上映会を実

 

9 映画「僕がジョンと呼ばれるまで」のウェブサイトは，＜http://www.bokujohn.jp/＞よりアクセスすることができる。

http://www.bokujohn.jp/＞よりアクセスすることができる。（アクセス日2020
http://www.bokujohn.jp/＞よりアクセスすることができる。（アクセス日2020
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施することが小さなブームとなった。Z 研究会に参加している顧客も Z 県の複数の会場で

自主上映会を開催した。自主上映会を開催する際には，イベントの企画から準備，当日の運

営に至るまで Z 研究会の参加者で行う。もちろん，センターのエリア担当者もサポートす

るが，主体的に動くのは研究会の参加者である。特に，イベントの準備は参加者同士で試行

錯誤しながら進めていく。顧客はそれぞれが所属する介護組織で業務があるため，頻繁に会

って打ち合わせすることはできないので，電話などでのやり取りも重視してきた。このよう

に，Z 研究会に参加している顧客間で学習療法の効果や価値を共有していく基盤となってい

るのが，勉強会やイベントだけではなく，懇親会である。 

懇親会は，組織や役職の枠を越えて，参加者の信念や介護に対する思いなどを相互に理解

する場になっている。S 氏が「学習療法は正直しんどいもの。だけど，研究会に参加してい

るから，頑張って学習療法をやろうという思いになる」と話すように，参加者がそれぞれの

思いを理解し，相互に助け合って，Z 研究会全体で学習療法に関する問題解決や品質の改善

に取り組んでいこうとしている。また，介護産業は閉ざされた産業という認識があり，介護

職員は，Z 研究会がなければ外の世界を見る機会がほとんどない。介護事業所内での飲み会

といっても，同僚と一緒に飲むくらいで，世間話をしながら楽しく飲むことが目的となって

しまう。しかし，Z 研究会の懇親会は，対等な立場で腹を割って議論する機会があり，Z 研

究会の理事メンバーの顧客は，この事情を経営者が理解しているため，若手職員と一緒に参

加している。懇親会に参加している若手職員は，「新しい知識を吸収することができるので，

明日からまた頑張ろうという意欲が出る」という10。そのため，以下のように，参加者は本

音で話し合うことができ，感情的信頼が形成されていくのだと考えられる。 

 

介護のネットワークはたくさんあるけど，研究会の良いところは，本音で包み隠さず話がで

きるところ。他の集まりは本音ではなく，表面的なことしか言わない。なぜなら，相手は商

売敵だから11。 

 

Z 研究会の設立当初は，参加者同士は当然初対面であり，相手のこともよくわからない状

 

（アクセス日 2020 年 12 月 1 日）。 

10 Z 研究会 S 氏への電話インタビュー（2020 年 4 月 14 日）より。 

11 Z 研究会参加者へのインタビュー（2017 年 2 月 18 日）より。 

http://www.bokujohn.jp/＞よりアクセスすることができる。（アクセス日2020
http://www.bokujohn.jp/＞よりアクセスすることができる。（アクセス日2020
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態であった。もちろん，理事メンバーの中には以前から知り合い同士という参加者もいたが，

深い結びつきというわけではない。ただ，理事メンバーには学習療法の効果に対する確信が

あった。学習療法の価値を信じているということをもとに集まり，お互いの実施事例を共有

しながら，学習療法の効果を再認識してきた。その結果，センターからも評価され，全国の

研究会の活動の中で，Z 研究会が取り上げられるようになった。 

 

研究会の活動が評価されるようになって，今度は横のつながりや参加者同士で信頼が出て

きた感じがする。学習療法の効果への信頼もさらに強くなる。…中略…学習療法への確信を

確認するために研究会に集まって，横のつながりをさらに懇親会で深めて，あの施設の事例

発表はよかったね。すごいな，今度施設見学に行かせてよ，と信頼が深まっていく12。 

 

このように Z 研究会において勉強会と懇親会，イベントが相互に作用して，学習療法の

効果や価値が参加者に認識され，Z 研究会の凝集性は高まっているのではないかと考えられ

る。勉強会は，参加者が学習療法の効果や価値を認識あるいは再認識する場である。懇親会

は，深いコミュニケーションを通じて，参加者一人ひとりの価値観や考えを伝え合うことで，

相互理解し，それぞれの人となりを理解する場である。また，理事メンバー同士が励まし合

い，今後の Z 研究会の方向性を確認し合う場でもある。このプロセスの中で，顧客間の感情

的信頼の水準は高まり，TMS も発展していくのではないかと思われる。 

顧客は，Z 研究会に参加することで，学習療法を正しく実施して，その効果を生み出すこ

とができるようになる。その成果は，事例発表やグループワークを通じて，他の参加者と共

有される。学習療法を正しく実施できていないのであれば，それを反省し，なぜ正しく実施

することができないのか，グループのメンバーと話し合う。グループメンバーは，それぞれ

切磋琢磨しながら学習療法に取り組んできた経験と，懇親会を通じて相手のことや学習療

法を実施している文脈を理解しているので，相手の立場に立ってアドバイスすることが可

能になる。これが，顧客間における手続的知識の移転ということであろう。事例発表におい

ても，発表を聞く側だけではなく，発表する側にも学習効果が期待できる。S 氏は， 

 

自分たちが経験したとか，効果が出たとわかっているんだけど，プレゼンするところがまた

 

12 Z 研究会 S 氏へのインタビュー（2016 年 4 月 23 日）より。 
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1 つの勉強で，同じ効果が出ているけど，プレゼン資料をつくる人によってその過程は全然

違うんですよね。気づきのポイントが違ったりする。得られたデータ，まとめ方，気づき方

がプレゼンになる。この発表を聞いて，他の人たちと共有して，一緒に考える。ここを一緒

に勉強し合うことができれば13。 

 

と話すように，事例発表は，顧客の文脈に密着した知識について，参加者がそれぞれ解釈す

ることができ，知識を習得することを可能にしているといえる。 

Z 研究会に参加している顧客の数は，総数では増えていない。しかし，それぞれの介護事

業所で学習療法を利用する高齢者の数は増えているという。これは，学習療法が顧客に定着

した結果であるとも考えられる。学習療法のポジティブな効果を認識した顧客は，学習療法

を正しく実施することができるように，介護の日常業務のあり方を見直して，保険サービス

を中心とした日常介護の中に学習療法を組み入れていくのである。 

Z 研究会には，熱意のある顧客ばかりが参加しているわけではない。また，Z 研究会に参

加しないために，学習療法に関する問題解決や品質改善に必要となる知識を探索すること

ができず，顧客間での信頼形成や手続的知識の移転が難しいために，学習療法を中断するこ

とになった顧客も多いことが考えられる。以下ではこの 2 つの事例について説明する。 

 

4.4 Z研究会の凝集型構造が学習療法の定着に及ぼす効果 

学習療法に熱心ではなかった顧客 A 

顧客 A（以下，A 組織）は，Z 県の医療法人が運営するデイサービスで，2013 年 4 月に学

習療法を採用した。Z 研究会には，2014 年 10 月に開催された第 8 回から参加し始め，本研

究の分析対象期間に 5 回参加した。最初は，看護師が 1 名で勉強会のみに参加したが，第 9

回以降は介護職員を加えた 2 名で参加していた。A 組織の経営者は，学習療法に関心がな

く，Z 研究会にも参加しなかった。 

 Z 研究会に参加していた看護師は，学習療法でうまくいかないところは，Z 研究会で新し

い知識を習得し，それを活かして学習療法を実施していた。また，看護師は，センターのサ

ポートを得ながら，地域のケアマネジャー向けに学習療法を紹介するイベントを企画した

こともあった。その結果，A 組織を希望する高齢者が増え，学習療法の効果も見えてくるよ

 

13 Z 研究会 S 氏へのインタビュー（2016 年 4 月 23 日）より。 
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うになった。この変化に気づいた経営者は，Z 研究会に参加するようになった。看護師やそ

の他の介護職員は勉強会だけだったが，経営者は懇親会にも参加して，積極的に他の参加者

と意見交換している。勉強会では，立候補して事例発表するようになり，グループワークで

は経営者が発言する機会も多くなっている。経営者が Z 研究会に参加するようになってか

らは，A 組織の全職員が学習療法に従事し，学習療法を定着させている。 

 

学習療法に熱意があった顧客 B 

顧客 B（以下，B 組織）は，社会福祉法人が運営する特別養護老人ホームで，2007 年 6 月

に Z 県で最も早く学習療法を採用した。Z 県老人福祉施設協議会（老施協）の副会長を務め

ていた B 組織の理事長は，学習療法への熱意も強かった。S 氏は，何度も B 組織の介護事

業所を見学し，熱心に学習療法に取り組んでいる印象を受けていた。B 組織の理事長は，Z

研究会の設立にも協力的で，S 氏からの依頼によって，顧問を引き受け，Z 研究会を支援し

てくれることになった。 

 しかし，B 組織が Z 研究会に参加したのは，2014 年 4 月に開催された第 6 回のみだった。

現場で学習療法に従事している介護職員が参加し，理事長は参加しなかった。理事長は，学

習療法に関わることなく，現場に一任していたのである。学習療法に従事していた介護職員

が産休に入ると，学習療法の効果が出なくなったという。その後，B 組織の理事長は，学習

療法に代わる新しい取り組みを始めるという理由で，2 期目の顧問は辞退し，2015 年 5 月

に学習療法も中断した。B 組織は，老施協では他の介護組織と交流していたのであろう。し

かし，学習療法の Z 研究会では交流の機会があったにもかかわらず，ほとんど参加しなか

ったので，他の顧客との間に信頼を形成することができず，学習療法に関する問題解決や品

質改善に必要となる手続的知識を習得することができなかったと考えられる。 

 

5. 考察 

本章は，集中型のネットワーク構造を持つ研修会，水平的相互作用型のネットワーク構造

を持つ X 研究会，凝集型のネットワーク構造を持つ Z 研究会という 3 つの組織セットにつ

いて，それぞれ顧客同士の信頼，TMS の形成，手続的知識の移転という観点から説明して

きた。これらは，仮説検証を目的とした質的な分析ではなく，第 7 章において生存時間解析

をするためのリサーチ・コンテクストとしての位置づけである。 

 本章における 3 つの組織セットの説明で重視されてきたのは，研修会と研究会の違い，研
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究会の中でも X 研究会（水平的相互作用型）と Z 研究会（凝集型）の違いである。これら

の説明を通じて発見された点は，顧客ネットワークが学習療法の定着に及ぼす効果につい

て説明する妥当な論理の 1 つとして，顧客ネットワークの構造が凝集型である場合には，集

中型構造や水平的相互作用型構造と比較して，顧客間で感情的信頼が形成されやすく，TMS

が形成されるため，凝集型ネットワークに参加している顧客は手続的知識の移転を通じて

学習療法に関する問題解決や品質改善に必要となる知識を習得し，学習療法の効果や価値

を認識しやすいことが考えられるということである。 

研修会と研究会の違いは上述した説明より明らかであるため，まずは X 研究会と Z 研究

会の説明を通じて示された顧客間での信頼形成と知識移転の共通点について整理する。こ

の 2 つの組織セットでは，信頼を形成するための共通した顧客間コミュニケーションが 3 種

類あり，これらを通じて，顧客間で TMS が形成されていると考えられる。3 種類のコミュ

ニケーションとは，研究会での事例発表とグループワーク，研修会を通じた交流である。コ

ミュニケーションの質はともかく，顧客は 1 年に一度のセンター主催の研修会に参加し，地

域の他の顧客と交流する機会がある。この研修会で直接的に交流していなかったとしても，

一緒に参加していたことが，研究会の事例発表やグループワークを通じて認識できると，参

加者間で認知的信頼が形成されると考えられる。あるいは，事例発表やグループワークでの

意見交換を通じて，学習療法を実施する能力や過去の実績が評価されれば，認知的信頼の形

成につながるであろう。顧客間で認知的信頼が形成されたことで，お互いの知識や専門性な

どがそれぞれの参加者に記憶され，TMS が形成されていくと思われる。しかし，X 研究会

は，顧客間で地理的な距離がある広域のネットワークであるため，顧客同士で関係性の質が

発展せずに，TMS が形成され続けるわけではないであろう。次に，知識移転の共通点につ

いて説明する。X 研究会では，一部の顧客同士が強い結びつきをもとに感情的信頼を形成

し，それぞれの組織の文脈に密着した手続的知識の移転を行っていると考えられるが，多く

の顧客は，希薄な結びつきにとどまり，陳述的知識の移転になっていると思われる。一方，

Z 研究会は，参加者間で感情的信頼を形成し，手続的知識の移転を実現させていると考えら

れる。その理由が，X 研究会と Z 研究会の違いに表れている凝集性の高さである。 

 X 研究会と Z 研究会の大きな違いは，Z 研究会には懇親会や地域住民向けのイベントが

あり，懇親会と勉強会，イベントが相互作用することによって，ネットワークの凝集性を生

み出していることにあると思われる。ネットワークの歴史で考えると，X 研究会のほうが活

動期間は長く，研究会を開催した回数も多い。しかし，X 研究会は勉強会が中心となり，懇
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親会はイベント的な開催となっているため，Z 研究会のようにネットワーク全体で開催し

て，参加者の人となりを相互理解するという深いコミュニケーションまでは至っていない

と思われる。Z 研究会のように，双方向的で，深いコミュニケーションは，共通の知識基盤

や意味形成が促進され，複雑な知識であったとしても，移転が可能になることが先行研究か

ら明らかになっている（Tortoriello & Krackhardt, 2010; Uzzi, 1997）。また，関係性の質が高ま

れば，手続的知識も移転しやすくなる（Szulanski, 1996）。Z 研究会に参加している顧客は，

勉強会と懇親会，イベントに参加することによって，感情的信頼の水準を高め，学習療法に

関する問題解決や品質改善に必要となる手続的知識を移転してきた経験から，TMS が発展

していると考えることができる。 

学習療法に関わる問題の解決は，品質改善にもつながるため，学習者の増加や QOL の改

善など，学習療法のポジティブな効果が見えるようになった顧客は，継続して学習療法を利

用していると考えられる。問題解決や品質改善に関する知識は，顧客よりもセンターのほう

が持っているとも考えられるが，学習療法は，日常介護に埋め込まれたサービスであり，介

護の文脈と切り離すことができない。そのため，実際に現場で介護業務に携わった経験がな

ければ理解することが難しい点が多く，センターのアドバイスは，時として顧客に受け入れ

られにくい場合もある。事例発表で提供されるベストプラクティスは，手続的知識の代表で

あるが，介護現場を理解した事例発表者が，同じような現場で試行錯誤しながら学習療法を

実施している他の顧客のことを理解したうえで事例発表する場合には，手続的知識であっ

たとしても，移転しやすいのではないだろうか。 

このように，問題解決や品質改善を通じて，顧客が学習療法のポジティブな効果を生み出

し，その価値を認識あるいは再認識していく場が X 研究会や Z 研究会であるといえる。た

だ，Z 研究会のほうが，凝集性の高さという観点から，ネットワークに参加している顧客が

得られる効果は高いと推測することができる。これらの研究会に参加せずに，研修会に年に

一度参加している顧客であったとしても学習療法のポジティブな効果を生み出している場

合は多いであろう。しかし，年に一度は研修会に参加していたとしても，他の顧客が試行錯

誤しながら学習療法を実施してどのような効果を生み出しているのかを把握することは難

しく，このような顧客が他の顧客から影響を受けて，学習療法の価値を見出すことは難しい

のではないかと思われる。 

 本章では，3 つの組織セットの事例を通じて，水平的相互作用型あるいは凝集型のネット

ワーク構造を持つ顧客ネットワークに顧客が参加している場合には，学習療法の定着が促
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進される傾向にあるのではないかということが発見された。しかし，実際にこれらのネット

ワーク構造が学習療法の定着に効果的なのかどうかについては検証されていない。そこで，

次の第 7 章では，顧客ネットワークが学習療法の定着に及ぼす効果について，生存時間解析

を用いて計量的に検討する。 
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第 7章 顧客ネットワークが及ぼす学習療法定着への効果に関する生存時間解析 

 

1. 顧客ネットワークの構造と学習療法定着の関係 

1.1 本章の分析枠組み 

第 6 章では，インタビューと観察，二次資料をもとに，研修会，X 研究会，Z 研究会の 3

つの組織セットがそれぞれ持つネットワーク構造を対象として，顧客ネットワークが及ぼ

す学習療法定着への効果について説明する妥当な論理について，リサーチ・コンテクストと

いう位置づけで説明してきた。この 3 つの事例の説明より，集中型構造を持つ研修会と比較

して，水平的相互作用型構造を持つ X 研究会と凝集型構造を持つ Z 研究会は，顧客間の信

頼をもとにトランザクティブ・メモリー・システム（TMS）が形成されやすく，学習療法に

関する問題解決や品質改善に必要となる手続的知識が顧客間で移転されるため，学習療法

が顧客に定着する傾向にあるのではないかということが見えてきた。また，水平的相互作用

型構造を持つ X 研究会と凝集型構造を持つ Z 研究会を比較すると，Z 研究会では顧客間で

感情的信頼をもとに TMS が形成されるため，TMS を通じて学習療法に関する問題解決や品

質改善に必要となる手続的知識の探索が促進され，手続的知識が移転しやすく，X 研究会よ

りも学習療法が顧客に定着しやすくなるのではないかと考えられる。 

そこで，本章は，顧客ネットワークの構造と学習療法定着の関係，すなわち顧客ネットワ

ークが学習療法の定着に及ぼす効果について，学習療法の定着に関する経時的データを用

いた生存時間解析により，計量的に検討する。分析対象は，集中型構造を持つ研修会，水平

的相互作用型構造を持つ X 研究会，凝集型構造を持つ Z 研究会である。まず，研修会と研

究会の比較として，水平的相互作用型ネットワークに参加している顧客と参加していない

顧客における学習療法の定着率，凝集型ネットワークに参加している顧客と参加していな

い顧客における学習療法の定着率，それぞれに関して，有意な差が生じるのかについて分析

する。ここで，水平的相互作用型あるいは凝集型のネットワークに参加していないというこ

とは，研修会のみに参加している顧客であることを意味している。次に，水平的相互作用型

ネットワークに参加している顧客と凝集型ネットワークに参加している顧客とでは，学習

療法の定着率に違いがあるのかについて，研修会との比較を目的として分析した結果をも

とに検討する。これら 2 つの分析における枠組みは，図 7-1 のとおりであり，検証する仮説

は，第 4 章で導出された仮説 1 と仮説 2 である。 
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仮説 1 ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つ顧客ネットワークの構造が水平

的相互作用型あるいは凝集型である場合には，集中型と比較して，新しい社会サービスが顧

客に定着する傾向にある。 

 

仮説 2 ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つ顧客ネットワークの構造が凝集

型である場合には，水平的相互作用型と比較して，新しい社会サービスが顧客に定着する傾

向にある。 

 

 

 

図 7-1 本章の分析枠組み 

出所）筆者作成。 

 

 本研究では，学習療法の定着に影響を及ぼすと考えられるコントロール変数を 4 つ示し

た。1 点目は，組織規模である。本研究では，組織規模を顧客すなわち介護組織の職員数で

表す。一般的に，組織規模が大きい場合，官僚制化が進みやすく，変化に対して柔軟な対応

ができなくなるというデメリットがある（桑田・田尾, 1998）。しかし，顧客が学習療法を採

用して実施することを考えれば，職員数が多いことによって，安定して学習療法に従事する

ことが可能となり，組織規模の大きな顧客ほど学習療法は定着しやすいのではないかと思

われる。2 点目は，法人のタイプである。学習療法を採用して実施している顧客は，法人の

タイプが社会福祉法人や医療法人，株式会社など多様であり，法人によってビジョンやミッ

ション，戦略が異なる（大滝・金井・山田・岩田, 1997）。社会福祉法人あるいは医療法人の

場合には，社会貢献など公共性が高い活動を重視し，資金面でも安定した財政基盤が求めら
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れるため，学習療法は定着しやすいことが考えられる。3 点目は，コア・サービスのタイプ

である。顧客のコア事業は，保険サービスを利用者へ提供することである。本研究では，コ

ア・サービスのタイプを特別養護老人ホーム（特養），介護老人保健施設（老健），デイサー

ビス（DS）などに区別した。利用者の自立支援を目的として認知症ケアに重点的に取り組

む老健・グループホーム（GH）・デイサービスは，自立支援と認知症ケアが学習療法との関

連性が高いと考え，これらのサービスをコア・サービスとする顧客は学習療法を定着しやす

いのではないかと思われる。4 点目は，組織所有者である。組織所有者とは，本研究では，

顧客のオーナーを指す。組織所有者が医師の場合，医師は医療プロフェッションとして，医

学的に高く正統化されていないサービスには否定的になることが考えられる。そのため，一

度，学習療法を採用して実施していたとしても，組織所有者が期待したとおりの効果を認識

することができなければ，サービスに対する信頼性を低下させ，すぐに学習療法を中断する

のではないかと思われる。そのため，このような顧客では，学習療法は定着しにくいといえ

る。 

 

1.2 研究方法 

本研究の計量分析は，集中型のネットワーク構造を持つ研修会，水平的相互作用型のネッ

トワーク構造を持つ X 研究会，凝集型のネットワーク構造を持つ Z 研究会という 3 つの組

織セットを分析対象とする。生存時間解析には，研修会だけではなく，X 研究会あるいは Z

研究会に参加している顧客の学習療法定着に関する経時的データを用いる。 

生存時間解析は，主に医療統計学で用いられているのが特徴的で，例えば，手術を受けた

A 氏と受けていない B 氏で数年後の生存率にどの程度の差が生じるのかについて明らかに

する際に使われる。より一般化して説明すると，生存時間解析は，中断までの時間を分析す

る手法で，生存率を分析開始時点からの時間関数として推定するものである。分析に用いる

生存時間データは，他の統計データとは次の 2 つの観点で異なる。1 点目は，正規分布に従

わないこと，2 点目は，打ち切りデータを用いることである（Collett, 2003）。打ち切りがあ

ったとしても，バイアスなく生存時間を推定することが可能な点が生存時間解析の強みで

あるといえる（Grimm & Yarnold, 2001）。 

本章では，まず，分析 1 として，X 研究会の生存時間解析を行う。分析 1 は，2011 年 1 月

時点で学習療法を持続あるいはそれ以降に採用して 1 年以上実施している X 地域における

441 の顧客（n=441）を分析対象とする。この対象のうち，X 研究会に 2 回以上参加してい
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る 75 組織を X 研究会に参加している顧客「X 研究会参加群（n=75）」とした。X 研究会に

参加していない 366 組織は，「不参加群（n=366）」である。この不参加群は，研修会のみに

参加している顧客を指す。研修会は，第 5 章でも説明したとおり，集中型のネットワーク構

造を持つ組織セットである。また，本研究では，すべての顧客が研修会には参加しているこ

とを前提としている。すなわち，分析 1 は，水平的相互作用型構造と集中型構造それぞれの

ネットワークに参加している顧客における学習療法の定着状況を分析することになる。次

に，分析 2 として，Z 研究会の生存時間解析を行う。分析 2 は，2013 年 4 月時点で学習療

法を持続あるいはそれ以降に採用して 1 年以上実施している Z 県の 61 顧客（n=61）を分析

対象とする。この対象のうち，Z 研究会に 2 回以上参加している 25 組織を Z 研究会に参加

している顧客「Z 研究会参加群（n=25）」とした。Z 研究会に参加していない 36 組織は，「不

参加群（n=36）」である。この不参加群も，分析 1 と同様に，研修会のみに参加している顧

客を指す。つまり，分析 2 は，凝集型構造と集中型構造それぞれのネットワークに参加して

いる顧客における学習療法の定着率の差について比較分析する。 

 本研究は，分析 1 と分析 2 を行うことで，研修会，X 研究会，Z 研究会に参加している顧

客における学習療法の定着状況を検討し，顧客ネットワークが学習療法の定着に及ぼす効

果について示す。 

 

2. 分析 1：水平的相互作用型構造を持つ X研究会に関する生存時間解析 

2.1 データ 

分析 1 に用いる学習療法の採用日，中断日に関するデータは，センターより入手した1。

また，顧客の X 研究会への参加状況を表すデータは，センターの X 地域担当者および筆者

が X 研究会に直接参加することによって収集した2。分析対象期間は，2004 年 9 月 1 日から

学習療法の採用日と中断日に関するリストを入手した 2017 年 9 月 13 日である。X 研究会

は，2011 年 1 月から 2017 年 9 月 13 日までに 30 回開催された。 

 

1 これらは，非公開データのため，学習療法センターの許可を得て使用した。 

2 X 研究会の参加状況に関するデータは，参加申し込みリストにもとづき，学習療法センターのエリア担当者が当日の

出欠を確認したものである。リストの中には，出欠状況が確認できていないものも含まれているが，参加予定者が当日

急遽参加できなくなった場合には，顧客の他の職員が代理で参加することがあり，参加申し込み状況と実際の参加者に

大きな誤差は生じていないと判断した。 
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 コントロール変数に当たる 4 つの変数に関しては，次のとおりである。組織規模に関する

データは，独立行政法人福祉医療機構が運営するウェブサイト（WAMNET）から収集し，

法人のタイプとコア・サービスのタイプに関するデータは，センターから入手した。組織所

有者に関するデータは，筆者が各顧客のウェブサイトにアクセスして収集した。 

 

2.2 変数 

従属変数 

従属変数は，学習療法の採用月から中断までの持続期間（比率尺度）とする。2017 年 9 月

13 日時点で中断していない場合は，「持続」と判断して打ち切った。打ち切り（censoring）

は，生存時間解析において追跡期間が異なる対象を分析する際に用いられる。本稿は，分析

期間の終了を打ち切り理由とする。打ち切りを含む 2 値データは，持続=0，中断=1 のカテ

ゴリカル変数で示した。 

 

独立変数 

分析 1 は，「X 研究会参加」を主たる関心のある独立変数とする。X 研究会に 2 回以上参

加している場合を「X 研究会参加群（n=75）」=1，参加していないあるいは 1 回のみ参加し

たことがある場合を「不参加群（n=366）」=0 のカテゴリカル変数とした。また，そのほか

学習療法の定着に影響を及ぼす可能性がある，組織規模，法人のタイプ，コア・サービスの

タイプ，組織所有者の 4 つの変数は，コントロール変数とした。 

 組織規模（職員数）は，比率尺度で示し，法人のタイプは，社会福祉法人あるいは医療法

人を 1，それ以外の法人を 0 のカテゴリカル変数で示した。コア・サービスのタイプは，老

健・デイサービス（DS）・グループホーム（GH）を 1，それ以外を 0 のカテゴリカル変数と

した。組織所有者は，組織所有者が医師の場合を 1，医師以外の場合を 0 のカテゴリカル変

数で示した。 

なお，独立変数の記述統計および相関係数行列は，表 7-1 のとおりである。 
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表 7-1 記述統計・相関 a（X 研究会） 

 

 

 

2.3 統計手法 

本研究は，生存時間解析を用いて，3 種類の計量分析を行った。生存時間解析を行うため

には，次の 3 つの仮定をクリアする必要がある。1. 分析対象期間中に持続および中断の追

跡方法が変化しないこと，2. 分析開始時点で中断が発生していないこと，3. 打ち切りが中

断の発生確率とは無関係に独立していること，である。分析 1 で用いるデータは，これらの

条件をすべてクリアしている。以下が，計量分析に用いた 3 種類の生存時間解析である。 

1 点目は，学習療法の採用月から中断あるいは打ち切りとなる 2017 年 9 月 13 日までを分

析期間として，ノンパラメトリックのカプラン・マイヤー推定を行った。2 点目は，X 研究

会の参加群（n=75）と不参加群（n=366）の 2 群において，学習療法の定着率に差が生じる

かを，ログランク検定を用いて検証した。3 点目は，従属変数と独立変数との関連の強さを

推定するため，コックス回帰分析を行った（Grimm & Yarnold, 2001）。コックス回帰分析は，

打ち切りデータを適切に処理することができるという強みを持つ。また，コックス回帰分析

の妥当性は，比例ハザード性の仮定が成立していることが条件となる。比例ハザード性の仮

定とは，研究期間全体を通じて，時点によらず群間のハザード比，すなわちリスク比が一定

という仮定である。本研究は，これらの分析に SPSS（Ver27）を使用した。 

 

2.4 分析結果 

ノンパラメトリック法のカプラン・マイヤー推定 

単一のカテゴリカル変数で，グループ化されていない生存時間データを分析する場合に

は，カプラン・マイヤー推定を用いることができる（Collett, 2003）。生存率曲線は図 7-2，

推定結果は表 7-2 のとおりである。441 組織のうち，持続は 239，中断は 202 で，持続期間

の中央値（推定）は 89.000 か月である。中央値は，生存率 50%に対応する生存期間を表し

平　均 標準偏差 最小値 最大値 n 1 2 3 4

1. X研究会参加 .17 .376 0 1 441

2. 組織規模 34.40 28.387 3 172 430 ,190**

3. 法人のタイプ .50 .501 0 1 441 .065 .280**

4. コア・サービスのタイプ .69 .464 0 1 441 -.046 -.430** -.145**

5. 組織所有者 .25 .432 0 1 441 .020 .217** .488** .081

a. ピアソン相関係数

　　　* p  < 0.05

　　　** p  < 0.01

変　数
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ている（赤澤・柳川, 2010）。 

 

 

 

図 7-2 生存率曲線（X 研究会） 

 

 

表 7-2 カプラン・マイヤー推定による持続期間の平均値・中央値 

 

 

 

ログランク検定による 2群の差の検定 

X 研究会の参加群（n=75）と不参加群（n=366）の 2 群の生存率曲線は，図 7-3a のとおり

である。X 研究会参加群は，持続 60，中断 15 であるのに対して，不参加群は，持続 179，

中断 187 である。2 群それぞれの 120 か月定着率（推定）は，X 研究会参加群 64.8%，不参

加群 29.6%であり（表 7-3a），2 群には 1%水準の統計的有意差が示された。ログランク検定

下限 上限 下限 上限

96.484 2.701 91.190 101.779 89.000 4.600 79.983 98.017

　単位：月

　n =441（継続n =239，中断n =202）

平均値 中央値

推定値 標準誤差
95%信頼区間

推定値 標準誤差
95%信頼区間
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は，一般化ウィルコクソン検定とは異なり，比例ハザード性の仮定が成立する場合に，コッ

クス比例ハザードモデルの Score 検定とほぼ同等の最強力検定となる。 

本研究は，比例ハザード性の仮定が成立することを，2 群の生存率曲線をログマイナスロ

グ変換した 2 つの曲線を比較することで検証した（図 7-3b）。2 つの曲線は，交わることな

く並行であると判断できるため，比例ハザード性の仮定が成立する。また，表 7-3b より，

「X 研究会参加」の回帰係数がマイナスとなることから，顧客が X 研究会に参加すること

は，学習療法の中断リスクを低下させることが確認できる。以上より，顧客が X 研究会に

参加することは，学習療法の定着率を有意に高めることが明らかとなった。 

 

 

 

図 7-3a ログランク検定による 2 群の生存率曲線 

 

 

X 研究会参加群 

不参加群 
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図 7-3b ログランク検定によるログマイナスログ変換した 2 曲線 

 

 

 

表 7-3a ログランク検定の結果：2 群の生存率比較 

 

 

 

表 7-3b ログランク検定の結果：コックス比例ハザードモデルの推定 

 

 

 

コックス回帰分析 

コックス回帰分析は，ステップワイズの変数増加法（尤度比）を用いた（n=430）。従属変

数は，学習療法の持続期間であり，独立変数は，X 研究会参加，組織規模，法人のタイプ，

月 数 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

X研究会参加群 100.0% 100.0% 98.5% 93.6% 89.8% 85.4% 73.2% 73.2% 69.1% 64.8%

不参加群 99.2% 94.2% 88.8% 77.5% 68.7% 56.9% 47.2% 40.6% 34.7% 29.6%

下限 上限

X研究会参加 -1.096 0.000 0.334 0.197 0.566

　方法：強制投入法

　n =441（持続n =239，中断n =202）

　参照カテゴリ：不参加群

　モデル：カイ2乗 18.396，p <0.01

変　数
回帰係数

(β)
有意確率

ハザード比

Exp(β)

ハザード比の95%信頼区間

不参加群 

X 研究会参加群 
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コア・サービスのタイプ，組織所有者である。 

分析の結果，X 研究会参加を変数とするモデルが，学習療法の定着に有意であることが確

認された（表 7-4a）。顧客が X 研究会に参加していない場合，学習療法を中断するリスクは

2.913 倍になる傾向がある。Exp（β）は，ハザード比を表している。ハザード比は，X 研究

会の参加群と不参加群において，中断が発生する確率を比較した総体的なハザード予測で

あり，回帰係数βの自然対数を底とした指数を使って計算される（Grimm & Yarnold, 2001）。

ハザード比が 1 よりも大きいほど，あるいは 1 よりも小さいほど影響力が強いことを表す。

コックス回帰分析によって抽出されたモデルの妥当性は，比例ハザード性の仮定の成立が

条件となる。図 7-4 より，ログマイナスログ変換した 2 曲線は，交わることがないと判断で

きるため，比例ハザード性の仮定が成立した。 

また，「X 研究会参加」以外の独立変数（コントロール変数）が，単独で学習療法の定着

に影響を及ぼすのかについて，それぞれ強制投入法を用いて確認した。表 7-4b より，組織

規模が学習療法の中断リスクを低下させる有意な変数であることが示された。 

 

 

 

図 7-4 ログマイナスログ変換した 2 曲線（コックス回帰分析） 

 

 

 

 

不参加群 

X 研究会参加群 
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表 7-4a コックス回帰分析の結果：学習療法の定着に影響を及ぼす変数のモデル 

 

 

 

表 7-4b コックス回帰分析の結果：コントロール変数単独によるコックス回帰分析の結果 

 

 

 

 

3. 分析 2：凝集型構造を持つ Z研究会に関する生存時間解析 

3.1 データ 

分析 2 の分析対象は，Z 研究会が設立された 2013 年 4 月時点で学習療法を持続あるいは

それ以降に採用して 1 年以上が経過した Z 県の 61 組織（n=61）である。分析に用いるデー

タ（学習療法の採用日，中断日など）は，分析 1 と同様に，センターの協力によって収集し

た3。また，顧客の Z 研究会への参加状況に関するデータは，Z 研究会のリーダーである S

氏や筆者が直接 Z 研究会へ参加することで収集した4。分析対象期間は，2004 年 9 月 1 日か

らデータを収集した 2017 年 9 月 13 日である。 

 

 

3 これらは，非公開データのため，学習療法センターの許可を得て使用した。 

4 Z 研究会の参加者データは，参加申込者名簿にもとづくため，実際の出欠状況を筆者と S 氏が確認した。研究対象期

間に Z 研究会は 19 回開催された。全 19 回のうち，1 回分は参加状況を確認することができなかった。 

下限 上限

X研究会参加 1.069 0.000 2.913 1.720 4.934

　方法：変数増加法ステップワイズ（尤度比）

　n =430（持続n =234，中断n =196）

　ハザード比を検討する上で，X研究会参加群を基準とした。

　モデル：カイ2乗 17.383，p <0.01

変　数
回帰係数

(β)
有意確率

ハザード比

Exp(β)

ハザード比の95%信頼区間

下限 上限

組織規模 -0.006 0.032 0.994 0.989 0.999

法人のタイプ 0.222 0.118 1.248 0.946 1.648

コア・サービスのタイプ -0.010 0.947 0.990 0.742 1.321

組織所有者 0.021 0.899 1.021 0.741 1.406

　方法：強制投入法

変　数
回帰係数

(β)
有意確率

ハザード比

Exp(β)

ハザード比の95%信頼区間
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3.2 変数 

従属変数 

定着を表す従属変数は，学習療法の採用時点からの持続期間（月）であり，比率尺度で示

した。中断の場合は中断月まで，持続の場合は 2017 年 9 月までの持続期間とした。持続あ

るいは中断を表す状態変数は，中断 1，持続 0 の 2 値カテゴリカル変数で，2017 年 9 月 13

日時点で中断がない場合を定着と判断して打ち切った。 

 打ち切りは，追跡期間が異なる対象に活用することができ，対象期間の終了を区切りとし

て分析することができる。打ち切りの理由は，分析対象に代替的な結果が発生したことや追

跡できなくなったことなど，多様な理由が挙げられる。 

 

独立変数 

分析 2 は，「Z 研究会参加」を関心のある主たる独立変数とする。顧客が，Z 研究会に 2 回

以上参加している場合を「Z 研究会参加群（n=25）」として 1，参加していない，あるいは 1

回のみの参加の場合を「不参加群（n=36）」として 0 のカテゴリカル変数で示した。 

 また，分析 2 においても，分析 1 と同様に，Z 研究会参加以外に，学習療法の定着に影響

を及ぼすと考えられる 4 つの変数（組織規模，法人のタイプ，コア・サービスのタイプ，組

織所有者）をコントロール変数とした。それぞれの変数のデータ収集方法は，分析 1 と同様

である。組織規模は，顧客の職員数（比率尺度）で示した。法人のタイプは，ダミー変数を

使って，社会福祉法人あるいは医療法人が運営する顧客を 1，それ以外を 0 のカテゴリカル

変数とした。コア・サービスは，老健・グループホーム（GH）・デイサービス（DS）を 1，

それ以外を 0 のカテゴリカル変数で示した。最後に，組織所有者は，医師の場合を 1，医師

以外を 0 とするカテゴリカル変数である。 

なお，コントロール変数を含めた独立変数の相関係数行列は，表 7-5 のとおりである。 

 

表 7-5 記述統計と相関 a（Z 研究会） 

 

平　均 標準偏差 最小値 最大値 n 1 2 3 4

1. Z研究会参加 .41 .50 0 1 61

2. 組織規模 29.91 21.44 3 93 57 -.05

3. 法人のタイプ .80 .40 0 1 61 -.18 .05

4. コア・サービスのタイプ .66 .48 0 1 61 -.10 -.20 .42**

5. 組織所有者 .41 .50 0 1 61 -.08 .11 .33** .32*

a. ピアソン相関係数

　　　* p  < 0.05

　　　** p  < 0.01

変　数



137 

 

3.3 統計手法 

本研究は，生存時間解析を用いて，分析 1 と同様に，3 種類の統計分析を行った。生存時

間解析には，打ち切りのあるデータを使用することができ（Collett, 2003），バイアスなく生

存時間を推定することができる（Grimm & Yarnold, 2001）。本研究は，分析対象の学習療法

採用日から中断日あるいは打ち切りとなる 2017 年 9 月 13 日までを観測期間とする。 

 1 点目の分析は，ノンパラメトリック法のカプラン・マイヤー推定である。分析対象とし

た 61 組織の生存率曲線を描き，学習療法の持続および中断数，持続期間の平均値・中央値

を算出した。2 点目は，Z 研究会参加群と不参加群の 2 群を比較して，学習療法の定着率に

差が生じるかをログランク検定で検証した。本研究は，時点ごとの重みを考慮して研究初期

の群間の差を検出するのに用いられる一般化ウィルコクソン検定ではなく（Grimm & 

Yarnold, 2001），すべての時点において中断率は一定であると考えるログランク検定を用い

ることにした。3 点目は，コックス回帰分析を用いて，従属変数と独立変数の関連の強さを

推定した（Grimm & Yarnold, 2001）。この統計手法は，打ち切りデータを適切に処理するこ

とができ，比例ハザード性の仮定が成立することによって，モデルの妥当性が証明される。

本研究は，これら 3 種類の統計分析を，SPSS（Ver27）を用いて実施した。 

 

3.4 分析結果 

ノンパラメトリック法のカプラン・マイヤー推定 

カプラン・マイヤー推定は，単一のカテゴリカル変数で，グループ化されていない生存時

間データを分析する際に用いられる（Collett, 2003）。推定結果は，図 7-5 で示された生存率

曲線，表 7-6 の持続期間の平均値・中央値のとおりである。 

 分析対象の 61 組織のうち，持続は 34，中断は 27 で，持続期間の中央値（推定）は，95.000

か月となっている。中央値は，生存率 50%に対応する生存期間を表している（赤澤・柳川, 

2010）。 
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図 7-5 生存率曲線 

 

 

 

表 7-6 カプラン・マイヤー推定による持続期間の平均値・中央値 

 

 

 

ログランク検定による 2群の差の検定 

Z 研究会参加群と不参加群の 2 群の生存率曲線は，図 7-6 のとおりである。不参加群が，

持続 11，中断 25 であるのに対して，Z 研究会参加群は，持続 23，中断 2 である。120 か月

時点での学習療法の定着率（推定）は，Z 研究会参加群が 87.0%，不参加群が 15.5%で（表

7-7a），2 群には 1%水準で統計的有意差が示された。ログランク検定は，比例ハザード性の

仮定が成立する際に，コックス比例ハザードモデルの Score 検定とほぼ同等であり，最強力

検定となる。 

 本研究は，比例ハザード性の仮定が成立することを，2 群の生存率曲線をログマイナスロ

下限 上限 下限 上限

94.067 4.043 86.143 101.990 95.000 2.568 89.968 100.032

　単位：月

　n =61（持続n =34，中断n =27）

平均値 中央値

推定値 標準誤差
95%信頼区間

推定値 標準誤差
95%信頼区間
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グ変換した 2 つの曲線を比較することによって検証した。図 7-7 より，2 つの曲線は，交わ

ることなく並行であることがわかるため，比例ハザード性の仮定は成立することが確認さ

れた。また，表 7-7b より，Z 研究会参加の回帰係数がマイナスとなることから，顧客が Z

研究会に参加することは，学習療法を中断するリスクを低下させることが確認できる。以上

より，Z 研究会参加は，学習療法の定着率を有意に高めることが明らかになった。 

 

 

 

図 7-6 2 群の生存率曲線 

 

 

Z 研究会参加群 

不参加群 
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図 7-7 ログマイナスログ変換した 2 曲線 

 

 

表 7-7a 2 群の生存率比較 

 

 

 

表 7-7b コックス比例ハザードモデルの推定 

 

 

 

コックス回帰分析 

本研究では，学習療法の定着を促進する要因について検討するために，コックス回帰分析

を行った。従属変数は学習療法の持続期間（月）で，独立変数は Z 研究会参加，コントロー

月 数 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120

Z研究会参加群 100.0% 95.7% 95.7% 95.7% 95.7% 95.7% 87.0% 87.0% 87.0% 87.0%

不参加群 100.0% 97.1% 91.2% 88.1% 85.1% 79.0% 59.8% 33.2% 15.5% 15.5%

下限 上限

Z研究会参加 -2.118 0.004 0.120 0.028 0.513

　方法：強制投入法

　n =57（持続n =30，中断n =27）

　参照カテゴリ：不参加群

　モデル：カイ2乗 11.477，p <0.01

変　数
回帰係数

(β)
有意確率

ハザード比

Exp(β)

ハザード比の95%信頼区間

Z 研究会参加群 

不参加群 
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ル変数は組織規模，法人のタイプ，コア・サービスのタイプ，組織所有者である。 

 ステップワイズの変数増加法（尤度比）を用いた分析の結果，学習療法の定着を促進する

要因として統計的に有意となったのは，Z 研究会参加を変数とするモデルである（表 7-8a）。

このモデルでは，顧客が Z 研究会に参加していない場合に，学習療法の中断リスクが 15.836

倍となる傾向があることを意味している。コックス回帰分析では，比例ハザード性の仮定の

成立が条件となるため，図 7-8 のとおり，Z 研究会参加をログマイナスログ変換した 2 曲線

を使って，比例ハザード性の仮定が成立することを確認した。また，コントロール変数がそ

れぞれ単独で学習療法の定着に影響を及ぼすのかについて，コックス回帰分析の強制投入

法を用いて確認した。表 7-8b より，学習療法の定着に対して，統計的に有意な影響を及ぼ

すコントロール変数は見つからなかった。 

 以上より，学習療法の定着に影響を及ぼす変数は，Z 研究会参加のみであることが明らか

になった。 

 

 

 

図 7-8 ログマイナスログ変換した 2 曲線 

 

 

 

 

不参加群 

Z 研究会参加群 
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表 7-8a 学習療法の定着に影響を及ぼす変数のモデル 

 

 

 

表 7-8b コントロール変数単独のコックス回帰分析の結果 

 

 

 

4. 考察 

本章の目的は，学習療法のユーザーコミュニティにおける組織セットが持つ顧客ネット

ワークが学習療法の定着に及ぼす効果について明らかにすることであった。本研究の生存

時間解析では，水平的相互作用型構造を持つ X 研究会を対象とした分析 1 と，凝集型構造

を持つ Z 研究会を対象とした分析 2 の 2 種類の分析を行った。前者は，X 研究会参加群と

不参加群の比較分析で，不参加群は，研修会のみに参加している顧客を表しているため，集

中型のネットワークに参加している顧客として捉えることができる。後者は，Z 研究会参加

群と不参加群の比較分析であり，不参加群の解釈は前者と同様である。結論から先にいえば，

X 研究会と Z 研究会のそれぞれのネットワークに参加している顧客の学習療法定着率は，

ともに研修会のみに参加している不参加群よりも有意に高いことが示された。また，分析 1

と分析 2 の結果を比較すると，36 か月までは水平的相互作用型の X 研究会のほうが Z 研究

会と比較して定着率が高いが，それ以降は，凝集型の Z 研究会のほうが高く，120 か月時点

の定着率（推定）は，X 研究会が 64.8%であるのに対して，Z 研究会は 87.0%であり（表 7-

3a および表 7-7a），凝集型のネットワークに参加している顧客は学習療法が定着しやすいこ

下限 上限

Z研究会参加 2.762 0.007 15.836 2.124 118.070

　方法：変数増加法ステップワイズ（尤度比）

　n =53（持続n =28，中断n =25）

　ハザード比を検討する上で，Z研究会参加群を基準とした。

変　数
回帰係数

(β)
有意確率

ハザード比

Exp(β)

ハザード比の95%信頼区間

　モデル：カイ2乗 12.861，p <0.01

下限 上限

組織規模 -0.011 0.310 0.989 0.969 1.010

法人のタイプ 0.474 0.340 1.607 0.606 4.261

コア・サービスのタイプ -0.194 0.638 0.824 0.368 1.846

組織所有者 0.518 0.205 1.678 0.753 3.739

　方法：強制投入法

変　数
回帰係数

(β)
有意確率

ハザード比

Exp(β)

ハザード比の95%信頼区間
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とが明らかとなった。すなわち，仮説 1 と仮説 2 は支持されたことになる。以下では，分析

1 と分析 2 の分析結果が示す重要な点について整理する。 

分析 1 は，X 研究会を対象とした，水平的相互作用型構造と集中型構造それぞれにおける

学習療法の定着状況の比較であった。分析 1 で明らかになった点は，水平的相互作用型ネッ

トワークに参加している顧客の学習療法定着率は，集中型ネットワークのみに参加してい

る顧客よりも，有意に高いということである。具体的に，表 7-3a より，36 か月時点の学習

療法の定着率は，X 研究会参加群が 98.5%であるのに対して，不参加群は 88.8%と大きな差

にはなっていないが，60 か月以降は，定着率に大きな差が開いていく。実際，120 か月時点

の定着率は，X 研究会参加群が 64.8%であるのに対して，不参加群は 29.6%である。コック

ス回帰分析の結果は，学習療法の定着に影響を及ぼす有意な変数が X 研究会参加となり，

X 研究会に参加していない場合，すなわち研修会のみに参加している場合には，学習療法を

中断するリスクが 2.913 倍になることが示された（表 7-4a）。つまり，X 研究会のような水

平的相互作用型構造のネットワークは，学習療法の定着において効果的であるということ

である。しかし，4 つのコントロール変数に絞り，それぞれについて単独でコックス回帰分

析を行ったところ，組織規模が学習療法の中断リスクを低下させる有意な変数になること

が明らかになった。この分析結果に関しては，今後さらなる考察が必要になると考えられる。 

分析 2 は，Z 研究会を対象とした，凝集型構造と集中型構造それぞれにおける学習療法の

定着状況の比較であった。分析 2 で明らかになった点は，凝集型ネットワークに参加してい

る顧客の学習療法定着率は，集中型ネットワークのみに参加している顧客よりも，有意に高

いということである。この分析結果は，分析 1 と同様であるといえる。具体的に，表 7-7a よ

り，36 か月時点の学習療法の定着率は，Z 研究会参加群が 95.7%であるのに対して，不参加

群は 91.2%である。Z 研究会参加群は，その後，定着率が大きく変化することはなく一定と

なり，120 か月時点の定着率は 87.0%となる。一方，不参加群は，84 か月を境にして，定着

率が大きく減少し，120 か月時点の定着率は，15.5%となる。コックス回帰分析の結果は，

学習療法の定着に影響を及ぼす有意な変数が，Z 研究会参加となり，Z 研究会に参加してい

ない場合の中断リスクは，15.836 倍になることがわかった（表 7-8a）。すなわち，凝集型ネ

ットワークは，学習療法の定着に非常に効果的であるといえる。コントロール変数単独での

コックス回帰分析の結果は，学習療法の中断リスクに影響を及ぼす有意な変数はなく（表 7-

8b），分析 2 では，凝集型のネットワーク構造が，学習療法の定着率を高めることが明らか

になった。 
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分析 1 と分析 2 の分析結果を比較していえることは，学習療法の定着には，凝集型のネ

ットワーク構造が効果的であるということである。凝集型のネットワークに参加している

顧客は，学習療法の中断リスクが大幅に低下するようである。また，時間の経過という観点

で考えると，水平的相互作用型構造と凝集型構造とで，60 か月時点での定着率に大きな差

は見られない（表 7-3a および表 7-7a）。むしろ，36 か月時点までは，水平的相互作用型構造

のほうが，高い定着率を維持している。しかし，72 か月以降，長期的な観点で見ると，凝集

型構造のほうが定着率を大きく変化させることなく，高い定着率を維持しているといえる。

以上より推測できることは，凝集型のネットワーク構造は，長期的視点において，学習療法

の定着にポジティブな効果を及ぼすということである。 
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第 8章 新しい社会サービスの定着とサービス・エコシステムの展開 

 

1. 新しい社会サービスの定着メカニズム 

本研究は，なぜ，企業が開発した新しい社会サービスの多くは顧客に定着しないのか，と

いう問題意識からスタートした。本研究の目的は，新しい社会サービスのユーザーコミュニ

ティにおける組織セットが持つ顧客ネットワークの構造が新しい社会サービスの定着に及

ぼす効果について明らかにすることであった。また，顧客ネットワークの構造と新しい社会

サービス定着との関係を説明する妥当な論理の 1 つとして，感情的信頼と手続的知識の移

転効果が考えられることを示すことによって，新しい社会サービスの顧客への定着メカニ

ズムについて顧客間の関係から解明していくための将来研究の発展可能性を広げることを

目指した。Murray, Caulier-Grice & Mulgan（2010）は，新しい社会サービスのプロセスにお

いて，定着という段階が重要になることは指摘したが，顧客が採用したサービスを定着して

いくメカニズムについては，実証的に解明されていない点が本研究では問題であると考え

た。 

本研究は，まず，研究の問いとして，新しい社会サービスを採用して実施している顧客が

ユーザーコミュニティにおける組織セットが持つどのような構造形態のネットワークに参

加していると，新しい社会サービスは顧客に定着する傾向にあるのか，ということを掲げ，

学習療法のユーザーコミュニティには複数の組織セットがあり，顧客が参加している組織

セットには，集中型，水平的相互作用型，凝集型の 3 つのタイプのネットワーク構造がある

ことを説明した。研修会は集中型構造を持ち，X 研究会は水平的相互作用型構造，Z 研究会

は凝集型構造を持つ。次に，リサーチ・コンテクストとして，研修会，X 研究会，Z 研究会

の 3 つの事例から，顧客ネットワークの構造と学習療法定着の関係を媒介する信頼とトラ

ンザクティブ・メモリー・システム（TMS）の形成を通じた知識移転の効果について，その

違いを比較した。この事例の説明を通じて，顧客が水平的相互作用型あるいは凝集型のネッ

トワークに参加している場合には，集中型と比較して，学習療法は顧客に定着しやすいので

はないかという気づきを得た。そこで，顧客ネットワークと学習療法定着との関係について

計量的に明らかにするために，生存時間解析を用いて，集中型構造，水平的相互作用型構造，

凝集型構造それぞれにおける学習療法の定着率を比較分析した。その結果，水平的相互作用

型のネットワーク構造を持つ X 研究会や凝集型のネットワーク構造を持つ Z 研究会に参加

している顧客は，学習療法の定着率が有意に高い傾向が見られ，特に，凝集型ネットワーク
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は，学習療法の定着にポジティブな影響を及ぼし，定着率を高めていることが明らかとなっ

た。第 6 章における事例の説明と第７章における生存時間解析の結果を示した図式が，図 8-

1 である。図の括弧は，分析を通じて検証したものではなく，考えられる妥当な論理の 1 つ

であることを表している。 

 

 

 

図 8-1 本研究の分析結果が示す図式 

出所）筆者作成。 

 

 第 7 章における生存時間解析によって検証した仮説 1 と仮説 2 は，支持された。具体的

に，顧客ネットワークの構造が，水平的相互作用型あるいは凝集型構造である場合には，集

中型である場合と比較して，学習療法が顧客に定着する傾向にあり，さらに，水平的相互作

用型構造と凝集型構造それぞれのネットワークに参加している顧客の学習療法定着率を比

較してみたところ，凝集型構造のほうが，学習療法は顧客に定着する傾向にあることが確認

された。すなわち，顧客が凝集型のネットワークに参加している場合には，新しい社会サー

ビスは顧客に定着する傾向にあるといえる。第 6 章では，この背後にある妥当な論理につい

て，学習療法の組織セットである研修会，X 研究会，Z 研究会の 3 つの事例を用いて説明し

た。凝集型のネットワーク構造を持つ Z 研究会には，水平的相互作用型のネットワーク構

造を持つ X 研究会とは異なり，懇親会を通じた顧客同士の深いコミュニケーションという

観点から次の 3 点の特徴が見られた。 

1 点目は，懇親会において，それぞれの参加者が持つ強みや弱み，介護や学習療法に対す

る価値観，職場の状況などが参加者相互に共有されているため，勉強会のグループワークで

は，相手が介護現場で置かれている状況を理解しながら，直面している問題や悩みに対して

アドバイスすることができ，参加者同士で共感が起こりやすいことである。その結果，参加

者間で感情的信頼が形成され，深いコミュニケーションが促進されるために，相互にサポー
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トし合える関係性が構築されているのではないかと考えられる。Nooteboom（2004）は，異

なる経験を持つ者同士は，認知的距離があり，相互理解が促進されないなどの問題が生じや

すいことを指摘した。しかし，学習療法のユーザーコミュニティでは，学習療法という共通

基盤とそこで生み出された共通言語が，勉強会や懇親会，イベント実施での深いコミュニケ

ーションを通じて，認知的距離の問題を克服することにつながっていると考えることがで

きる。 

2 点目は，共感が信頼の基盤となったことで，関係性の質が高まり（Lewicki & Bunker, 1996; 

McAllister, 1995），事例発表やグループワーク，懇親会での個々の経験の共有が活発になっ

ていることである。このようなコミュニケーションにより，凝集型構造を持つ Z 研究会で

は，参加者同士で学習療法に関する問題解決や品質改善に必要となる手続的知識を探索す

ることが可能な TMS が形成されていると考えられる。Z 研究会の参加者は，事例発表とグ

ループワークを通じて習得した知識をもとに，実際に学習療法を実施し，そこで得られた成

果を，さらに事例発表やグループワークを通じて他の参加者に共有している場合が多い。発

表者も資料作成や発表するプロセスで新たな気づきを得て，それが新たな知識となり，さら

に発信することによって，Z 研究会の TMS に蓄積されていく。すなわち，参加者間で感情

的信頼が形成されたことで，TMS が形成されやすくなったと解釈することができる。この

ような状況においては，参加者は自らが必要とする手続的知識を探索することが容易にな

るのではないかと思われる。 

3 点目は，参加者相互に相手がどのような組織の文脈の中で学習療法を実施しているのか

について理解できている可能性が高いので，学習療法に関する問題解決や品質改善に必要

となる手続的知識をグループワークや懇親会などでのコミュニケーションを通じ，相手の

文脈を考慮して移転することができているのではないかと考えられることである。学習療

法は，顧客である介護組織にとって日常介護に埋め込まれたサービスなので，介護やその組

織の文脈と切り離すことが難しい。それゆえ，実際に現場で介護業務に従事した経験がある

介護人材でなければ理解することができないことが多く，現場での実施を通じて生み出さ

れた学習療法の成果は，手続的知識であるといえる。このような粘着性の高い知識は，移転

することが難しいと言われている（Szulanski, 1996）。しかし，介護現場を理解し，勉強会と

懇親会，イベントの実施を通じて深くコミュニケーションしてきた参加者同士が，同じよう

な現場で試行錯誤しながら学習療法を実施している他の参加者を理解することは容易であ

り，たとえ粘着性の高い知識であったとしても，TMS を通じて，習得したいと考えて探索



148 

 

した知識は参加者間で移転しやすいのではないかと思われる。 

 このように，深いコミュニケーションを通じて形成された感情的信頼にもとづく顧客間

の関係が，新しい社会サービスに関する問題解決や品質改善に必要となる手続的知識の移

転を可能とする TMS を創り出し，知識移転を実現させているのではないだろうか。その結

果，顧客は，新しい社会サービスの効果を含め，サービスの価値を認識することができ，サ

ービスを継続して使い続ける意思決定をしているのではないかと思われる。Rogers（2003）

が示したイノベーション普及のロジックの本質は，コミュニケーションが潜在的なイノベ

ーション採用者の行動変化をもたらし，採用へと至るというものであった。学習療法の事例

で考えれば，学習療法を採用して実施していたにもかかわらず，中断する顧客が多い。中断

の理由は，交代した新しい経営者が学習療法の効果や価値を理解していないことや，学習療

法実施のポジティブな効果を生み出すことができないなど，多様である。しかし，ポジティ

ブな効果を生み出すために，地道に学習療法に関する問題の解決や品質改善を行っていけ

ば，顧客は学習療法の価値を認識することができ，学習療法は定着するはずである。この地

道な努力に必要となるものが，顧客間の凝集的なネットワークを通じて形成された深いコ

ミュニケーションを基盤とする感情的信頼であり，TMS を通じて移転が可能となった手続

的知識であるということが，本研究において最も主張したい成果である。すなわち，Rogers

（2003）にはなかった，関係性の質と知識移転という観点が，凝集型の定着ネットワークを

形成し，新しい社会サービスの定着にポジティブな効果を生み出しているといえる。 

本研究の斬新な視点は，3 点ある。まず，組織論研究において従来あまり取り上げられて

こなかった組織間レベルにおける顧客間の関係に焦点を当てたことである。次に，凝集型ネ

ットワークの新しい社会サービス定着への効果について，生存時間解析を用いて計量的に

解明したことが挙げられる。特に，ユーザーコミュニティにおける顧客ネットワークの効果

という観点から，新しい社会サービスの定着メカニズムを計量的に分析した点は，これまで

にない新しいチャレンジであったといえる。最後に，顧客ネットワークと新しい社会サービ

ス定着との関係の背後には，顧客間の感情的信頼をもとに形成された TMS を通じた手続的

知識の移転効果という妥当な論理が考えられるという新たな研究課題を示したことである。

以上より，本研究は，新しい社会サービスの定着メカニズムについて，理論的にも，実務的

にも貢献し得る研究成果を生み出すことができたと思われる。 
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2. 新しい社会サービスの定着におけるユーザーコミュニティの効果 

本研究は，理論的貢献として次の 3 点を挙げることができる。第 1 に，新しい社会サービ

スの定着に関して，顧客間の凝集型ネットワーク構造がポジティブな影響を及ぼすことを

示唆した点である。従来，ネットワーク構造とイノベーションの関係についての研究は，そ

のほとんどがイノベーションの採用と普及に焦点を当て（Ahuja, 2000; Rogers, 2003），定着

メカニズムは注目されてこなかった。このような中，Murray et al.（2010）は，新しい社会サ

ービスの供給企業と顧客あるいはスタッフとの間に形成された信頼や知識といった関係的

資本が定着につながることを，いくつかの事例を用いて紹介した。しかし，その後，定着メ

カニズムを実証的に解明する研究は進まなかった。 

本研究の成果として注目すべき点は，顧客ネットワークの凝集性である。凝集型のネット

ワーク構造は，長期的な視点でネットワークに参加している顧客に便益をもたらすと考え

られる。具体的に，凝集型ネットワークに参加している顧客は，移転が難しいとされる手続

的知識であったとしても，顧客同士で協力して移転し，新しい社会サービスに関する問題解

決や品質改善を目指しながら，サービス実施のポジティブな効果を生み出していると推測

することができる。このように，共同で問題解決や品質改善に取り組む関係性を構築できな

ければ，顧客は新しい社会サービスの効果や価値を認識することが難しく，サービスは顧客

に定着していかないのではないかと思われる。本研究で事例分析した Z 研究会では，学習

療法に熱心ではない顧客が，凝集型構造の Z 研究会に参加することで，学習療法の価値を

認識して，学習療法を定着している様子が見られた。これらは，ユーザーコミュニティの効

果であるともいえる。このユーザーコミュニティは，一見，実践共同体なのではないかとも

思われるが，次の点で異なると考えた。松本（2019）は，実践共同体の構成要素として，境

界横断性，非公式性，自発性，相互作用性を挙げている。この観点から判断すれば，本研究

におけるユーザーコミュニティは，実践共同体と重なる点が多い。しかし，実践共同体の定

義には，熱意の共有が含まれるため，熱意を持ったコミュニティであると捉えることができ

る。マーケティングの観点からもファンクラブやユーザーイノベーションのコミュニティ

は，熱意を持ったユーザーのコミュニティであるとも考えられるが，本研究で対象として取

り上げた学習療法のユーザーコミュニティは，必ずしも熱意のある顧客ばかりが集まった

ものではない。その意味で，凝集型の顧客ネットワークが新しい社会サービスの定着を促進

するというユーザーコミュニティの効果は，ネットワーク研究を発展させる理論的貢献に

なり得ると思われる。 
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 第 2 に，新しい社会サービスの定着にポジティブな影響を及ぼしている可能性のある信

頼のタイプとして感情的信頼の効果を示した点である。信頼研究は，信頼のタイプの違いが

ネットワークの効果にどのような違いを生み出しているのかについて検討することが，研

究トピックの 1 つとなってきた。このような研究で焦点が当てられているのは，ネットワー

クにおける個人間信頼であり，特に，感情的信頼が形成されたことで生み出される効果が重

視されてきた。本研究の成果は，組織を代表する境界連結者間の信頼であるが，従来の研究

では明らかにされてこなかった顧客同士の感情的信頼の効果について検討した点では，今

後の信頼研究の発展につながると思われる。具体的に，感情的信頼の効果として，TMS の

形成を促進し，手続的知識の移転を促進する可能性が挙げられるという点である。この論理

に関しては，本研究においては分析することができなかった。そのため，今後の研究課題と

しては，感情的信頼と TMS の形成を計量的に測定するとともに，感情的信頼をもとに形成

された TMS が，手続的知識の移転を促進していることについて質的に丹念に分析すること

が考えられる。 

 第 3 に，上記と関連させて，知識移転のメカニズムに関しての理論的貢献が考えられる。

従来の研究では，TMS とチームや集団，組織のパフォーマンスとの間を媒介する変数とし

て，知識移転の効果が示された（Wang, Huang, Davison, & Tang, 2018）。しかし，TMS と知識

移転の効果に焦点を当てた研究は，筆者が知るかぎりいくつかの研究論文しか見当たらな

い。そのため，顧客ネットワークにおいて感情的信頼をもとに形成された TMS が，手続的

知識の移転を促進し，新しい社会サービスの定着をもたらすことを示唆した点は，今後の

TMS 研究および知識移転研究の発展につながると考えられる。また，知識移転では，凝集

型構造の負の側面にも目を向ける必要がある。Lee, Bachrach & Lewis（2014）は，密度が高

い閉鎖的なネットワークは TMS の形成を阻害することを指摘している。もしかしたら，凝

集型構造を持つ組織セットも，時間の経過とともに TMS の形成が抑制され，知識移転が機

能しなくなる可能性が考えられる。このような状況は，新しい社会サービスの定着にも影響

を及ぼす可能性が考えられるので，今後検討すべき課題であると思われる。 

 

3. 顧客間の知識移転と新しい社会サービスのエコシステム 

本研究が取り上げてきた新しい社会サービスが，介護保険制度の枠に組み込まれれば，容

易に顧客へ定着することが想像できる。しかし，実際に制度化される新しい社会サービスは

ごく一部であり，仮に制度化されたとしても，組織セットが持つネットワークに参加してい
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る顧客がユーザーコミュニティとしてのネットワークの特性を有効活用して，サービスの

定着に向けて努力する可能性は低い。むしろ，新しい社会サービス定着の局面では，顧客が

凝集性の高いネットワークに参加して顧客同士の信頼構築をもとに TMS を形成し，手続的

知識を移転することでサービスに関する問題解決や品質改善に取り組みながら，新しい社

会サービスの効果や価値を生み出していくことが重要なのである。従来，介護組織同士が交

流して，そこでの知識移転を通じて，問題解決やサービスの品質改善に取り組むことなどほ

とんどなかった。このような介護産業において，新しい社会サービスの顧客が参加する凝集

型のネットワークが構築されることは，産業全体の発展につながる可能性が高いと考えら

れる。特に，これまで交流のなかった介護組織同士のネットワークにおいて，TMS を形成

することができれば，それぞれの介護組織が持つ手続的知識を探索し，移転することで，介

護サービスの質が改善していくことも考えられる。また，見方によっては，このようなコミ

ュニティにおいて新しい社会サービスが創出されるかもしれない。その意味で，行政機関が

力を入れている地域密着型のサービス・エコシステムの構築と発展には，顧客が自発的に凝

集型の顧客ネットワークをつくり，そこで感情的信頼をもとに TMS を形成して，手続的知

識が移転されるような仕組みをつくっていくことが重要になると思われる。このマネジメ

ントを担うのは，新しい社会サービスを開発した供給企業が適切であると思われる。ユーザ

ーコミュニティには自発性が必要なことはもちろんであるが，顧客ネットワークを含めた

ユーザーコミュニティを長期的に維持していくためには，供給企業がコミュニティに関わ

っていく必要がある。供給企業が，ユーザーコミュニティに参加している顧客とどのように

関わっていくべきなのか，供給企業はどのようなマネジメント能力を持っている必要があ

るのかなどについては，今後の研究課題であるといえるが，新しい社会サービスの定着には

実務においてもユーザーコミュニティが必要になることを示唆した点は，本研究の実務に

関わる貢献であるといえる。 

また，本研究で取り上げた学習療法は，サブスクリプションの 1 つであると捉えることが

できる。しかし，他のサブスクリプションとは次の点で異なる。それは，サブスクリプショ

ン利用者の業務の効率化や趣味の充実化などを追求するものではなく，学習療法を採用し

て実施している介護組織が，利用者すなわち高齢者やその家族の QOL の改善を追求するこ

とにある。介護組織は，株式会社であったとしても，利益よりも高齢者やその家族の QOL

が改善されることに価値を見出す傾向にある。これが，介護サービスの特徴であり，特殊性

であるともいえる。介護組織が新しい社会サービスを実施するプロセスにおいて直面した
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問題の解決やサービスの品質を改善してきた経験を，同じ新しい社会サービスを実施して

いる他の介護組織と共有することで，共感や感動が生まれる。その結果，介護組織間で感情

的信頼が形成され，組織の文脈に埋め込まれた手続的知識であったとしても，組織間でその

知識を共有することが可能となり，高齢者やその家族の QOL 改善のような社会課題の解決

が実現していくのではないかと思われる。この共感や感動など，感情的な側面が，組織行動

のドライバーとなるのが，介護組織の特徴であり，新しい社会サービスの定着には重要にな

ると考えられる。 

新しい社会サービスの供給企業は，このような視点を持って，ユーザーコミュニティにお

いて顧客が自発的に構築した顧客ネットワークをマネジメントし，手続的知識の移転を通

じて顧客がサービスを定着しやすくしていくことが，新しい社会サービスのエコシステム

の展開には必要不可欠であると考えられる。 

 

4. 本研究の限界と今後の課題 

最後に，本研究における主な限界を 4 点挙げ，それに対応した今後の研究課題について述

べる。 

1 点目は，本研究が対象とした新しい社会サービスは学習療法の 1 事例であり，3 種類の

顧客ネットワークについて比較分析した成果であるとは言え，限定された研究成果になっ

ていることが否めない点である。新しい社会サービスは医療，介護，福祉分野において他に

も数多く開発されていることを考えると，今後は，複数の新しい社会サービスを対象とした

比較分析を行うことで，新しい社会サービスに関するより詳細な定着メカニズムを解明す

ることができると思われる。これらを踏まえ，今後検討すべき第 1 の研究課題は，本研究が

対象とした学習療法の分析の成果をもとに，他の複数事例を取り入れた比較研究を行うこ

とで，新しい社会サービスの定着メカニズムを明らかにしていくことである。 

2 点目は，顧客ネットワークと新しい社会サービス定着との関係を説明する妥当な論理の

1 つとして，信頼と知識移転について説明したが，本研究ではこの論理についてリサーチ・

コンテクストの中で説明し，質的あるいは計量的に分析することができなかった点である。

認知的信頼や感情的信頼は，測定尺度が開発されているため（Chua, Ingram, & Morris, 2008; 

McAllister, 1995），アンケート調査を通じて測定することが可能である。また，TMS もアン

ケート調査を実施することで測定することができるため（Ren & Argote, 2011），計量的に評

価することができる。手続的知識の移転に関しては，質的に丁寧に分析することで，移転の
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プロセスを丹念に考察することが可能になると思われる。以上より，今後検討すべき第 2 の

研究課題は，本研究において妥当な論理の 1 として説明した顧客ネットワークと新しい社

会サービス定着の関係を説明する妥当な論理を，質的かつ計量的に検討していくことであ

る。 

3 点目は，顧客ネットワークへの埋め込みの程度が，新しい社会サービスの定着の程度に

どのような影響を及ぼしているのかということまでは明らかにできなかった点である。同

じ構造形態のネットワークに参加している組織であったとしても，同じ便益を享受するこ

とができるわけではないと言われている（Dyer & Hatch, 2006）。つまり，本研究では，顧客

が顧客ネットワークに参加していることをネットワークへの埋め込みと同義に捉えている

が，正確には，ネットワークに参加していても，埋め込みの程度によって，新しい社会サー

ビスの定着率に差が生じている可能性もある。この点は，埋め込みの計量分析とも関わるた

め，今後検討すべき第 3 の研究課題であるといえる。また，本研究はそれぞれの顧客を代表

して相互作用する境界連結者間の関係を組織間関係として考えてきたが，研究会に参加す

る境界連結者が毎回異なれば，信頼形成や知識移転の状況も変化すると思われる。本研究は

この点を考慮できていない。さらに，顧客ネットワークに埋め込まれた顧客の吸収能力につ

いても考える必要があるだろう（Cohen & Levinthal, 1990）。顧客ネットワーク参加者の介護

や学習療法の経験値によって，研究会に参加して習得できる知識に差が生じることは十分

に考えられることである。本研究では，研究会に参加している顧客は，研究会に一定の関わ

りを持ち，一定の吸収能力を持っていることを前提としている。今後は，第 3 の研究課題と

関連させて，この点についても考慮した研究に取り組む必要があると思われる。 

 4 点目は，本研究では，顧客間の関係のみに焦点を当て，新しい社会サービスの供給企業

と顧客との関係には焦点を当てていないことである。顧客間の関係が構築できた理由は，供

給企業と顧客との関係が前提となって発展した結果であるとも考えられる。実際，本研究の

実務に関わる貢献では，サービス・エコシステムの構築と発展には，供給企業による顧客ネ

ットワークへの関わりとマネジメント能力が必要になることを指摘した。顧客ネットワー

クを含めたユーザーコミュニティのマネジメントには，供給企業の能力や組織行動が大き

く影響してくるであろう。そのため，今後検討すべき第 4 の研究課題は，新しい社会サービ

スの供給企業に焦点を当て，供給企業のケイパビリティなど，経営戦略論の観点を取り入れ

た研究の展開としたい。 
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